
 

131 

 

2. b. 歴史と変遷 

 

2. b. 1. 歴史 

「奄美・琉球」に人が住み始めたのは、遅くとも 2 万年前の旧石器時代まで遡る。沖縄

島の那覇市中心街に近い山下洞窟から出土した古骨（山下洞人）は、傍らの試料から年代推

定した結果、3 万 2,000 年～3 万 7,000 年前のものと推定された。沖縄本島南部で発掘され

た「港川人」は、放射性炭素法によって 1 万 8,000 年～1 万 6,000 年ほど前の人骨と推定さ

れている。港川人は、日本本土の縄文人や、中国南部からインドシナ北部地方の新石器時代

人に近似するといわれる。遺跡から土器の出土はないが、火は使用していたようである。（外

間, 1986；高良, 1993；安里・土肥, 1999；早石, 2011）。 

旧石器時代のあと長い空白期があり、「奄美・琉球」では約 6,000 年前から縄文文化の影

響をうけ、土器や磨製石器を使う「貝塚時代」が始まったと考えられている。この時代の人々

は旧石器時代と同様、サンゴ礁域の魚貝類、陸地の動植物を食料とする自然採集を中心に生

活していたと考えられ（外間, 1986；高良, 1993）、遅くとも貝塚時代中期（3,000 年前頃）

以降には、島の各地に定住的な集落が現れている（安里・土肥, 1999；早石, 2011）。 

なお、例えば沖縄島の中南部や宮古島などの中琉球及び南琉球で推薦地に含まれない島・

地域でも、この頃までは現在よりも照葉樹林が発達し、推薦地の沖縄島北部や奄美大島とも

共通する渓流性のカエル類やノグチゲラ、ヤンバルクイナ、ルリカケスやオオトラツグミが

分布していたこと、一方で、この頃から人間活動が活発化し植生や動物相が大きく変化した

ことが、動物化石の研究（Nakamura and Ota, 2015；Matsuoka, 2000）や照葉樹林構成

樹種の種数と島面積や森林面積の解析（服部, 2014）から示唆されている。 

 

沖縄島では 10～12 世紀に成立した自衛的な農村集落を出発点として、その後 12～16 世

紀に各地に群雄割拠した「按司」と呼ぶ領主的豪族層が、居住と防衛のためにグスクを築い

た時代は「グスク時代」と呼ばれる。その後、有力按司の居城である巨大グスクが登場し、

15 世紀には「北山」「中山」「南山」からなる「三山」と呼ぶ 3 つの小王国へとまとめられ

た。この時代が「三山時代」で、1429 年に琉球王国が成立したするまで継続した（日本国, 

1996）。 

これらのグスクは世界文化遺産「琉球王国のグスク及び関連遺産群」の構成資産となって

いる。 

琉球王国は 1447 年には奄美大島・徳之島を支配下に置き、1500 年には西表島を統治下

に置いた。その後、奄美群島は琉球王国から分割されて薩摩藩に属することになった。 

琉球王国は、1429～1879 年まで存続したが、その間、1469 年に政変がおきて第一尚氏王

統から第二尚氏王統へと政権が移行した。その後、1609 年には徳川幕府・薩摩藩による侵

攻を請け、薩摩藩の支配下におかれたが、王国の形態はそのまま残された（日本国, 1996）。 

一方、奄美群島は琉球王国から分割されて薩摩藩直属することになり、1613 年には代官が



 

132 

 

置かれ奄美群島全体を管掌した（鹿児島県大島支庁, 2014；穂積編著, 2000）。 

 

1868 年の明治維新後、明治政府は 1872 年に王国をいったん琉球藩とし、さらに 1879

年の廃藩置県で沖縄県に改めた。これがいわゆる「琉球処分」で、琉球王国は廃止となり、

これ以降、琉球は政治的に日本に含められることとなった（日本国, 1996）。一方、薩摩藩

の直轄領となっていた奄美群島は、廃藩置県による鹿児島県設置後しばらくは藩制のまま持

ち越された。その後、1875 年に在藩所が廃止され大島大支庁が設置された（鹿児島県大島

支庁, 2014）。 

1944～1945 年には、沖縄島が第二次世界大戦の戦場となった。戦後は奄美群島と沖縄県

は米軍の施政権下におかれ、1953 年に奄美群島、次いで、1972 年に沖縄県の施政権が日本

に返還された（鹿児島県大島支庁, 2014；日本国, 1996）。この間、琉球米国民政府は 1953

年に「土地収用令」を公布し、沖縄県内の主要地域の土地を接収して軍事基地の設置を進め

た。これによって、沖縄県内の米軍基地等の規模は 1972 年当時で 28,660.8ha（県土面積

の約 12％）におよんだ（沖縄県知事公室基地対策課, 2014）。 

沖縄県内の米軍基地は、本土復帰後に次第に整理・統合が進められたが、2013 年までに

返還されたのは 1972 年当時の約 20％である。2013 年 3 月現在、沖縄県内には 23,176.1ha

の米軍基地があり、それは沖縄県土面積の 10.2％を占めている。特に、推薦地の沖縄島北

部（やんばる地域）内の国頭村には 4,485.4ha（村面積の 23.0％）、東村には 3,394.4ha（村

面積の 41.5％）の米軍基地があり、その大部分のは 78,24.2ha はの北部訓練場として使用

されている（沖縄県知事公室基地対策課, 2014）。64 

 

奄美群島では日本への返還後、地理的・自然的条件による制約がもたらす本土との格差に

加え、その歴史的経緯に鑑み、日本への変換後は、特別措置法とそれに基づく計画によって、

復興事業、振興事業、振興開発事業が行われてきた。日本に返還された翌年の 1954 年に 「奄

美群島復興特別措置法」が制定された。以後、約 5 年ごとに群島の状況や社会経済情勢に

応じた改正と、法律の有効期限の延長がなされてきた。また、振興開発の課題に対応するた

め、同法は、1964 年に「奄美群島振興特別措置法」、1974 年には「奄美群島振興開発特別

措置法」と改称されて現在に至っている。 

土地利用に関する計画のうち、自然環境の保全に関しては以下の地域指定がなされてきた。

1968 年には奄美大島の神屋国有林と最高峰の湯湾岳の山頂周辺の亜熱帯林が、文化財保護

法に基づき、国指定天然記念物「神屋・湯湾岳」として指定された。また、1974 年に奄美

大島（加計呂麻島と周辺の小島嶼を含む）、喜界島、徳之島、沖永良部島、与論島とその周

辺海域が、自然公園法に基づく「奄美群島国定公園」として指定された。近年では、2013

年に奄美大島と徳之島の国有林が林野庁によって「奄美群島森林生態系保護地域」に指定さ

                                                   
64 要検討 
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れている。65 

 

沖縄県においても、地理的・自然的条件による制約がもたらす本土との格差に加え、その

歴史的経緯や米軍基地等が集中する社会的事情に鑑み、特別措置法とそれに基づく計画によ

って、振興開発事業、振興事業が行われてきた。日本に返還される前年の 1971 年に 「沖

縄振興開発特別措置法」が制定された。以後、約 5 年ごとに沖縄県群島の状況や社会経済

情勢に応じた改正がなされ、法律の有効期限が延長されてきた。また、振興開発の課題に対

応するため、同法は、2002 年には「沖縄振興特別措置法」と改称されて現在に至っている。 

土地利用に関する計画のうち、自然環境の保全に関しては以下の地域指定がなされてきた。 

1972 年の日本への返還に伴い、米国統治時代に指定されていた「西表琉球政府立公園」、

「沖縄海岸政府立公園」、「沖縄戦跡政府立公園」が、それぞれ自然公園法に基づいて、「西

表国立公園」、「沖縄海岸国定公園」、「沖縄戦跡国定公園」として指定されている。同様に，

琉球政府指定の天然記念物のうち 21 件（地域指定 18 件，地域定めず 3 件），それ以外 5 件

（地域定めず）66が，1972 年に国指定天然記念物に指定されている。また、1983 年には、

西表島西部の崎山湾が、自然環境保全法に基づいて「崎山湾自然環境保全地域」に指定され、

2015 年には区域を拡張し、「崎山湾・網取湾自然環境保全地域」となった。1991 年には林

野庁により「西表島森林生態系保護地域」が設定され、2012 年に区域が拡張されている。

近年では、2007 年に石垣島が「西表国立公園」に編入されて「西表石垣国立公園」となり、

2012 年には海域公園地区の追加・拡張や鳩間島・波照間島の編入により区域が拡張された。 

また、2014 年には慶良間列島諸島が、「沖縄海岸国定公園」から分離され、海域公園地区

を大幅に追加した上で、日本で 31 番目の国立公園として、「慶良間諸島国立公園」に指定

された。67 

 

○近代・現代歴史上の主要な自然保護関連の出来事等の年表68 

奄美・琉

球時代区

分 

西暦（年） 「奄美・琉球」に関する歴史的内容 

先史時代 3万2000年～ 

3万7000年前 

山下洞人 

 1万8000年～ 

1万6000年前 

港川原人 

 約6000年前 土器や磨製石器の使用。 

  サンゴ礁域の魚貝類、陸地の動植物を食料とする自然採集を中心

に生活。 

                                                   
65 （編注）奄美群島の国立公園指定後に記述を追加予定 
66（編注）琉球政府指定天然記念物は 44 件あった。 
67（編注）やんばるの国立公園指定、崎山湾自環地の拡張などの後で記述を追加。 
68（編注）奄美、やんばるが国立公園指定されたら、その指定年を追加。 
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奄美・琉

球時代区

分 

西暦（年） 「奄美・琉球」に関する歴史的内容 

 約3000年前 島の各地に定住的な集落が出現。 

古琉球 12世紀前後 グスクと呼ばれる聖域と小さく囲われた居城を中心に人々の生活

が営まれる。 

  自然採集を中心に生活から、穀類栽培の農耕社会への移行。 

  徳之島で生産された須恵器「カムィヤキ」が奄美群島、沖縄諸島、

先島諸島の各地に普及。島嶼社会内部での交流が進む。 

 1314 この頃から、三山（中山・山南・三北）対立と伝わる。 

 1429 尚巴志、三山を統一する。 

 1470 政変がおきて第一尚氏王統から第二尚氏王統へと政権が移行す

る。 

近世琉球 1603 日本では、徳川家康によって江戸幕府が開かれる。 

 1609 薩摩藩による琉球侵攻。 

  薩摩藩は那覇に琉球在番奉行を置く。 

 1613 薩摩藩は奄美大島に在番奉行を置く。 

 1623 儀間真常、はじめて黒糖を製造する。 

 1747 薩摩藩は奄美群島で、米で納める税を黒糖に換算して納める「換

糖上納を決定。稲作からサトウキビ栽培へ転換。 

 1771 宮古・八重山大津波（明和の大津波）が発生。 

 1867 日本では、大政奉還により、政権が江戸幕府から朝廷に返上され

る。 

 1871 廃藩置県により鹿児島県を設置。琉球王国は鹿児島県の管轄に組

み入れた。 

薩摩藩の直轄領の奄美群島は、鹿児島県設置後も藩制のまま持ち

越された。 

 1872 明治政府は、琉球藩を設置。 

 1875 奄美大島の在番所を廃止。 

 1878 奄美大島に大島大支庁を設置。 

近代 1867～～

1879 

日本では、大政奉還により、政権が江戸幕府から朝廷に返上され、

明治政府が発足。廃藩置県により鹿児島県、沖縄県が発足。明治

政府は琉球藩を解体し、日本国に属する沖縄県を設置。 

 1910 沖縄島の南部にマングースをが放獣される。 

 1941 太平洋戦争が開戦。 

 1944 沖縄島の那覇市が大空襲を受ける。 

 1945 米軍が沖縄島に上陸、（地上戦が行われる）展開される。 

現代  日本は太平洋戦争終戦に敗戦。（奄美群島と沖縄県はアメリカの

占領統治下に置かれた）。 

 1953 奄美群島の本土復帰日本返還。 
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奄美・琉

球時代区

分 

西暦（年） 「奄美・琉球」に関する歴史的内容 

 1965 西表政府立公園（その後、1972年4月に西表琉球政立公園となる）、

沖縄海岸政府立公園、沖縄戦跡政府立公園をが指定される。 

 19657 イリオモテヤマネコが発見される。 

 1968 奄美大島の神屋国有林と湯湾岳山頂周辺がに、国指定天然記念物

「神屋・湯湾岳」をに指定される。 

 1972 沖縄県の本土復帰日本返還。 

  （既存の政府立公園はそれぞれ、西表国立公園、沖縄海岸国定公

園、沖縄戦跡国定公園にとして見なされる）。 

 1974 奄美群島国定公園のが指定される。 

 1975 沖縄国際海洋博覧会が開催される。 

 1978 沖縄島のマングースの分布が、北部の名護市まで拡大に達する。 

  沖縄海岸国定公園に慶良間列島諸島を編入。 

 1979 奄美大島にマングースをが放獣される。 

 1981 ヤンバルクイナが発見される。 

 1983 ヤンバルテナガコガネが発見される。 

  西表島の崎山湾にが、崎山湾自然環境保全地域をに指定される。 

 1991 西表島森林生態系保護地域をが設定される。 

 2000 「琉球王国のグスクおよび関連遺産群」のが世界文化遺産に登録

される。 

 2005 沖縄島のマングースの分布が、やんばる地域沖縄島北部の中央部

まで拡大に達する。 

 2007 西表国立公園に石垣島が編入され、西表石垣国立公園に改称とな

る。 

 2012 西表森林生態系保護地域をが区域拡充張される。 

  西表石垣国立公園が、海域公園地区の追加・拡張、鳩間島・波照

間島の編入等により、区域が拡張される。 

 2013 奄美大島と徳之島に奄美群島森林生態系保護地域をが、奄美大島

と徳之島に設定される。 

 2014 慶良間列島諸島にが、日本で31番目の国立公園をに指定される。 

 2015 崎山湾自然環境保全地域をが、崎山湾、網取湾および両湾周辺の

海域へ区域を拡張し、崎山湾・網取湾自然環境保全地域に改称と

なる。 

  西表森林生態系保護地域を区域拡充。 

 

沖縄県知事公室地域安全政策課 万国津梁フォーラム Web サイト 参考資料 琉球・沖縄歴史年表．をもと

に作成。 http://okinawa-institute.com/forum_list/files/forum_list_panel_chronology_ja.pdf 
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2. b. 2. 人間とのかかわり（産業） 

 

2. b. 2. 1. 農業69 

 

1）奄美群島 

推薦地の奄美大島、徳之島を含む奄美群島では、戦前、戦後を通じて、主に水田を対象と

した稲作中心的な土地改良事業が推進された。奄美群島が日本に返還された 1953 年当時の

耕地面積は、奄美群島全体で 16,376ha であり、農業生産性は不安定であった。こうした土

地条件を急速に整備し、農業経営の安定を図るため、1954 年以降の復興・振興事業等で農

業基盤の整備が行われた。1963 年に 4,252ha あった水田は水田転換特別対策事業等による

畑地化や農家の高齢化、担い手不足による原野化により、1998 年には 87ha と激減し、畑

が 16,800ha と、全耕地の 99.4％を占めている。さとうきびを基幹作目として、野菜、花卉、

畜産、果樹の農業が営まれている。（鹿児島県大島支庁, 2014）。 

このうち推薦地の奄美大島は奄美群島中最大の島であるが、山林が多く北部以外にまとま

った耕地は少ない。島の総面積70の 81,260ha に対し、2012 年時点で、2,169ha（水田 59ha、

畑 2,110ha）であり、耕地率は 2.7％である。また、推薦地の徳之島では、島の中央部にあ

る山岳の裾野に平地が広がっている。島の面積 24,777ha に対し、2012 年時点で 6,883ha

（水田 3ha、畑 6,880ha）で、耕地率は 27.8％である（鹿児島県大島支庁, 2014）。 

 

2）沖縄島北部（やんばる地域）および西表島 

 日本へ返還された 1972 年当時の沖縄県全体の耕地面積は 45,940ha であった。その後、

沖縄海洋博覧会の開催等に関連した転用や企業の土地買い占め等の影響により、1977 年ま

で減少を続けたが、1978 年以降は補助事業による農地・草地開発事業や、買い占められた

農地の買い戻し等により増加傾向に転じ、1992 年には返還後最高の 47,100ha となった。

しかし、その後はパインアップル缶詰・果汁の輸入自由化等の沖縄県をとりまく農業環境の

厳しさや、農家の高齢化による耕作放棄地の増加等により減少し、2012 年には 38,900ha

となった。耕地の種類別で見ると、水田は 1972 年の 2,440ha に対し、2012 年には 851ha

へと 1,590ha（65％）減少した。同様に、畑は 43,500ha に対し、38,100ha へと 5,400ha

（12％）の減少となっている。特に、畑のうち樹園地が 3,800ha（65％）減少したのに対

し、牧草地は 5,500ha（1,260％）増加している（内閣府沖縄総合事務局, 2012）。 

                                                   
69 （編注）奄美と沖縄で入手出来る統計データの整備状況が異なっており、データ収集と整理をした上で、

可能であれば、戦後-復帰-1980 年代-現在程度での耕作地面積の変化を示していく。また、畑作について、

サトウキビ、その他耕作物の変化などの記述も検討。また、農業と林業で書きぶりが異なる（農業は過

去の経緯の概要→現状。林業は主に現状→過去の経緯）入手可能な資料の整理状況や，各地域における

土地利用状況（平地が少なく森林が多い）などにも依る。 
70 周辺離島の加計呂間島、請島、与路島を含む。 



 

138 

 

 このうち推薦地を含むのやんばる地域沖縄島北部（国頭村、大宜味村、東村の 3 村）に

は、山林が多く、まとまった耕地は少ない。やんばる 3 村の総面積 34,005ha に対し、2012

年時点の耕地面積は 1,470ha（水田 17ha、畑 1,453ha）で、耕地率は 4.3％である（沖縄

県農林水産部, 2014）。 

 推薦地の西表島も山林が多く、まとまった耕地は少ない。島の面積 28,928ha に対し、2010

年時点の耕地面積は 654ha（水田 89ha、畑 565ha）で、耕地率は 2.3％である（沖縄県企

画部地域・離島課,2012）。 

 

引用文献 

 

鹿児島県大島支庁．2014．平成 25 年度 奄美群島の概況 

内閣府沖縄総合事務局．2012．沖縄の耕地面積について 

http://www.ogb.go.jp/teireikaiken/h24-1115/menseki.pdf 

沖縄県農林水産部．2014．農業関係統計． 

沖縄県企画部地域・離島課．2012．平成 24 年八重山要覧． 

http://www.pref.okinawa.jp/site/somu/yaeyama/shinko/youran/h24yaeyamayouran.ht

ml 
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2. b. 2. 2. 林業 

 

1）過去から現在の林業に関する経緯  

奄美群島及び琉球諸島では、古くから日常生活や製糖に薪を使うほか、製塩や鰹節生産な

どの産業用の燃料として薪が利用された。また、建築用材、枕木、移出用の木炭の生産など

で森林が利用されてきた。近年は、建築構造材や集成材化などによる建築用途への活用、チ

ップ生産を中心として行われている。 

当該地域推薦地の亜熱帯多雨林を特徴づけるスダジイは、萌芽再生能力がきわめて旺盛な

ため、この再生能力の範囲内での林業（推薦地では行われていない）が景観や生物多様性保

全との両立を可能にしている（コラム： スダジイが優占する回復力の高い森林、を参照）。 

 

①奄美群島 

1953 年の本土復帰後は、経済振興のためにさまざまな事業が開始されるようになり、森

林地帯では林道が奥地に延びるとともに、建築材、パルプ材等の用材を確保するため広葉樹

の天然林が皆伐され、その結果、今日の森林構成は、戦前択伐された二次林と戦後皆伐され

た若齢林の割合が高い状況になっている（林野庁九州森林管理局,2007）。 

 

②沖縄島北部、および西表島 

1972 年の本土復帰後は、国の振興計画の基で、県下の産業振興、社会資本の整備等が進

められ、沖縄島北部においても、ダム建設、農地整備、道路網の整備等により大規模な森林

の開発が行われた。一方で、林業の振興も図られ、林業経営は村有林や県営林を中心に、森

林組合を主体として伐採、製材加工や育苗、造林が行なわれた。現在の沖縄島北部の森林は、

戦後復興期の荒廃から回復し、長い歴史の中でも良好な状態にあるといえる（沖縄県農林水

産部森林緑地課, 2013）。 

西表島は、現在では撲滅されているが、かつてはマラリアの発生地であり、長年にわたっ

て定住が困難で開発も遅れた。島民が日常生活で木材を利用してきた以外には、大規模な林

業は行われておらず、豊かな自然が残っている（鹿児島大学，2013）。 
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21）現在の森林面積・所有形態、林業生産額 

 

表● 「奄美・琉球」の推薦地 4 地域島の所有形態別森林面積（ha）71 

 面積 森林面積 国有林 
民有林 

 
県営（有）林 市町村有林 私有林 

奄美大島 82,137 68,541 4,129 250 13,991 50,174 64,413 

徳之島 24,792 10,724 3,758 9 666 6,291 6,966 

沖縄島北部（やんばる） 33,995 27,161 7,493 3,700 9,465 6,504 19,668 

西表島を含む竹富町 33,403 26,705 24,474 1 904 1,326 2,231 

 

① 奄美群島 

 奄美群島の森林は、群島総面積（123,144ha）の 66％（81,177ha）を占めており、その

98％（79,265ha）は推薦地の奄美大島72と徳之島に分布する。奄美大島の森林面積は

68,541ha（島面積に対する森林率 83％）73であり、そのうち国有林が 4,129ha（6 %）、民

有林が 64,413ha（94%）を占める。民有林の内訳は、県営林が 250ha（0.39％）、市町村有

林が 13,991ha（21.72％）、私有林が 50,174ha（77.89％）であり、私有林が多いことが特

徴である（表●）。（鹿児島県大島支庁, 2014） 

徳之島の森林面積は 10,724ha（森林率 43%）であり、そのうち国有林が 3,758ha（35%）、

民有林が 6,996ha（65%）を占めている。民有林の内訳は、県営林が 9ha（0.1％）、市町村

有林が 666ha（10％）、私有林が 6,291ha（90％）であり、私有林が多いことが特徴である

（表●）。（鹿児島県大島支庁, 2014） 

奄美大島及び徳之島の国有林のほぼ全域が、林野庁による森林生態系保護地域に指定され

ており、森林施業は主に民有地において行われている。平成 24 年度（2012 年度）の林業

生産実績を見ると、奄美大島の林業生産額は約 4 億 2 千万円であり、そのうちパルプ・チ

ップ用材等の素材生産が最も多く約 2 億 6 千万円（62％，生産量 31,271m3）であり、特用

林産物等その他の一次産品が約 1 億 3 千万円（32％）、チップや製材品等の二次製品が約 2

億 6 千万円（6％）となっている。 

一方、徳之島の林業生産額は約 6 千万円であり、そのうち素材生産は一般用材が約 500 万

円（8％, 生産量 484m3）であり、特用林産物等その他の一次産品が約 3 千 800 万円（65％）、

                                                   
71 利用可能な統計データから、奄美大島と徳之島は推薦地を含む島あたりの面積、沖縄島北部は推薦地を

含む北部3村あたりの面積、西表島は推薦地を含む竹富町の面積を用いた（西表島は竹富町面積の約90％

を占める）。 
72 周辺離島の加計呂麻島、請島、与路島を含む。 
73 （編注）元資料によって「林野率」「林野面積」と「「森林率」「森林面積」があるが、ここでは「森林率」

「森林面積」に統一した。 
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チップや製材品やバーク等の二次製品が約 1 千 600 万円（26％）となっている（鹿児島県大

島支庁, 2014）。74 

 

②沖縄島北部（やんばる地域）および西表島75 

沖縄島の森林は、沖縄島の面積（124,363ha）の 46％（56,897ha）を占めており、その

48％（27,161ha）が推薦地の沖縄島北部（やんばる 3 村）に分布する。 

沖縄島北部（やんばる 3 村：33,995ha）の森林面積は 27,161ha（森林率は 80%）であり、

そのうち国有林が 7,493ha（28%）、民有林が 19,668ha（72%）を占める。民有林の内訳は、

県有林が 3,700ha（19％）、村有林が 9,465ha（48％）、私有林が 6,504ha（33％）であり、

村有林が多いことが特徴である（表●）。（沖縄県農林水産部森林緑地課，2014） 

沖縄県の木材生産量は、平成 22 年（2010）年時点で 4,500m3となっており、そのうち

製材用 800m3（17.7％）、原材料用76が 2,500m3（55.6％）、パルプ用チップ 500m3（11.1％）、

おが粉 700m3（15.6%）となっている。これは、約 30 年前の昭和 56（1981）年の木材生

産量 32,000m3（約 5 分の 1）に減少している（沖縄県農林水産部森林緑地課，2013）。 

八重山列島の森林は、八重山列島の総面積（約 60,000ha）の約 60％（約 37,000ha）を

占めており、その約 70％（26,705ha）は推薦地の西表島を含む竹富町に分布する77。西表

島を含む竹富町の森林率は 73％であり78、そのうち国有林が 24,474ha（92%）、民有林が

2,231ha（8%）を占め、国有林が多いことが特徴である（表●）。（沖縄県農林水産部森林

緑地課，2014）. 

 

 

2）過去の林業に関する経緯79 

「奄美・琉球」では、古くから日常生活や製糖に薪を使うほか、製塩や鰹節生産などの

産業用の燃料として薪が利用された。また、建築用材、枕木、移出用の木炭の生産などで森

林が利用されてきた。近年は、建築構造材や集成材化などによる建築用途への活用、パルプ

チップ生産を中心として行われている。 

                                                   
74 （編注）ここでは現在の林業生産額の記述とし、生産額の推移は過去の林業の経緯で記述した。 
75 （編注）奄美と同様に林業生産額を記述する場合、沖縄県農林水産部森林緑地課. 2014. 平成 25 年度版

沖縄の森林・林業（概要版）には林業生産にかかる統計の掲載がない。農水省の統計で都道府県単位の

データがあるが、都道府県別産出額は、全国値で推計しているパルプ用材の産出額、薪炭生の産出額等

が含まれておらず、奄美に比べて過小評価になる。 
76 木炭原木、しいたけ原木、家具挽物材など。 
77 （編注）引用元が市町村単位のデータであり、竹富町内の西表島の森林面積等が正確に分からないため

概数で記載している。 
78 竹富町（2010）第 4 次竹富町国土利用計画、では西表島（属島の由布島含む）の森林率は 88.5％だが、

前掲の表のように土地利用区分別の値で掲載されており、所有形態別で表した前掲の表に組み込めなか

ったためこの値を用いた。 
79 （編注）推薦地域ごとに経緯がかなり異なる。奄美大島、徳之島、西表島に関する資料が個別に収集す

る必要がある。また、長年利用されてきたが生物多様性の高い森林であることの背景説明にもなるが、

どこまで・どんな書きぶりで詳細に書くかについて、検討が必要。（現在の書きぶりだと、質・量ともに

かなり人手が入った森林という印象にならないか。） 
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推薦地の亜熱帯多雨林を特徴づけるスダジイは、萌芽力・再生能力がきわめて大きい旺

盛なため、この再生能力の範囲内での森林施業が景観や生物多様性保全と両立する可能性を

有している。 

 

①奄美群島（奄美大島および徳之島） 

1609年以降、琉球王国から分割され薩摩藩に属した奄美群島では、琉球王国とは別の山

林政策が取られた。藩政期を通して奄美大島には藩直轄林はほとんど無く、多くは民有林で

あり、耕作地に付属した山林以外は、そのほとんどが村（集落）の共有山林として管理され

ていた。一方、民有林であっても、クスノキ、カシ、クヌギなどの有用樹種は藩用として自

由伐採を許さず、山奉行に届け出て、検査の上で不良木に限り伐採が許された。山林原野の

自費開墾も奨励され、開墾数年後で植林して原野に戻し、それを交互に繰り返す切替畑式の

慣行もあった。また、神山やウガン山（拝み山）と称する、村人の立ち入りを禁止した手つ

かずの山林も存在した（義, 2005）。 

薩摩藩では、従来は米で納めていた年貢を、より高い利益を生む黒糖への切り替える換糖

上納制が 1745 年に実施され、その後の黒糖専売制によって、農地は水田からサトウキビ畑

への転換が進んだ。この黒糖製造はサトウキビの搾り汁を煮詰める薪材と、黒糖を詰める樽

材を大量に必要とした。1 戸が 1 年間に必要とする薪材を 3 トン、50 戸の集落が必要とす

る薪材を年間約 1.5ha と推定し、毎年同じ場所からは切り出せないため伐採地は順次別の

場所に移動し、その森林面積は膨大であったと推定されている（義,2005）。 

明治期以降も日常生活や製糖に薪を使うほか、製塩や鰹節生産、織物生産などの産業の

ための燃料として薪が利用された。また、建築用材、枕木、移出用の木炭を生産などで森林

が利用されてきた。 

 

戦前は集落近くの森林を薪炭林として利用し、奥地からは材を伐採していたが、1953年の

本土復帰後は、経済振興のためにさまざまな事業が開始されるようになり、森林地帯では林

道が奥地に延びるとともに、建築材、パルプ材等の用材を確保するため広葉樹の天然林が皆

伐され、その結果、今日の森林構成は、戦前択伐された二次林と戦後皆伐された若齢林の割

合が高い状況になっている（林野庁九州森林管理局,2007）。 

また、奄美群島の林業生産額は、パルプ・チップ用材生産とその二次製品のチップ生産を中

心に昭和60年（1985年）のピーク時には49億6千万円に達したが、その後は急激に減少し

平成12年（2000年）以降は4～5億前後で推移している（鹿児島県大島支庁, 2014）。 

 

②沖縄島北部（やんばる地域）、および西表島 

推薦地の沖縄島北部（やんばる）の森林は、沖縄の歴史の中で各時代の社会的要求に応え、

木材の供給拠点として、生活・産業・文化を支えてきた。現在のやんばるの森林は、戦後復

興期の荒廃から回復し、充実期に向かっており、長い歴史の中でも良好な状態にあるといえ
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る（沖縄県農林水産部森林緑地課, 2013）。西表島は、現在では撲滅されているが、かつて

はマラリアの発生地であり、長年にわたって定住が困難で開発も遅れた。島民が日常生活で

木材を利用してきた以外には、大規模な林業は行われておらず、豊かな自然が残っている（鹿

児島大学，2013）。 

 

ⅰ）琉球王国 ～ 明治期80 

琉球王国の時代には、王府・士族、寺社仏閣の建築資材をはじめ、家屋、橋梁、造船、産業

用、生活資材や燃料まで、多くの木材を必要とした。それは現代と違い、ほとんどを琉球王

国内の自給に頼っていた。特に、2 度にわたる首里城の火災焼失と復旧や、寺社建築、人口

増に伴う木材需要の増加、食糧増産のための開墾等により、やんばるにおいても多くの森林

が伐採された。さらに 1623 年に始まった製糖が盛んになるにつれ、薪が大量に消費された

（仲間，1984）。このため、18 世紀初頭には山林の荒廃が進み、当時琉球王国が統治した

沖縄本島から先島諸島の範囲で森林が残されていたのは約 94,200ha であった。そのうち、

国頭地方（沖縄本島北部）が 47％、八重山地方が 44％となっており、現在の森林の配置状

況とほぼ同じ状態を示している（仲間，1984）。 

森林の荒廃に直面した琉球王府は、三司官の蔡温（1682～1761）により、杣山（そまやま）

制度の導入、林政規定の制定により森林管理を行い、やんばるの森林保護育成と回復に努め

た。 

 

明治期は、人口の増加、殖産興業、食糧の増産、耕地の拡大等により、森林資源は減少する

一方で木材需要は増大したが、その供給をやんばるの森に頼っていた。廃藩置県後の沖縄県

では、明治政府により、琉球王国時代の士族救済を目的とした杣山開墾が行われ、やんばる

では奥山の劣化が進んだ。また、明治後期には、杣山は全て官有林（国有林）とする土地所

有区分の整理と、その後の官有林の不要存地処分が行われ、立木が地元に無償で譲与され、

やんばるではかなりの伐採が行われ、森林が再び疲弊した。このため、県営林、国有林では、

この無償譲与の後に造林事業を開始した（沖縄県農林水産部森林緑地課, 2013）。 

 

ⅱ）昭和前期 ～ 本土復帰前 

昭和前期の木材需要は、民生資材のほかに第二次世界大戦時の軍需物資としての木炭生産な

ども加わり、総じて増加した。これらに応えるため、やんばるの森はその供給源として伐り

出された。 

地上戦が展開された沖縄島では、戦後の生活の復旧、産業の復興に多くの木材が必要となっ

た。戦後復興の逼迫した木材需要に対しては、適切な資源管理に基づく伐採よりも、より多

くの木材・薪炭の産出が優先された。また当時、食糧の確保・増産のための林地の開墾・開

                                                   
80 （編注）琉球王国だった沖縄側と、薩摩藩の下にあった奄美では経緯が異なるが、やんばると同程度に

簡潔に整理された文献・資料が見つかっていない。 
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発もかなり行われた。戦後復興のための森林伐採は、地域住民にとって現金収入を得る機会

となり、「山稼ぎ」と称して多くの住民が従事した。やんばるの森は再び荒廃し、それは戦

前とは比較にならない程だといわれる。戦後に設置された琉球政府は、荒廃した森林資源の

復旧にいち早く取り組み、育苗事業に着手、造林事業を実施した（沖縄県農林水産部森林緑

地課, 2013）。 

1950 年代半ばから 1960 年代半ば、外国産木材の台頭、日本本土からの杉材の移入、さら

に、燃料革命（化石燃料や電気の普及）、非木質系資材の使用等により、沖縄県産木材の地

位は低下した。しかし、やんばるでは建築用サポ－ト材や土木資材、木炭等が生産され、森

林の伐採は途絶えなかった。この頃には伐木・運材が機械化し、収穫可能な樹木は全て伐り

尽くされた。また、伐採が奥地化、大面積化、広範囲化し、やんばるの森林は極端な質的低

下を招いた。その後、地域住民の多くが山稼ぎからパインアップルやサトウキビなどの農業

へ転換し、耕地の拡大に伴う開墾・開発により至る所で山の尾根筋が削られ、やんばるの森

林は虫食い状態を呈したが、伐採跡地へのリュウキュウマツの造林も盛んに行われた（沖縄

県農林水産部森林緑地課, 2013）。 

 

ⅲ）本土復帰以降 

1972 年に沖縄県は日本に復帰し、国の振興計画の基で、県下の産業振興、社会資本の整備

等が進められた。やんばるでは、ダム建設、農地整備、道路網の整備等が行われた。これら

の事業で大規模な森林の開発が行われ、森林面積は減少した。一方で、伐採に伴う用材生産

が飛躍的に増加し、新規にパルプ用チップの生産が加わった。同時に、林業の振興も図られ、

やんばるにおいて森林組合が設立され、生産加工施設整備、林道整備、広葉樹造林も盛んと

なった。この間、林業経営は村有林や県営林を中心に、森林組合を主体として伐採、製材加

工や育苗、造林が行なわれた。近年のやんばるの森林は樹木も成長し、また、収穫跡地には

造林を行う循環型林業が進められ、森林資源は以前と比較するとかなり回復してきた。現在

のやんばるでは、林業による伐採面積は昭和 34～43 年（1959～1968 年）の 10 年間の合

計 5,856ha に対し、平成 11～20 年（1999～2008 年）の 10 年間の合計が、約 70 分の 1 の

87ha まで減少している。また、森林資源（蓄積量）は、本土復帰時（1972 年）の 40m3/ha

と比較して平成 20 年（2008 年）時点で 125m3/ha と、約 3 倍になっている。（沖縄県農林

水産部森林緑地課, 2013）。81 

 

 

 

 

 

 

                                                   
81（編注）回復状況を具体的に表すため、伐採面積と蓄積量の変化のデータを記載した。 
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図● 沖縄島北部における森林の再生過程と構造特性

（大澤ほか，2003 を一部改変） 

A B C D 

○コラム－スダジイが優占する森林の高い回復力 

 

推薦地 4 地域は、種の多様性が高く、また固有種や絶滅危惧種の生息地として重要であ

る。一方で、奄美大島と沖縄島北部では古くから森林資源を材木や薪炭材等に利用し、現

在も推薦地区域の周辺では林業が営まれている。両地域でこれまで、固有種や絶滅危惧種

の生息と、林業利用が両立してきた背景には、萌芽力の旺盛なスダジイを優占種とする森

林の再生力の高さが挙げられる。例えば、沖縄のシイ林の萌芽能力を調べた平田（1979）

によれば、スダジイ 1 本あたりの平

均萌芽本数は 12 本（最多は 62 本）

を示し、そのため、植生遷移の途中

段階に陽樹を中心とした二次林を

形成することなく、伐採直後からス

ダジイを主体とした萌芽再生林と

して回復できると述べている。 

 寺師（1983）や清水ほか（1988）

は奄美大島で、大澤ほか（2003）

は沖縄島北部で、推薦地周辺の伐採

時期の異なる伐採跡地を対象に調

査を行い、森林の回復過程について

報告している。 

このうち、大澤ほか（2003）の

結果を例にとると、伐採直後は、ア

カメガシワ、ヤンバルアワブキ、ハ

ゼノキ等のパイオニア的な落葉広

葉樹が優占する。後に林冠構成種と

なるスダジイは 10 年目から出現

し、伐採後 20 年前後までは、年と

ともに樹高・樹幹（胸高直径）が

成長していく（図中の A、B）。 

伐採後 20～30 年前後になると、

林冠構成種の累積種数は 80～85 種で上限に達する。パイオニア種は出現しなくなり、スダ

ジイやイジュ、エゴノキ、イスノキ等に優占種が変わる。樹高はほぼ上限の 15m に達する

が、樹幹の胸高直径（この頃で約 25cm）はさらに増加を続ける。いわば、樹高の成長から

樹幹の成長への転換期となる（図中の C）。 

伐採後 35 年頃からは林冠木、下層木、低層木の階層構造が明瞭になる。スダジイなどの

林冠木は樹幹を太らせながら（この頃の最大胸高直径で 30cm 前後になる）、横枝を張って
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いく。小径木の間引き等、群落内の調整が働き始め、立木枯死木等も急激に目立つように

なる（図中の C から D）。固有種や希少種の生息条件を鑑みると、この頃から例えば、営巣

に胸高直径 20cm 以上で心材が腐朽している大径木を必用とするするノグチゲラなどの生

息地として適するようになっていくと考えられた。 

伐採後 50 年以上になると、最大胸高直径が 65cm 前後の大径木になり、樹洞が生じたり、

太い横枝からさらに分枝するなど樹木個体の構造も多様化していく。立木枯死木も胸高直

径が 60cm 前後など大径のものが出てくるなどして、森林の構造がさらに多様化する。（図

中の D）。固有種や希少種の生息条件を鑑みると、これ以降から、例えば、幼虫の餌となる

腐植物が十分に堆積した樹洞を必用とするヤンバルテナガコガネなどの生息地として適す

るようになっていくと考えられた。 

寺師（1983）や清水ほか（1988）の奄美大島での調査でも、伐採後の森林の回復過程は

上記の沖縄島北部と同様な傾向を示している。清水ほか（1988）は、胸高断面積でみると、

29 年生の二次林で既に天然林の 80％まで回復し、総植物体量の回復は比較的速やかに行わ

れること等から、奄美大島のシイ林では伐採を行っても比較的短期間のうちに確実にシイ

林への回復がなされるが、大径木の回復にはやや時間を要し、択抜後約 80 年、皆伐後約 110

年でほぼ元の天然林に近い状態にまで回復すると推定している。 

同様な回復過程は国内の他地域のシイ林でも知られており（土佐清水：佐竹，1970； 長

崎：Itow，1983； 水俣：Omura et al.，1978； 大隅半島：手塚・楠本，1960； 屋久島：

甲山，1987； 沖縄：平田ほか，1979）、日本各地の天然林の皆伐後の再生過程をまとめた

四手井（1977）は、このような過程は温暖多雨な暖温帯南部から亜熱帯地域の常緑広葉樹

林を伐採後放置した場合に見られる一般的な現象としている。 

 なお、速やかな萌芽再生と下草の生長は、土砂の流亡を防ぎ、森林の速やかな再生に寄

与している。 
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○コラム－杣山制度 

 

琉球王府は、三司官の蔡温（1682～1761）により、杣山（そまやま）制度の導入、林政

規定の制定により森林管理を行い、沖縄島北部の森林保護育成と回復に努めた。 

杣山制度とは、土地は琉球王府の所有で、その管理を地元住民が行うと同時に、一定の利

用ができるものである（沖縄県農林水産部森林緑地課, 2013）。森林管理では、境界が不明

確でオープンアクセスな山林利用が樹木を粗略に扱う原因として、当時の行政区画単位であ

る間切・村ごとに山林を分割管理することを指示している（三輪, 2011）。さらに、首里城

建築や造船など公用で琉球王府に調達される木材の安定供給を確実にするため、運用・制限

規則と違反に対する罰則、階層的な監視体制などの諸制度を整備した（仲間, 1984）。例え

ば制限規則では、有用木の本数改めを実施して保護を図り、違反者には禁制条項と科銭額を

列記した木札である「日科銭札」を交付し、所定の科銭を毎日徴収した。また、山林の保育、

手入れを徹底させるため、各間切担当の営林事業の実績を品評し、勝った村には賞金・商品

を授け、負けた村には罰を与える「山勝負」が考案された（仲間, 1984）。監視体制として

は、山奉行をはじめ、管轄する地域や職務権限の異なる 6～7 種類の「山役人」の役職が作

られ、その指導のもとに村の農民が実作業に従事する体制が構築された（三輪, 2011）。ま

た、蔡温は制度改革のみならず、森林管理の技術面でもさまざまな技術指導も行った。 

琉球王国時代に成立した「山役人」、「日科銭」、「山勝負」は 1972 年の本土復帰近くまで

沖縄本島北部では自立的に維持されてきたことが確認されている。地域社会がこれらの制

度・慣習を巧みに利用・改変して自らの資源管理に役立てきたといえよう（三輪, 2011）。 

 

引用文献 

鹿児島県大島支庁．2014．平成 25 年度 奄美群島の概況． 

国立大学法人鹿児島大学．2013．平成 24 年度屋久島・小笠原諸島等の島嶼型世界自然遺産

をモデルにしたネットワーク構築等業務報告書． 

沖縄県農林水産部森林緑地課．2013.やんばる型森林業の推進-環境に配慮した森林利用の構

築を目指して-施策方針． 

沖縄県農林水産部森林緑地課．2014．平成 25 年版 沖縄の森林・林業（概要版） 

三輪大介. 2011. 近世琉球王国の環境劣化と社会的対応－蔡温の資源管理政策. 安渓遊地・

当山昌直（編著）. 奄美沖縄環境史資料集成. 南方新社. pp303-333. 

仲間勇栄. 1984. 沖縄の杣山制度・利用に関する史的研究. 琉球大学農学部学術報告. 

31:129-180. 

義富弘. 2005. 薩摩藩の山林・土地政策と奄美島民の暮らし. 「奄美学」刊行委員会（編）. 

林野庁九州森林管理局．2007．平成 18 年度奄美群島森林環境基礎調査報告書． 



 

149 

 

図 沖縄島北部（やんばる）の集落と土地利用の模式図 

出典：名護市史編纂委員会（1988）名護市史・本編 11 

わがまち・わがむら．より 

○コラム－地域住民の伝統的な自然・風景認識82 

 

「奄美・琉球」の森林は、完全に原生状態の亜熱帯多雨林は少なく、大半は古くから

人の手が入っているものの、世界自然遺産の推薦価値を構成する、固有性が高く、かつ、

希少な動植物種の生息・生育場所となっている。この背景には、地域住民が長い年月を

かけて、固有な動植物を含む自然資源を利用して生活を営んできた中で培われた自然や

風景に対する認識とそれに基づく自然とのつきあい方、そこから生まれ引き継がれた生

活文化がある。 

 

「奄美・琉球」の人々の伝統的な暮らしは、周辺の自然と密接に関わっていた。一般

的に、集落を中心として前面の海で魚介類を採取し、川で物を洗い、タナガ（テナガエ

ビの方言）などを採り、背後の山野で田畑を開墾するとともに、薪や材木を伐りだして

生活の糧とするというように、集落

が周囲の海や山と一体となった生

活を営んできた。 

海の彼方には神々のいる理想郷

（地域によってネリヤ・カナヤ、ニ

ライ・カナイ、リュウグウなどと呼

ばれる）があり、豊穣や災害をもた

らすと信じられてきた。琉球王国時

代には、神々を迎え、送り出す祭事

や農耕儀礼、年中行事を司るノロ

（信仰における女司祭）制度ができ

た。その時代に生まれたと思われる

行事や芸能は、現在では住民の高齢

化や若者の減少による過疎化の波

にさらされつつも、簡素化しながら

集落の伝統として存続しており、自

然環境に根ざした文化が色濃く残

っている。 

また、信仰は集落の構造にも影

響を与えた。例えば、沖縄島北部（や

                                                   
 
82 （編注）鹿児島大学（2013）平成 24 年度屋久島・小笠原諸島等の島しょ型世界自然遺産をモデルにし

たネットワーク構築等業務報告書、の『資料 1：世界遺産一覧表記載推薦書「奄美・琉球」（案）』の記述

をもとに、鹿児島県（2003）奄美群島自然共生プランや、環境省平成 10 年度やんばる地域自然環境保全

活用基本計画検討調査報告書を参照した。 
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んばる）の集落構造をみると、ノロによって迎えられた神々は、山に降り、山から尾根

伝いに集落に下りてくるとされたことから、カミヤマ（神の降り立つ山）、カミ道（山か

ら降りてきた神が通る道）、ミャー（集落の中心にある祭祀等を行う広場）などの信仰空

間とともに、前面の海や背後の山と一体的な集落空間（景観）が形成されてきた。集落

は、一つの水系を軸として海に面しており、尾根筋が隣の集落との境界となってきた。

集落内には、家屋を台風や潮害から守るために維持されてきた、サンゴ石灰岩の石垣や

フクギの防風林など、沖縄島北部（やんばる）には沖縄島中南部の都市部ではほとんど

見られなくなった伝統的な集落景観が比較的よく残っている。 

土地利用は、集落を中心に同心円状に耕地、薪炭利用区域、建築材利用地域、あまり

手を入れない源流の奥地と合理的に使い分け、源流域を守ってきた空間概念が見られる。

山仕事に従事していた人々は、山の神に感謝するため「山の神の日」を設け、その日は

山に入らないといった風習が存在するなど、神の領域への侵入をコントロールするため

のタブーや戒めが存在し、それが精霊（地域によって、ケンムン、キジムナー又は及び

ブナガヤ－などと呼ばれる）や山の神との遭遇体験、聖なる空間の存在など、様々なか

たちで島民の間に引き継がれ、守られてきた。 

このように、「奄美・琉球」においては、山、森、海のすべてが生活圏であり、その環

境に暮らしが支えられているとの認識が見られる。 

 

引用文献 

鹿児島大学．2013．平成 24 年度 屋久島・小笠原諸島等の島しょ型世界自然遺産をモデ

ルにしたネットワーク構築等業務報告書． 

鹿児島県．2003．奄美群島自然共生プラン． 

名護市史編纂委員会．1988．名護市史・本編 11 わがまち・わがむら． 

財団法人自然環境研究センター．1999．環境庁委託業務 平成 10 年度やんばる地域自然

環境保全活用基本計画検討調査報告書． 
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2. b. 2. 3. 水産業 

 

2. b. 2. 4. 観光83 

 

3. 価値の証明 

 

3. 1. a. 遺産の概要 

※最終的には、価値証明などの記述が固まってから再度見直し。 

(ⅰ)事実情報の要約 

「奄美・琉球」は、ユーラシア大陸の東端に弧状に張り出した日本列島の南端部分に位置す

る島々のうち、奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び西表島からなる。最南端の西表島の北緯

24°20′から最北端の奄美大島の北緯 28°18′と低緯度地帯に位置し、年平均で陸地より

2～3 度高い黒潮海流と北太平洋西部の亜熱帯性高気圧の影響を受け、温暖・多湿な亜熱帯

性気候を呈する。 

 「奄美・琉球」はユーラシアプレートとフィリピン海プレートの接点に位置し、太平洋側

から大陸側に向かって、琉球海溝（水深 5,000～7,000m）、琉球外弧斜面、琉球外弧隆起帯

（非火山性）、琉球内弧隆起帯（火山性）及び琉球内弧斜面（水深 1,000～2,000m）、水深

200ｍ以浅の東シナ海大陸棚がこの順に、それぞれやや弓なりの形状を描きつつ配置されて

いる（図●：2.a.1 現在の琉球弧周辺の地形図）。 

 現在の「奄美・琉球」の姿は、新生代の新第三紀中新世中期（約 1,500 万年前）以降か

らの琉球海溝におけるフィリピン海プレートのユーラシアプレート下方への沈み込みによ

る琉球内弧斜面の形成・拡大と、激しい地殻変動による隆起や沈降、第四紀更新世の初期（約

200 万年前～約 170 万年前）以降の気候変動に伴う海水準の変動、同じく更新世初期以降

のサンゴ礁の発達に伴う琉球石灰岩の堆積、などを経て形成されたと考えられている（図

●：2.a.1 地史図）。 

 

(ⅱ)特質の要約 

推薦地「奄美・琉球」を含む奄美群島及び琉球諸島は、この地殻変動によってユーラシア

大陸から分離されるとともに、海水準の変動も加わった効果から近隣島嶼との間で分離・結

合を繰り返してきた。こうした水陸分布の変動は、奄美群島及び琉球諸島の陸生生物諸系統

に対して、種分化や遺存固有化の機会をもたらしたと考えられる。このうち、固有種や絶滅

危惧種が数多く生息・生育し、それらの生息・生育環境として亜熱帯多雨林や渓流環境が発

達する、最も代表的な 4 島が推薦地である。 

奄美・琉球は、この地殻変動によってユーラシア大陸から分離されるとともに、海水準の

                                                   
83（編注）具体的な観光統計や、エコツアーの取り組み状況の詳細などは、4. b.(iv)世界遺産地域への責任

ある訪問、で記述することになる。 
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変動も加わった効果から近隣島嶼との間で分離・結合を繰り返してきた。こうした水陸分布

の変動は、この地域の陸生生物諸系統に対して、種分化や遺存固有化の機会をもたらしたと

考えられ、実際、この地域は現在では、多くの固有種・希少種を含む多様な動植物の生息・

生育地となっている。 
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3. 1. b. 該当するクライテリア 

※分かりやすくなるよう図を挿入することを検討中。 

 

クライテリア(ⅸ) 

かつて、「奄美・琉球」がユーラシア大陸の東端を構成していた新第三紀中新生中期（約

1500 万年前）以前には、大陸の一部として共通の陸生生物が生息・生育していたが、海洋

に隔てられた小島嶼群として成立する過程において、当時この地域に生息・生育していた陸

生生物が島嶼内に隔離され、その分布が細分化されたために独自の進化が進んだ。 

 特に奄美大島、徳之島及び沖縄島北部に生息する分散能力の低い非飛翔性陸生脊椎動物の

多くは遅くとも、第四紀更新世の初期（約 200 万年前～170 万年前）までに大陸からの隔

離が成立しており、隔離の歴史が長い。これら動物群は、かつて近隣地域にも分布していた

系統群が絶滅してゆく中、新たな捕食者や競争相手が容易に越えることのできない海峡で隔

てられた島嶼にだけその要素が残っている状態、すなわち遺存固有の状態にある。遺存固有

種は一般に他地域に生息・生育する姉妹群との遺伝的差異が大きく、地理的分布が不連続と

なっている場合が多いのが特徴である。「奄美・琉球」のうち奄美大島、徳之島及び沖縄島

北部における代表的な遺存固有種として、動物ではアマミノクロウサギ、ケナガネズミ、ト

ゲネズミ属（3 種）、ルリカケス、リュウキュウヤマガメ、クロイワトカゲモドキ、イボイ

モリ、ナミエガエルなど、植物ではアマミテンナンショウ、アマミスミレ、アマミデンダ、

クニガミトンボソウなど84が挙げられる。このうちアマミノクロウサギは、ウサギ科のグル

ープから中新世中期（約 1,000 万年前）に分岐したと推定され、現存する近縁種はなく、

原始的な形態を残しつつ特異な生活型を進化させていった奄美大島と徳之島の固有属であ

る（2.a.4：図○○、○○参照）。 

 近縁の島嶼個体群間での種分化は現在も進行中である。島嶼の形成過程で海峡によって地

理的に異なる集団に隔離されたことで遺伝的分化が生じた結果、島嶼ごとに固有種や固有亜

種に分化している事例も豊富に見られる。例えば、奄美群島から台湾までの地域で 5 つも

の種に分化しているハナサキガエル類（2.a.4.4.2：図○○参照）や、徳之島と沖縄諸島の間

の限られた島嶼のみに分布し、5 亜種に分化しているクロイワトカゲモドキなどがその典型

である（2.a.4.3：図○○参照）。奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び西表島にはこれらハナ

サキガエル類の 4 種とクロイワトカゲモドキの亜種が生息する。 

 推薦地において特筆すべきは、島嶼への生物の隔離の歴史が非常に長いことを反映して、

遺存固有種がさらに島嶼間で固有種・固有亜種へと分化している典型的な事例が見られるこ

とである。例えば、トゲネズミ属は世界の中で推薦地に固有な属として遺存的な系統であり、

さらに、奄美大島のアマミトゲネズミ、徳之島のトクノシマトゲネズミ、沖縄島のオキナワ

トゲネズミの 3 種へ種分化を果たしている。また、クロイワトカゲモドキ種群は中琉球に

遺存的な種群であり、オビトカゲモドキ（徳之島）と、クロイワトカゲモドキ（沖縄島及び

                                                   
84（編注）コケタンポポは、オーストラリアからの鳥による分散（隔離分布）なので削除している。 
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周辺離島）の 2 種に分化し、かつ、沖縄島と周辺離島の間で 4 亜種に分化している。 

特にさらに、奄美群島及び琉球諸島の陸生爬虫類及び両生類の固有種率の高さは特筆に値

し、陸生爬虫類では在来種 59 種のうち 47 種が固有種であり、固有種率は約 80％と非常に

高い割合を示している。一方両生類でも在来種 24 種のうち少なくとも 19 種が固有種とな

っており、固有種率は約 79％となっている。この中でも奄美大島、徳之島、沖縄島北部及

び西表島には、これらのうち 33 種の陸生爬虫類及び 18 種の両生類の固有種が生息するな

ど、固有種が特に多く見られる。植物相については、主要な島嶼群それぞれに 1,000 種以上

の顕花植物が生育しており、そのうち合計 121 種が「奄美・琉球」に固有である。 

こうした固有種のうち、少なくとも非飛翔性の陸生脊椎動物では、奄美群島及び琉球諸島

に生息する種の約 8 割は、最近縁群がユーラシア大陸の南東部や台湾に進化系統上の起源を

有する“亜熱帯系”の生物であることが特徴である。このうち特に、外温性動物（爬虫類・

両生類）では、冬季に温度環境が低下しても冬眠せずに活動を続けられるという、熱帯域や

温帯域の生物と異なる生理学的、行動学的特性を備えていることが特徴である。85
 

このように奄美群島及び琉球諸島は、大陸からの隔離、さらに島々が分離・結合を繰り返

し現在の姿となる過程で、多くの進化系統に種分化が起こり、数多くの固有種を生じさせた。

特に、奄美大島、徳之島及び沖縄島北部については、これらが属する奄美群島及び沖縄諸島

が遅くとも第四紀更新世の初期（約 200 万年前～170 万年前）には大陸及び近隣の島嶼群か

ら隔離され、その歴史が長いことから、近縁種が近隣地域に見られない遺存固有種が現在ま

で生き残ってきているが、これは地史を反映した独特な種分化・系統的多様化の過程を明白

に表す顕著な見本と言える。 

奄美大島、徳之島及び沖縄島北部では食肉性哺乳類や定住性大型猛禽類等の高次捕食者が

もともといないか、長期間欠落してきた。そのため遺存固有種を多く含む生物群集は、大型

のヘビ類を頂点とする特異な食物網を構成している。 

一方、西表島にはイリオモテヤマネコが生息し、“ネコ科動物が生息する世界で最小の島”

として海外の哺乳類研究者にも有名である。餌となる在来小型哺乳類を欠く環境に適応し、

生活環境や餌資源の幅を著しく広げたイリオモテヤマネコを頂点に、小規模な島嶼における

特異な生態系を構成している。 

「奄美・琉球」の沿岸域を流れる黒潮暖流は湿った空気を陸域にもたらし、多量の雨を降

らすことでスダジイが優占する湿潤な亜熱帯樹林を成立させてきた。実際に「奄美・琉球」

の年間降水量は同緯度の他地域と比べ多く、2,000mm を超える。さらに、頻繁に来襲する

台風とモンスーンによる森林の攪乱によって、樹木の多様性が高い森林が形成されている。

この湿潤な亜熱帯樹林が数多くの固有種などや、現在では絶滅が危惧される状態となってし

まった種を育んできた。また、当該地域の沿岸域は、マングローブ林、干潟、藻場及びサン

                                                   
85 イリオモテヤマネコ、ノグチゲラ、ヤエヤマセマルハコガメ、リュウキュウヤマガメ、アオカナヘビ、

オキナワトカゲ、キノボリトカゲ、ハブ、サキシママダラ、リュウキュウアオヘビ、ヒメアマガエル、ハ

ナサキガエル等（太田英利. 2009. 亜熱帯沖縄の冬の寒さと動物たち. In 琉球大学（編）融解する境界－や

わらかい南の学と思想２.   
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ゴ礁が発達しており、陸域と一体となった島嶼生態系を形成している。亜熱帯樹林からは有

機物や栄養塩類が河川水系を通じて河口及び沿岸域に達し、マングローブ、干潟、藻場、サ

ンゴ礁を発達させており、一体となった島嶼生態系を形成している。 

 

クライテリア(ⅹ) 

「奄美・琉球」は IUCN レッドリストにも掲載されている多くの国際的希少種の重要な

生息・生育地となっている他、大陸島としての成立過程を反映して、生理的理由から洋上分

散が著しく限定される両生類など陸水環境依存の非飛翔性系統を含む遺存固有種と新固有

種の多様な事例が見られ、世界的に見ても生物多様性保全上重要な地域となっている。 

「奄美・琉球」は、イリオモテヤマネコ（IUCN Red List 20152：CR、以下「IUCN Red 

List 20152：」を略）、アマミノクロウサギ（EN）、オキナワトゲネズミ（CR）、アマミト

ゲネズミ（EN）、トクノシマトゲネズミ（EN）、ケナガネズミ（EN）、ヤンバルクイナ（EN）、

ノグチゲラ（CR）、ルリカケス（VU）、リュウキュウヤマガメ（EN）、ヤエヤマセマルハ

コガメ（EN）、クロイワトカゲモドキ（EN）、イボイモリ（EN）、オキナワイシカワガエ

ル（EN）、及びアマミイシカワガエル（現時点では両種をイシカワガエル（EN）として掲

載）、コガタハナサキガエル（EN）、ヤンバルテナガコガネ（EN）など、IUCN レッドリ

ストに VU 以上のランクで掲載されているものだけで 40 種以上86を含む陸生動植物にとっ

てかけがえのない生息・生育地となっており、そのほとんどが「奄美・琉球」のみに生息・

生育する固有種である。このうち、ヤンバルクイナは島嶼に分布する飛翔力のない（それゆ

え外来種による捕食の影響を受けやすい）クイナ類の中で、世界で最北に分布する種である。

イリオモテヤマネコは西表島だけに生息する、世界的に最も分布域の狭いネコ科動物である。

アマミノクロウサギは奄美大島と徳之島にのみ分布し、1 属 1 種で近縁種は存在しない。ト

ゲネズミ属は奄美群島と琉球諸島の固有属であり、アマミトゲネズミ、トクノシマトゲネズ

ミ、オキナワトゲネズミの 3 種が属する。それぞれ奄美大島、徳之島、沖縄島の固有種で

ある。 

さらに、「奄美・琉球」の植物は、亜熱帯の気候条件、大陸からの隔離の歴史、黒潮や渡

り鳥による多様な分散史、アジアと太平洋の移行地帯という地理的配置を反映して、東アジ

ア、東南アジア及び大洋州の植物相が混合した特徴的な植物相を示している。「奄美・琉球」

の植物の多様性は極めて高く、主要な島嶼群それぞれに 1,000 種以上の顕花植物が生育して

いる。「奄美・琉球」は、その面積が日本の国土の 1%に満たないにもかかわらず、日本に

生育する絶滅のおそれのある維管束植物の約 17%が分布しており、絶滅のおそれのある植

物の保全のための最重要地域として認識されている。87
 

                                                   
86 これは IUCN－RL 掲載の陸生動植物種数で、H25 科学委員会で IUCN－RL 掲載種数を算出した時の固

有種・希少種リストによると、哺乳類 10、鳥類（留鳥）4、爬虫類 11、両生類 10、昆虫類 9、淡水甲殻

類 2 で 46 種。今後、現在作成中の種リストや現在実施中の IUCN レッドリスト未掲載種の掲載作業の進

捗によって精査。 
87 環境間の類似性が低く、種や系統が入れ替わっており、全体として多様性が高いことを追記（久保田委

員コメント）※推薦地の説明の「植物・植生」で具体的に要記述か。 
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 このため、「奄美・琉球」は次のように国際的に生物多様性保全上重要な地域として選定

されている。 

Conservation International は Biodiversity Hotspot として、日本列島を選定し、特に、

絶滅のおそれのある固有種の生息・生育地として「奄美・琉球」を挙げている。 

 Birdlife International は、ヤンバルクイナやアマミヤマシギといった固有種の生息にも

とづき、「奄美・琉球」を含む南西諸島と男女群島を“Nansei Shoto”として「固有鳥類生

息地」（Endemic Bird Areas of the World）に選定している。また、絶滅のおそれのある種、

生息地が限定されている種の生息地、渡り鳥の中継地や越冬地である「鳥類重要生息地」

（Important Bird Areas）に、「奄美・琉球」から Amami islands 、Yambaru－northern 

Okinawa forest、Yaeyama islands の 3 ヶ所を選定している。 

 この他、WWF は、「奄美・琉球」を含む南西諸島の森林生態系を“Nansei Shoto 

Archipelago Forests”として、沿岸生態系を“Nansei Shoto”として「地球上の生命を救

うためのエコリージョン・グローバル 200」に選定している。 

このように、「奄美・琉球」は世界的に重要な絶滅のおそれのある種の生息・生育地など生

物多様性の生息域内保全にとって最も重要な自然の生息地を包含した地域となっている。 
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3. 1. c. 完全性に関する記述 

 

3. 1. c. 1. 主要な要素の包含 

1）クライテリア（ⅸ）について 

推薦地は、近隣の大陸地域に近縁種が見られない遺存固有種や、島嶼形成後の種分化を示

す多くの固有種・固有亜種等が生息・生育し、東アジアの大陸島の形成史を反映した生物進

化の過程をよく保存している。 

また、推薦地は、顕著な普遍的価値を構成する多様かつ固有な動植物種と生態系の構成要

素全ての生息・生育環境となる、温暖湿潤な気候の影響を受けた亜熱帯多雨林の核心地帯で

あり、その生態系の大部分の地域を含むとともに、河川水系を通じて沿岸域の藻場、干潟、

サンゴ礁に至る生態系の連続性を有している。それゆえ、この地域の顕著な普遍的価値を構

成する多様かつ固有な動植物種と生態系の構成要素の全てを含むとともに、その長期的な保

全を図る上で十分な大きさを有している。 

 

2）クライテリア（ⅹ）について 

推薦地は、イリオモテヤマネコ（CR）、ノグチゲラ（CR）、アマミノクロウサギ（EN）、

ヤンバルクイナ（EN）など IUCN のレッドリスト（2012）に掲載されている 450 種以上

の国際的に重要な絶滅危惧種の生息・生育地を含み、日本の絶滅危惧植物が集中する最も重

要な地域を包含している。 

また、推薦地は、生物多様性保全上で重要な多くの固有種の生息・生育地を含んでおり、

特に、固有種率が高い亜熱帯性多雨林の重要な地域の大部分を包含している。 

 

3. 1. c. 2. 適切な範囲と面積 

「奄美・琉球」の推薦地である奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び西表島は、過去に人為

の影響を受けたものの、固有種や絶滅危惧種の生息場所となる亜熱帯多雨林がまとまった規

模でよく保たれている。各島で人が定住し生業が営まれている一部地域は人為的改変が大き

い地域であるため、推薦地から除外している。その結果、推薦地は「奄美・琉球」に特有の、

人為影響の少ない、大陸島としての生態系が保存された範囲となっている。 

 

3. 1. c. 3. 開発その他の悪影響を受けていない 

「5.b. 法的地位」で述べるように、推薦地は、我が国の自然保護区の中でも最も厳格な

保護担保措置が講じられており、長期的に適切な保護が保障されている。 
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3. 1. c. 4. 連続性のある資産88としての推薦の妥当性 

本推薦は、以下のような理由から連続性のある資産の推薦として妥当であると考えられる。 

 推薦地の各構成要素は「奄美・琉球」の大陸島の島孤形成の一連の過程と、それに

伴う生物の島嶼への隔離と固有化による、生物地理学的・進化学的過程を代表して

いる。 

 中琉球（奄美大島、徳之島、沖縄島北部）と南琉球（西表島）のように、大陸から

の隔離年代の異なる島嶼を含み、各構成要素に異なる固有種がみられるなど、異な

る生態系が形成されており、いずれの構成要素が欠けても本地域の生態学的過程の

全体像が説明できない相補的な関係にある。 

 推薦地は、北東－南西方向に約 900km にわたって 4 つの構成要素が弧状に配置され

ているが、周辺を流れる黒潮とモンスーンの影響を受けた気候や、大陸島の島孤形

成に関して強い関連性がある。推薦地周辺の小島嶼も含み、島嶼間で進行中の種分

化が見られる。 

 管理組織は複数だが、他の日本の自然遺産地域と同様に、地域連絡会議を設置して

各管理組織が連携し、科学委員会の助言を受けつつ、1 つの管理計画の下で全体とし

て管理を行っている。 

 

 

                                                   
88 （編注）「奄美・琉球」のように、地理的に連続しない複数の要素で構成される資産を「世界遺産条約履

行のための作業指針」では、「連続性のある資産（serial property）」とよび、次のように定義している。

「連続性のある資産とは、「a. 同一の歴史－文化群」、「b. 地理区分を特徴づける同種の資産」、「c. 同じ

地質学的、地形学的形成物、又は同じ生物地理区分若しくは同種の生態系」、に属する関連した構成要素

が、個々の部分ではそうでなくとも、全体として顕著な普遍的価値を有するものである。（作業指針 137

段落）」 
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3. 1. e.保護・管理の要件89 

※推薦地の顕著な普遍的価値（OUV）が将来にわたって維持されることを保証するために、

保護と管理の要件の充足状況を述べる。（保護担保措置等の決定や、地域連絡会議等の体

制の決定を踏まえて記述） 

 

○自然公園法、自然環境保全法、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律、

森林法、文化財保護法による地域指定、種指定の概要を記述。 

 

○科学委員会、地域連絡会議等の管理体制の概要を記述。 

                                                   
89 3.1.d. 真性性に関する記述は、文化遺産が対象のため省略。 
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3. 2. 比較解析 

 

3. 2. 1. 生態学的・生物学的過程と生物多様性に関する比較 

3. 2. 1. 1. 国内比較 

国内において、「奄美・琉球」と同様に、固有の生物相や生態系を有する島嶼地域として

は、「小笠原諸島」がクライテリア（ix）で既に登録されている。小笠原諸島は、海洋島に

おける生物進化の過程、特に陸産貝類及び植物における適応放散による種分化の、重要な進

行中の生態学的過程を顕著な普遍的価値としている。このため小笠原諸島は、「奄美・琉球」

の顕著な普遍的価値である、大陸島の形成過程における生物の隔離と生物の固有種化（遺存

固有、新固有）とは生態学的過程が全く異なる資産である。 

 

「奄美・琉球」を含む南西諸島で見ると、「屋久島」が既に世界自然遺産に登録されてい

るが、屋久島は水深 1,000m 以上のトカラ海峡トカラ構造海峡によって第四紀更新世の初期

（約 200 万年前～170 万年前）には、既に「奄美・琉球」と分断されていたと考えられて

いる（Hikida and Ota, 1997; Ota,1998）。一方で、九州と屋久島の間の海峡は水深 100m

程度であり、約 2 万年前の最終氷期に生じた 120～140m の海面低下によって、屋久島は九

州本土と陸続きとなり、シカ、サル等の陸生の生物が自由に移動していたと考えられている

（Government of Japan,1992）。そのため、屋久島の生物相は九州をはじめとした日本本

土との関係が強く、九州の生物相の部分集合（サブセット）となっている。屋久島は自然遺

産のクライテリア（vii）及び（ix）で登録されており、その顕著で普遍的な価値は、亜熱

帯の海岸から亜寒帯の山頂部までの植生や生物群集に垂直方向の明瞭な分布パターンが見

られることと、樹齢数千年のヤクスギ大径木の優占する自然景観である。 

 一方、「奄美・琉球」の顕著で普遍的な価値は、大陸島における陸生生物の侵入と隔離に

よる種分化の過程を明白に表す顕著な見本であることや、固有種・希少種が多く生物多様性

の保全上国際的に重要な地域であることであり、屋久島のそれとは全く異なる。 

なお、Udvardy（1975）の生物地理区分によると、奄美大島と徳之島を含む奄美群島及

び、やんばる地域（沖縄島北部）を含む沖縄諸島は「2.41.13.：旧北界、琉球諸島、島嶼混

合系」として区分されている。一方、屋久島は「2.2.2.：旧北界、常緑広葉樹（日本）、亜

熱帯及び温帯雨林」に区分されており、同じ旧北界と区分されているが奄美群島及び沖縄諸

島とは地区（Province）及び群系（Biome）で異なる。但し、奄美群島及び沖縄諸島の生物

地理区分については、上述の通り、多くの遺存固有種の存在から第四紀更新世の初期（約

200 万年前～170 万年前）90には遅くとも他の南西諸島の島群から隔離されており、トカラ

海峡トカラ構造海峡を境に旧北区とは明らかに陸生生物相が異なっている。また、両生爬虫

類相の分布パターンの研究から奄美群島及び沖縄諸島の分布パターンは、屋久島を含む九州

よりも、先島諸島宮古・八重山諸島を含む南方の分布パターンにより近いことが明らかとな

                                                   
90 （編注）地形地質の記述にもあるが、最近では 600 万年~300 万年前程度と考えられる 
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っている（Ota,2000）。この結果は奄美群島及び沖縄諸島の陸生脊椎動物相が南方系由来（イ

ンドマラヤ界）であり、界（Realm）レベルで屋久島とは異なることを示唆している。今後、

生物学上の新たな知見が集積され、古地理及び古環境に関する研究が進展することで、この

地域の生物地理学のさらなる発展が期待できる。 

 

3. 2. 1. 2. 進化の生態学的・生物学的特徴に関する比較 

 「奄美・琉球」は Udvardy の生物地理区分（1975）では、奄美大島、徳之島及びやんば

る地域沖縄島北部が「2.41.13.：旧北界、琉球諸島、島嶼混合系」に、また、西表島を含む

八重山列島が「4.27.13：インドマラヤ界、台湾、島嶼混合系」に属している。現在、これ

らの地区に世界遺産は存在していない。同一群系（島嶼混合系）に属する自然遺産は 30 件

（2014 年 10 月現在）登録されており、群系の異なるものを含めると、島嶼の自然遺産は

合計 47 件ある。 

 これら 47 件の島嶼の自然遺産の中から、亜極地域で気候条件が全く異なる物件や、主に

海洋生態系に重点を置いた物件、既に比較した屋久島を除き、大陸島と考えられるもので、

クライテリア(ix)で記載されているものは 9 件ある。いずれも生物進化の過程や進行中の進

化を特徴としているが、その規模や内容はさまざまである（図 3.2.－1、表 3.2.－1）。 

 このほか、カリブ海地域の島嶼でクライテリア（ⅸ）の適合が考えられる暫定リスト掲載

物件が 4 件あり（表 3.2－1）、これらも比較の対象とした。 

このうち、「奄美・琉球」と同緯度帯（北緯または南緯 20°～30°）に位置する既存遺産

地域としては、アレハンドロ・デ・フンボルト国立公園（キューバ）、カリフォルニア湾の

島嶼と保護地域群（メキシコ）、ニューカレドニアのラグーン：リーフの多様性とその生態

系（フランス）、フレーザー島（オーストラリア）の 4 地域が挙げられる。 

 また、「奄美・琉球」よりも低緯度帯に位置する大陸島では、コイバ国立公園と海洋特別

保護地区（パナマ）、キナバル国立公園（マレーシア）、グヌン・ムル国立公園（マレーシア）、

ロレンツ国立公園（インドネシア）、メイ渓谷自然保護区（セイシェル）が挙げられる。 
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図 3.2.－1 クライテリア（ⅸ）の比較対象地域の位置図。図中の番号は表 3.2.－1 に対応。 

★：奄美・琉球、●：世界遺産登録地域、▲：暫定リスト掲載物件 

 

★① 
●② 

▲⑤ ④▲ 
▲⑥ 

⑦● 

●⑧ 
●⑨ 

●⑪ ⑩● 
●⑬ 

●⑭ 

③▲ 

⑫● 
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表 3.2.－1 クライテリア（ⅸ）の比較対象地域の地理的条件  

 

*：暫定リスト掲載物件。 $：括弧内は海域を含む世界遺産登録地域のうち、陸域の面積。 #：近隣の大陸等から最終的に島嶼として隔離されたと考えられる時代（Ma=100 万年前）。  

A：各世界遺産地域の推薦書 B：各地域の暫定リスト掲載文書 C：UNEP/WCMC World Heritage Information Sheets. D：UNEP Island Directory. E：国土地理院  平成 25 年全

国都道府県市区町村別面積調 F：Trewick et al., 2007. G：Grandcolas et al., 2008. H：Iturralde-Vinent M. A., 2006.  I：Wittaker. and Fernandez-Palacios, 2007. J：Scotese 

C.R., 2001. K: 

番
号

世界遺産地域等*
世界遺産

地域等面積$
（k㎡）

島名 緯度
大陸との

距離（km）
最近接の大陸

島の年齢
（Ma）#

島の面積

（km2）

最高標高
（m）

備考 出典

① 奄美・琉球
奄美大島，徳之島，
沖縄島（やんばる），
西表島

24-28°N 500-800 ユーラシア <3～6 2,458 694
島の面積は奄美大島、徳之島、沖縄島、西表島
の4島の合計。最高標高は奄美大島の湯湾岳。

D，E，K

② アレハンドロ・デ・フンボルト国立公園（キューバ）
693

(667)

③ ザパタ湿地国立公園（キューバ）* -

④
ブルー・マウンテン及びジョン・クロウ・マウンテン国立公
園（ジャマイカ）*

7,858 ジャマイカ島 18°N 650 北アメリカ <40 11,190 2,256 B，D，H

⑤ ジャラグア国立公園（ドミニカ共和国）*
1,374
(469)

イスパニョーラ島 19°N 575 南アメリカ <40 73,929 3175 B，D，H

⑥ トバゴ中央山地森林保護区（トリニダード・トバゴ）* 40 トリニダード島 10°N 11 南アメリカ <1 5,009 940 火山島だが、約1Maに大陸と繋がった B，D

⑦ カリフォルニア湾の島嶼と保護地域群（メキシコ）
6,886

(3,828)
ティブロン島ほか
（244島）

27°N 4 北アメリカ 0.015 2,201 875 最終氷期には海面低下で陸橋化した A，C，D

⑧
ニューカレドニアのラグーン：リーフの多様性とその生態
系（フランス）

15,743
(0)

ニューカレドニア島 21°S 1,200 オーストラリア 37 16,648 1,618
ゴンドワナ大陸からの分離は80Maとされるが、
複数回海面下に沈んだ可能性があり、新たな生
物相の形成は37Maと考えられる

A，C，D，
F，G

⑨ フレーザー島（オーストラリア） 1,840 フレーザー島 25°S 3 オーストラリア 0.7 1,840 240
風雨で浸食された大陸の土砂が沿岸に堆積し
て形成された島

A，C，D

⑩ コイバ国立公園と海洋特別保護地区（パナマ）
2,701
(536)

コイバ島 ７°N 25 南アメリカ 0.012 503 416 最終氷期には海面低下で陸橋化した A，C，D

⑪ キナバル国立公園（マレーシア） 538

⑫ グヌン・ムル国立公園（マレーシア） 529

⑬ ロレンツ国立公園（インドネシア） 23,500 ニューギニア島 6°S 155 オーストラリア 0.015 785,753 5,030 最終氷期には海面低下で陸橋化した A，C，D

⑭ メイ渓谷自然保護区（セイシェル） 0.2 プラスリン島 4°S 1,400 アフリカ <80-65 26 340
マダガスカル島やインド亜大陸と共に中生代に
アフリカ大陸から分離した

C,，Ｄ，
Ｉ，J

現在の陸域生物相の基盤となる恒久的な陸地
が形成されたのは始新世中期以降と考えられる

A，C，D0.015 725,500 4,095

<40 105,806

ボルネオ島 1°N ユーラシア550

キューバ島 21.5º N 220 北アメリカ

最終氷期には海面低下で陸橋化した

1,974
A，B，C，
D，H
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①アレハンドロ・デ・フンボルト国立公園（キューバ、クライテリアⅸ，ⅹ） 

 本物件は、面積の大きさ、標高差の大きさ、多様な地形、複雑な岩質が生態系や生物種

の多様さを生み出している。中新世から更新世の氷河期にカリブ海諸島の動植物の避難場

所となり、その後の生物の分散と進化の中心となった。植物の固有性は 70％以上を示し、

世界で最も植物の固有性が高い地域と考えられている。その背景には、生存を制限する有

毒な基盤岩に対する植物種や植物群集の進行中の適応進化の優れた事例であることが挙げ

られる（WCMC, 2012）が、これは「奄美・琉球」が主張する、島嶼の形成過程に伴う固

有化と種分化とは異なる進化の過程である。  

 

ここでさらに、上記のアレハンドロ・デ・フンボルト国立公園を含むカリブ海諸島に目

を向けると、同諸島は北アメリカプレート、カリブプレート、南アメリカプレートの境界

に成立した大陸島の島弧であり、その地形形成過程を背景とした特異な生態系と生物多様

性を有している。特に、爬虫類や両生類は固有性が高く、爬虫類 520種のうち 494種（95％）

が固有種、両生類 189 種の全てが固有種であり、大規模な適応放散の事例が見られる

（Critical Ecosystem Partnership Fund, 2010）。このような特徴は、「奄美・琉球」が主

張する大陸島における生物の侵入・隔離・種分化の過程と非常に類似しているが、島孤形

成と生物の侵入・隔離に関しては、地史から推測されるよりも新しい時代（始新世中期

（3700～4900 万年前）以降）に海を越えて拡散した可能性を示唆する新たな知見も報告

されており（Heinicke et. al., 2007; Ricklefs and Bermingham, 2008）、学問上の議論が

継続している。  

一方、「奄美・琉球」は南北に列状に配置された島弧や、一定方向から流れる黒潮海流

等の背景が島弧の形成と生物進化の歴史のモデルとして単純なことが特徴であり、島弧の

形成史が詳細に研究されている。このため、「奄美・琉球」は島弧の形成と生物進化の歴史

を科学的、具体的に示している。  

なお、カリブ海地域でクライテリア（ⅸ）の適合が考えられる 4 件の暫定リスト掲載物

件のうち、トバゴ中央山地森林保護区（トリニダード・トバゴ）が島の形成に伴う生物の

固有化を顕著な普遍的価値として挙げているが、火山島として生成された島が大陸と結合

後分離しており、大陸からの隔離年代は「奄美・琉球」に比べて約 100 万年前と短い。そ

の他の物件は、「奄美・琉球」のような、大陸からの隔離と、島々が分離・結合を繰り返す

過程で多くの進化系統に種分化が起こり、数多くの遺存固有種を含む固有種が生じてきた

生態学的過程を顕著な普遍的価値とはしていない。  

 

②カリフォルニア湾の島嶼と保護地域群（メキシコ、クライテリアⅶ，ⅸ，ⅹ） 

本物件は「奄美・琉球」と同様に亜熱帯の緯度に位置し、200 以上の島々で構成される
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シリアル物件である。その顕著な普遍的価値は、更新世の氷河期の海面後退によって、隣

接する北米大陸と陸続きとなって生物が定着した「陸橋島」と、海や空を通じて生物が定

着した「海洋島」が同時に見られる特異な事例であり、「奄美・琉球」が主張する、大陸島

の形成過程に伴う生物の固有化と種分化とは異なる進化的過程・生態学的過程である。ま

た、カリフォルニア湾の島々と北米大陸との間の水深は浅く、大陸との距離も非常に近い。

陸橋化して生物が定着したのは、更新世の氷河期の海面後退が主要因であり、生物の島嶼

内への隔離の歴史が約 15 万年前と比較的新しい。陸橋形成時には大陸からの捕食者や競

争種の侵入等を経験しているため古い系統の生物群が残らず、生物の固有化が進んでいな

い。また、砂漠気候に属しており、湿潤な多雨林が成立する「奄美・琉球」とは生態系も

異なる。 

 

③ニューカレドニアのラグーン：リーフの多様性とその生態系（フランス、クライテリア

ⅶ，ⅸ，ⅹ） 

 本物件は、ニューカレドニア島の周辺に発達した世界第 2 の規模の堡礁の自然美、多様

なサンゴ礁様式と沿岸域・海洋域の双方に関連する生態系およびその形成過程、沿岸域の

ハビタット及びサンゴ礁構造の多様性、絶滅のおそれのある海洋生物の重要な生息地とし

て登録されており、顕著な普遍的価値は、全て沿岸・海洋域に関するものである。「奄美・

琉球」が対象とする、陸域の生態系や生物進化の過程とは顕著な普遍的価値が全く異なる。  

ニューカレドニア諸島の成因に着目すると、本諸島はゴンドワナ大陸の一部が 8000 万

年前に分離して形成された島である。その間に大陸と陸続きになる事が無く、隔離された

生物の独自の進化が進んだために、陸域の生物相は極めて古い系統に起源をもつ動植物の

固有種や絶滅危惧種が豊富な事例とされてきた。しかし、ニューカレドニアには、海洋島

と同様に、飛翔生のあるコウモリを除いて哺乳類や両生類が在来分布しておらず、地質学

的な研究から、過去に海面下に複数回、長期間沈んでいた可能性が示唆されている

（Trewick et al., 2007）。また、いくつかの分類群（爬虫類、甲虫など）の分子系統の研

究から、それらの種分化はより最近生じた可能性が示唆されている（Grandcolas et al., 

2008）。そのため、ニューカレドニアはゴンドワナ大陸の“かけら”として 8000 万年前に

形成されたが、その後の水没によって 3700 万年前に生物相の形成が新たに始まった、極

めて古い“Darwinian island”（Gillespie et al., 2002）と見なすべきとする考えも提唱さ

れている（Grandcolas et al., 2008）。これは「奄美・琉球」が主張する、大陸島の形成過

程に伴う生物の固有化と種分化とは異なる進化的過程・生態学的過程である。  

 

④フレーザー島（オーストラリア、クライテリアⅶ，ⅷ，ⅸ）  

 本物件は、「奄美・琉球」と同様に亜熱帯の緯度に位置する。大陸との距離が非常に近く、
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島の形成は 70 万年前と比較的新しい。その顕著な普遍的価値は、貿易風と降雨で浸食さ

れたグレート・ディバイディング山脈の土砂が沿岸に堆積し、世界最大の砂丘島として形

成された地学的形成過程とその自然美、砂丘環境に適応した多雨林の植生遷移や動植物種

の進化の生態学的過程である。生物の進化的過程・生態学的過程の背景となる島の形成過

程が、「奄美・琉球」とは全く異なる。  

 

⑤コイバ国立公園と海洋特別保護地区（パナマ、クライテリアⅸ，ⅹ）  

 本物件は、「奄美・琉球」よりも低緯度（北緯 7 度付近）の熱帯域に位置する。パナマ

南西部の太平洋沖 22.5km に位置するコイバ島と 38 の小島、その周辺海域を対象とする

世界最大級の海洋保護区である。パナマ本土からの距離が近く、生物進化のタイムスケー

ルでは島としての隔離期間が約 1 万 2000 年（Republic of Panama, 2005）と短いが、多

くの分類群（哺乳類、鳥類、植物）で固有性が高く、新種も形成されつつある。  

一方、「奄美・琉球」は少なくとも 170 万年～200 万年前には島として孤立しており、

隔離と独自の進化はより長期にわたっている。  

 

⑥キナバル国立公園（マレーシア、クライテリアⅸ，ⅹ）  

 本物件は、ボルネオ島の北部、「奄美・琉球」よりも低緯度（北緯 5 度付近）に位置し

つつも、熱帯林から氷河の影響を受けた高山帯までの大きな環境勾配、険しい地形による

地理的隔離、多くの局所的な土壌条件を伴う地質の多様さ、マレー群島の地史などを反映

した生物の多様さ、固有性の高さ、進化の速さを特徴としており、「奄美・琉球」とは対象

とする生態系が異なり、進化の過程も異なる。  

 

⑦グヌン・ムル国立公園（マレーシア、クライテリアⅶ，ⅷ，ⅸ，ⅹ）  

 本物件は、ボルネオ島の北西部、「奄美・琉球」よりも低緯度（北緯 4 度付近）に位置

する。200 万年～500 万年前の石灰岩の隆起とその後の浸食で形成された世界有数の洞窟

群が存在する。洞窟生態系における動物相の起源論の研究に対する傑出した科学的機会を

与えていることが特徴であり、「奄美・琉球」とは対象とする生態系が全く異なり、進化の

過程も異なる。  

 

⑧ロレンツ国立公園（インドネシア、クライテリアⅷ，ⅸ，ⅹ）  

 本物件は、ニューギニア島西部、「奄美・琉球」よりも低緯度（南緯 5 度付近）に位置

しつつも、氷河を有する 5000m 級の山地を有する。プレート衝突と氷河の浸食による地

形形成を背景として、万年雪を伴う山頂から熱帯雨林、低湿地帯、熱帯海洋環境に至る植

生帯を特徴としており、「奄美・琉球」とは対象とする生態系が異なり、進化の過程も異な
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る。 

 

⑨メイ渓谷自然保護区（セイシェル、クライテリアⅶ，ⅷ，ⅸ，ⅹ）  

 本物件は、インド洋西部のセイシェル諸島で 2 番目に大きなプラスリン島に位置する。

セイシェル諸島は中生代の後期（8000 万年前～6500 万年前）にマダガスカル島やインド

亜大陸がアフリカ大陸から分離した際の“かけら”として成立した大陸島で、長い隔離の

歴史と独自の生物相を有している。しかし、本物件は、原始植生の名残とされるフタゴヤ

シ（Lodoicea maldivica）の原生林が植物進化の初期段階を示すものとして価値の中心と

なっている。世界遺産地域もこのヤシが生育する渓谷を中心に 0.2km2 ㎡と小規模であり、

「奄美・琉球」とは主張する生態系の価値が異なる。  

 

 

3. 2. 1. 3. 生物の種数・固有種数に関する比較 91 

前項と同様に、島嶼の世界自然遺産の中で、クライテリア（ⅹ）で登録され、陸域の生

物多様性を対象としているものを抽出すると 19 件である。この他に、クライテリア（ⅸ）

で比較したニューカレドニア諸島、および、「奄美・琉球」の近隣に位置する大陸島の台湾、

海洋島のバタン諸島（フィリピン：1993 年暫定リスト掲載）、バブヤン諸島（フィリピン）

も対象とした。なお、各世界遺産地域について得られる生物種数等の情報のレベルにバラ

ツキがあるため、比較対象となる世界遺産地域等を含む島嶼群（諸島）を基本に、可能な

場合は島単位で比較することとした（図 3.2.－2、表 3.2.－2）。 

 島の生物の種数は、島の面積と大陸からの距離に密接な関係があり、島の面積が増加す

るほど生息する生物の種種も増え、大陸から離れるほど生物の種数は減少する傾向にある。

一般に、ある地域の面積とそこに生息する生物種数の間には、正のべき乗の関係（各々の

対数をとると傾きが正の一次関数の関係になる）がある事が知られている（MacArthur 

and Wilson, 1967）。種数の比較においては、この関係に留意して対数軸のグラフを作成し

て検討した。また、各地域の種数と固有種の割合（固有種率）についても散布図を作成し

て検討した。なお、各島嶼の種数は出典文献を元に可能な限り陸生の在来種数を扱うこと

とした92。ただし、詳細な情報が得られず比較出来なかった地域や分類群もあった。  

                                                   
91 （編注）今後、具体的な推薦区域が決まった段階で、平成 25 年度科学委員会で紹介した、IUCN-WCMC

が 2013 年にまとめたテーマ研究報告書「Terrestrial Biodiversity and the World Heritage List」に基

づく「かけがえのなさ指数」による比較を行う予定。  

※「保護地域」が評価単位。評価対象種の生息域面積に占める、対象保護地域面積の割合をスコア化し、

各生息種のスコアの総和で求めるもの。  
92 ただし、出典文献によって、全種数や固有種数・率に関して得られる情報と精度は一様ではない。例

えば、固有種数と固有種率のみの記載から全種数を算出した場合や、島の一部が世界遺産地域だが島

の種数が分からないため世界遺産地域の種数を島の種数と見なして用いた場合、明かに海生種を含む

全体種数から海生種数を除いて陸性種の種数とした場合、種数と種名の記載はあるが固有種数の記載

が無いため別文献で固有性を確認して固有種数・率を算出したなど、個別の比較対象地域によって事
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図 3.2.－2 クライテリア（ⅹ）の比較対象地域の位置図。図中の番号は表 3.2.－1 に対応。

★：奄美・琉球 ●：大陸島、●：海洋島 

 

表 3.2.－2 クライテリア（ⅹ）の比較対象地域の地理的条件  

番

号 
区分 諸島名 含まれる遺産地域名 緯度 

面積

（km2） 

島の年齢

（Ma) ※1 

大陸等

との距

離（km）

※2 

出典 

① 大陸島 奄美・琉球 
奄美・琉球 

（推薦地を含む4島） 
24-28°N 2,458  <3～6 

500-80

0 
E, P 

② 大陸島 
カリフォルニア湾 の

島嶼群 

カリフォルニア湾の島嶼

と保護地域 
27°N 3,828 0 4 A, C 

③ 大陸島 カリブ諸島 

アレハンドロ・デ・フンボ

ルト国立公園 

モーン・トロワ・ピトン国

立公園 

12-28°N 263,500 <40 220 A, Ｂ, H 

④ 大陸島 
ニューカレドニア諸

島 

ニューカレドニアのラグ

ーン：リーフの多様性と

その生態系 

21°S 18,576 37 1,200 
A, C,  

F, G 

⑤ 大陸島 ソコトラ諸島 ソコトラ諸島 12°N 3,971 6 250 C 

⑥ 大陸島 

スンダランド 

ボルネオ島、スマ

トラ島、ジャワ島、

マ レ ー 半 島 の 一

ウジュン・クロン国立 公

園（ジャワ島） 

キナバル国 立 公 園 （ボ

ルネオ島） 

10°N-10°S 1,600,000 0.015 - B 

                                                                                                                                                               
情や算出処理が異なることを前提として留意が必要である。  

②● ③ 

⑨● 
⑱● 

⑯● 

⑰● 

⑭● ●④ 

●⑮ 

●⑬ 

⑫● 

●⑤ 

●⑩ ⑥ 
⑦ 

⑧ 

⑪● 
⑲ 
⑳ 

★① 
● 
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番

号 
区分 諸島名 含まれる遺産地域名 緯度 

面積

（km2） 

島の年齢

（Ma) ※1 

大陸等

との距

離（km）

※2 

出典 

部を含む。 グヌン・ム ル 国 立 公 園

（ボルネオ島） 

⑦ 大陸島 

ウォーレシア 

スラウェシ島 、小

スンダ列島、マル

ク諸島を含む。 

コモド国 立 公 園 （コモド

島） 
2°N-10°S 347,000 0.015 - Ｂ 

⑧ 大陸島 フィリピン諸島 

プエルト・プリンセサ地

下 河 川 国 立 公 園 （パラ

ワン島） 

6-21°N 300,800 0.015 - Ｂ 

⑨ 大陸島 コイバ島 
コイバ国 立 公 園 と海 洋

特別保護地区 
7°N 536 0.012 25 A, C, D 

⑩ 大陸島 セイシェル諸島 メイ渓谷自然保護区 4°S 455 <80-65 1,400 
C, D, N, 

O 

⑪ 大陸島 台湾 － 23°N 35,980 0.015 130 D 

⑫ 大陸島 
バタン諸島（フィリピ

ン） 
－ 20°N 233  0.015 950 I, ,P 

⑬ 大陸島 
バブヤン諸島（フィリ

ピン） 
－ 19°N 582 0.015 950 M 

⑫

⑭ 
海洋島 マデイラ諸島 

マデイラ諸島のラウリシ

ルヴァ 
32-33°N 797 8 560 C, D 

⑬

⑮ 
海洋島 マスカリン諸島 

レ ユ ニ オ ン 島 の 尖 峰

群・圏谷群および絶壁 
21°S 4,200 10-20 1,200 C, D 

⑭

⑯ 
海洋島 ピトケアン諸島 ヘンダーソン島 24°S 43 0.38 4,500 D, Ｊ 

⑮

⑰ 
海洋島 ロードハウ諸島 ロード・ハウ諸島 31-32°S 15 6.5-7 600 C, D, K 

⑯

⑱ 
海洋島 ココ島 ココ島国立公園 5°N 24 1.9-2.4 500 C, D 

⑰

⑲ 
海洋島 ガラパゴス諸島 ガラパゴス諸島 2°N-2°S 7,856 3-4.5 850 D, L 

⑱

⑳ 
海洋島 

フェルナンド・ジノロ

ーニャ諸島 

ブラジルの大西洋の島

嶼：フェルナンド・ジノロ

ー ニ ャ 保 護 区 と ロ カ ス

環礁保護区 

3-4°S 26 3.3-1.7 335 C, D 

⑲ 海洋島 
バタン諸島（フィリピ

ン） 
－ 20°N 233  <9.4-2.0 100 I, P 

⑳ 海洋島 
バブヤン諸島（フィリ

ピン） 
－ 19°N 582 0.25 50 M 

※1：近隣の大陸や大島嶼等から最終的に島嶼として隔離されたと考えられる時代（Ma=100 万年前）  

※2：近隣の大陸または大島嶼との距離。文献や UNEP Island Directory に記載が無い場合は地図上で

概数値を測定した。  

A：各世界遺産地域の推薦書，B：Norman Myers et. al. 2000，C：UNEP/WCMC,2013，D：UNEP Island 

Directory，E：国土地理院 . 2013，F：Trewick et al., 2007，G：Grandcolas et al., 2008，H：

Iturralde-Vinent. 2006 ， I ： Gonzalez et. al. 

http://www.quantum-conservation.org/BatanesSurvey20082.htm ， J ： Brooke et al. 2004 ， K ：

Australian government, 2002，L：Whittaker and Fernández-Palacios. 2007，M：Broad and Oliveros. 

2005，N：Wittaker. and Fernandez-Palacios. 2007，O：Scotese, 2001，   P: Nakamura et al., 2014、Q: （奄

美・琉球の島年代の出典） 
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1）陸生哺乳類 

①島の面積と陸生哺乳類の種数 

「奄美・琉球」は、面積の大きな台湾、フィリピン諸島、カリブ海諸島、ジャワ島、ボ

ルネオ島、また、面積は小さいが大陸または大規模な島との距離が近いコイバ島やコモド

島には種数が及ばない。しかし、大陸からの距離が遠く面積の大きいニューカレドニア島

や、比較的面積の大きな海洋島のガラパゴス諸島とも遜色ない種数である。また、同規模

程度の島嶼では、ソコトラ諸島と比べても遜色ない種数である。  

大陸島は概して、同面積の海洋島よりも種数が多い傾向がある。海洋島ではバブヤン諸

島の種数が比較的多いが、広域に分布する飛翔性のコウモリ類や人為的に持ち込まれたと

思われるネズミ類やイノシシであるため、近隣の大島嶼（ルソン島）との距離が近い効果

が考えられ、固有種は分布していない。「奄美・琉球」の哺乳類数は、海洋島の世界遺産地

域のいずれに対しても、哺乳類の種数は多い。（表 3.2.－3、図 3.2.－3） 

 

②陸生哺乳類の種数と固有種率 

「奄美・琉球」は小規模な島嶼のため種数は少ないものの、300 万年前～600 万年前に

は島嶼としての隔離が成立していたと考えられており、大陸からの隔離の長さを反映して

大陸島の比較対象の中では固有種率が 64％と高い。面積が大きく隔離の歴史の長いカリブ

諸島（30％）よりも固有種率が高く、ニューカレドニア諸島（67％）と遜色の無い固有種

率である。さらに「奄美・琉球」は、亜種を含めると約 78％が固有種・亜種である。これ

は、島嶼として隔離された後、島嶼間の種分化が継続中の過程を反映していると考えられ

る。 

これに対し、面積が大きく種数が多い台湾、フィリピン諸島、ボルネオ島、ジャワ島、

面積は小さいが種数が「奄美・琉球」よりも多かったコイバ島やコモド島は、固有種率は

「奄美・琉球」よりも低い。これらの島嶼は、大陸や近隣の島嶼との距離が近く、最終氷

期には陸続きとなっていたため、島嶼としての短い隔離時間を反映し、「奄美・琉球」より

も低い固有性を示すものと考えられる。（表 3.2.－3、図 3.2.－4） 
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表 3.2.－3 陸生哺乳類の種数・固有種数・固有種率の比較  

区分 諸島（島）名 含まれる遺産地域名 
諸島（島） 

面積(km2) 

種数 

※3 

固有

種数

※3 

固有

種率 

※3 

出典 

大陸島 奄美・琉球 
奄美・琉球 

（推薦地を含む４島） 
2,458  

22 

(23) 

14 

(18) 

70% 

(91%) 
A, B 

大陸島 
カリフォルニア湾の島

嶼群 

カリフォルニア湾の島嶼と保護

地域 
3,828  - - - C, D 

大陸島 カリブ海諸島※1 

アレハンドロ・デ・フンボルト国

立公園 

モーン・トロワ・ピトン国立公園 

263,500  164 49 30% E 

大陸島 ニューカレドニア諸島 
ニューカレドニアのラグーン：リ

ーフの多様性とその生態系 
18,576  9 6 67% D, E 

大陸島 ソコトラ諸島 ソコトラ諸島 3,971  14 - - C, D 

大陸島 ジャワ島※2 ウジュン・クロン国立公園 126,700  133 16 12% F, G 

大陸島 ボルネオ島※2 
キナバル国立公園 

グヌン・ムル国立公園 
725,500  201 96 48% F, G 

大陸島 コモド島※2 コモド国立公園 390  41 5 12% F, G 

大陸島 フィリピン諸島 
プエルト・プリンセサ地下河川

国立公園（パラワン島） 
300,800  201 111 55% E 

大陸島 コイバ島 
コイバ国立公園と海洋特別保

護地区 
536  30 2 7% C, D 

大陸島 セイシェル諸島 メイ渓谷自然保護区 455  6 2 33% D, G, H, I 

大陸島 台湾 － 35,980  78 21 27% G, J 

大陸島 バタン諸島 － 233  5 0 0% K 

大陸島 バブヤン諸島 － 582  15 0 0% L 

海洋島 マデイラ諸島 マデイラ諸島のラウリシルヴァ 797  2 1 50% D，G 

海洋島 マスカリン諸島 
レユニオン島 の尖 峰群 、圏 谷

群および絶壁 
4,200  5 2 40% D 

海洋島 ピトケアン諸島 ヘンダーソン島 43  0 0 0% G, M 

海洋島 ロードハウ諸島 ロード・ハウ諸島 15  1 0 0% D, C, N 

海洋島 ココ島 ココ島国立公園 24  0 0 0% D，G 

海洋島 ガラパゴス諸島 ガラパゴス諸島 7,856  12 11 92% O 

海洋島 
フェルナンド・ジノロー

ニャ諸島 

ブラジルの大西洋の島嶼：フェ

ルナンド・ジノローニャ保護区と

ロカス環礁保護区 

26  0 0 0% D，G 

海洋島 バタン諸島 － 233  5 0 0% K 

海洋島 バブヤン諸島 － 582  15 0 0% L 

※1：面積・種数はフロリダ半島の一部を含む。  

※2：ロレンツ国立公園の IUCN 評価書の種数と固有種率から固有種数を算出した。  

※3：（ ）内は亜種を含んだ場合。  

A：国土地理院 . 2013，B：環境省 . 2013，C：各世界遺産地域の推薦書，D：UNEP/WCMC. 2013，E：

Norman  Myers et. al.. 2000，F：IUCN. 1999，G：UNEP Island Directory， H：Wikipedia- List of 

mammals of Seychelles. I：The IUCN Red List of Threatened Species.，J：林良恭 . 2008，K：Gonzalez.  

200? (Web ページ)，L：Broad and Oliveros. 2005， M：Brooke et al.. 2004，N：Australian Government. 

2007.，O：Wittaker and Fernandez-Palacios, 2007，  
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図 3.2.－3 島の面積と哺乳類種数  

 

図 3.2.－4 各地域の哺乳類の種数と固有種率  
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2）陸生爬虫類 

①島の面積と陸生爬虫類の種数 

「奄美・琉球」の爬虫類種数は、ほぼ同程度の面積のソコトラ諸島と比べて遜色がない。

一方で、面積が大きく爬虫類の多様性の高いカリブ海諸島やカリフォルニア湾の島嶼群に

は種数では及ばない。また、ニューカレドニア、台湾、フィリピン諸島、カリブ海諸島、

ジャワ島といった面積の大きな島には種数で及ばないものの、面積－種数曲線にはほぼ同

じように乗っており、島の面積に対する種数の観点からは、これらの地域とも遜色が無い

ものと思われる。  

「奄美・琉球」よりも面積の小さなコモド島や海洋島のバブヤン諸島、バタン諸島が、

「奄美・琉球」よりも種数が多い、あるいはほぼ同じなのは、大陸や近隣の大島嶼との距

離が近い効果によるものと考えられる。  

海洋島は概して同規模の大陸島よりも爬虫類の種数が少ない傾向にある。その中で、面

積は「奄美・琉球」は、よりも面積が大きく爬虫類の種数が多いなガラパゴス諸島と比べ、

その種数には遜色がない。（表 3.2.－4、図 3.2.－5） 

 

②爬虫類の種数と固有種率 

「奄美・琉球」は小規模な島嶼のため爬虫類の種数は少ないものの、300 万年前～600

万年前には島嶼としての隔離が成立していたと考えられており、大陸からの隔離の長さを

反映して大陸島の比較対象の中では固有種率が 50％と比較的高い。「奄美・琉球」よりも

大陸からの隔離の期間が長いセイシェル諸島の固有種率と比べても遜色がない。  

ボルネオ島、ジャワ島、カリフォルニア湾の島嶼群、台湾は「奄美・琉球」よりも面積・

種数ともに大きな島であるが、固有種率は低い。これは、大陸や周辺の大島嶼との距離が

近く、最終氷期には陸続きとなっていた短い隔離時間を反映し、「奄美・琉球」よりも低い

固有性を示すものと考えられる。  

海洋島の比較対象地は、爬虫類の種数が少ないが固有種率が高い傾向にある。が、その

中でバブヤン諸島、バタン諸島は「奄美・琉球」とほぼ同じ爬虫類種数だが、固有種率は

低い値を示している。これも大陸や近隣の大島嶼との距離が近い効果によるものと考えら

れる。 

「奄美・琉球」は島嶼として隔離された後、島嶼間の種分化の過程が継続中であること

が特徴である。固有亜種を含めると「奄美・琉球」の固有種率は 88％であり、面積や隔離

の期間が同程度のソコトラ諸島の固有種率とほぼ同程度の値を示す。また、「奄美・琉球」

よりも面積・種数が大きく、島としての隔離の歴史も長いカリブ海諸島やニューカレドニ

ア諸島と比べても遜色がない。（表 3.2.－4、図 3.2.－6） 
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表 3.2.－4 陸生爬虫類の種数・固有種数・固有種率の比較  

区分 諸島（島）名 含まれる遺産地域名 
諸島（島） 

面積(km2) 

種数 

※3 

固有

種数

※3 

固有

種率 

※3 

出典 

大陸島 奄美・琉球 
奄美・琉球 

（推薦地を含む４島） 
2,458  

30 

(32) 

15 

(28) 

50% 

(88%) 
A, B 

大陸島 
カリフォルニア湾の島

嶼群 

カリフォルニア湾の島嶼と保護

地域 
3,828  115 48 42% C, D 

大陸島 カリブ海諸島※1 

アレハンドロ・デ・フンボルト国

立公園 

モーン・トロワ・ピトン国立公園 

263,500  497 418 84% E 

大陸島 ニューカレドニア諸島 
ニューカレドニアのラグーン：リ

ーフの多様性とその生態系 
18,576  65 56 86% D, E 

大陸島 ソコトラ諸島 ソコトラ諸島 3,971  30 27 90% C, D 

大陸島 ジャワ島※2 ウジュン・クロン国立公園 126,700  173 14 8% F, G 

大陸島 ボルネオ島※2 
キナバル国立公園 

グヌン・ムル国立公園 
725,500  254 61 24% F, G 

大陸島 コモド島※2 コモド国立公園 390  77 17 22% F, G 

大陸島 フィリピン諸島 
プエルト・プリンセサ地下河川

国立公園（パラワン島） 
300,800  252 159 63% E 

大陸島 コイバ島 
コイバ国立公園と海洋特別保

護地区 
536  - - - C, D 

大陸島 セイシェル諸島 メイ渓谷自然保護区 455  87 31 36% D, G, H, I 

大陸島 台湾 － 35,980  20 5 25% G, J 

大陸島 バタン諸島 － 233  29 1 3% K 

大陸島 バブヤン諸島 － 582  1 1 100% L 

海洋島 マデイラ諸島 マデイラ諸島のラウリシルヴァ 797  6 3 50% D, G 

海洋島 マスカリン諸島 
レユニオン島 の尖 峰群 、圏 谷

群および絶壁 
4,200  0 0 0% D 

海洋島 ピトケアン諸島 ヘンダーソン島 43 2 0 0% G, M 

海洋島 ロードハウ諸島 ロード・ハウ諸島 15  5 2 40% C, D, N 

海洋島 ココ島 ココ島国立公園 24  5 3 60% D, G 

海洋島 ガラパゴス諸島 ガラパゴス諸島 7,856  36 36 100% O 

海洋島 
フェルナンド・ジノロー

ニャ諸島 

ブラジルの大西洋の島嶼：フェ

ルナンド・ジノローニャ保護区と

ロカス環礁保護区 

26  3 2 67% D, G 

海洋島 バタン諸島 － 233  29 1 3% K 

海洋島 バブヤン諸島 － 582  1 1 100% L 

※1：面積・種数はフロリダ半島の一部を含む。  

※2：ロレンツ国立公園の IUCN 評価書の種数と固有種率から固有種数を算出した。  

※3：（ ）内は亜種を含んだ場合。  

A：国土地理院 . 2013，B：環境省 . 2013，C：各世界遺産地域の推薦書，D：UNEP/WCMC. 2013，E：

Norman  Myers et. al.. 2000，F：IUCN. 1999，G：UNEP Island Directory，H：Nature Protection 

Trust of Seychelles. 2014.，I：The IUCN Red List of Threatened Species.，J：中華民国 . 2008，K：

Gonzalez.  200? (Web ページ)，L：Broad and Oliveros. 2005， M：Brooke et al.. 2004，N：Australian 

Government. 2007.，O：Wittaker and Fernandez-Palacios, 2007. 
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図 3.2.－5 島の面積と爬虫類種数  

 

 

図 3.2.－6 爬虫類種数と固有種率  
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3）両生類 

①島の面積と両生類の種数 

「奄美・琉球」の両生類の種数は、面積の大きなカリブ海諸島や東南アジアの島嶼、台

湾などには及ばないものの、面積－種数曲線にはほぼ同じように乗っており、島の面積に

対する種数の観点からは、これらの地域とも遜色が無いものと思われる。  

なお、両生類は生理的な制約から海を越えて自然分散が出来ないため、海洋島には両生

類が在来分布していない。大陸島では、ニューカレドニア諸島とソコトラ諸島には両生類

が在来分布していない。これは、前者は過去に海面下に水没した可能性を反映し、後者は

乾燥した気候を反映しているためと考えられる。（表 3.2.－5、図 3.2.－7） 

 

②両生類の種数と固有種率 

 「奄美・琉球」の両生類は 86％が（亜種も含むと 91％）固有種である。これは、「奄

美・琉球」よりも隔離の期間が長いセイシェル諸島やカリブ海諸島の固有種率とも遜色が

ない。スンダランド、ウォーレシアは規模の大きな広域的な地域の種数と固有種数で評価

しているためその固有種率は高くなっているが、含まれる島（例：ボルネオ島、小スンダ

列島）のレベルで見た場合には、大陸や周辺の大島嶼との距離が近く、最終氷期には陸続

きとなっていた短い隔離時間から、固有種率はやや低くなることが考えられる。（表 3.2.

－5、図 3.2.－8） 
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表 3.2.－5 両生類の種数・固有種数・固有種率の比較  

区分 諸島（島）名 含まれる遺産地域名 
諸島（島） 

面積(km2) 

種数 

※4 

固有

種数

※4 

固有

種率 

※4 

出典 

大陸島 奄美・琉球 
奄美・琉球 

（推薦地を含む４島） 
2,458  

22 

(23) 

19 

(21) 

86% 

(91%) 
A, B 

大陸島 
カリフォルニア湾の島

嶼群 

カリフォルニア湾の島嶼と保護

地域 
3,828  - - - C, D 

大陸島 カリブ海諸島※1 

アレハンドロ・デ・フンボルト国

立公園 

モーン・トロワ・ピトン国立公園 

263,500  189 164 87% E 

大陸島 ニューカレドニア諸島 
ニューカレドニアのラグーン：リ

ーフの多様性とその生態系 
18,576  0 0 0% D, E 

大陸島 ソコトラ諸島 ソコトラ諸島 3,971  0 0 0% C, D 

大陸島 スンダランド※2 

ウジュン・クロン国立公園 

キナバル国立公園 

グヌン・ムル国立公園 

1,600,000  226 179 79% F 

大陸島 ウォーレシア※3 コモド国立公園 347,000  56 35 63% F 

大陸島 フィリピン諸島 
プエルト・プリンセサ地下河川

国立公園（パラワン島） 
300,800  84 65 77% E 

大陸島 コイバ島 
コイバ国立公園と海洋特別保

護地区 
536  - - - C, D 

大陸島 セイシェル諸島 メイ渓谷自然保護区 455  12 11 92% D, H, I 

大陸島 台湾 － 35,980  36 10 28% G, J 

大陸島 バタン諸島 － 233  0 0 0 K 

大陸島 バブヤン諸島 － 582  7 0 0% L 

海洋島 マデイラ諸島 マデイラ諸島のラウリシルヴァ 797  0 0 0% D, G 

海洋島 マスカリン諸島 
レユニオン島 の尖 峰群 、圏 谷

群および絶壁 
4,200  0 0 0% D 

海洋島 ピトケアン諸島 ヘンダーソン島 43  - - - G, M 

海洋島 ロードハウ諸島 ロード・ハウ諸島 15  0 0 0% C, D, N 

海洋島 ココ島 ココ島国立公園 24  0 0 0% D, G 

海洋島 ガラパゴス諸島 ガラパゴス諸島 7,856  0 0 0% O 

海洋島 
フェルナンド・ジノロー

ニャ諸島 

ブラジルの大西洋の島嶼：フェ

ルナンド・ジノローニャ保護区と

ロカス環礁保護区 

26  0 0 0% D, G 

海洋島 バタン諸島 － 233  0 0 0 K 

海洋島 バブヤン諸島 － 582  7 0 0% L 

※1：面積・種数はフロリダ半島の一部を含む。  

※2：ボルネオ島、スマトラ島、ジャワ島、マレー半島の一部を含む。  

※3：スラウェシ島、小スンダ列島、マルク諸島を含む。  

※4：（ ）内は亜種を含んだ場合。  

A：国土地理院 . 2013，B：環境省 . 2013，C：各世界遺産地域の推薦書，D：UNEP/WCMC. 2013，E：
Norman  Myers et. al.. 2000，F：IUCN. 1999，G：UNEP Island Directory，H：Nature Protection 

Trust of Seychelles. 2014.，I：The IUCN Red List of Threatened Species.，J：中華民国 . 2008，K：
Gonzalez.  200? (Web ページ)，L：Broad and Oliveros. 2005， M：Brooke et al.. 2004，N：Australian 

Government. 2007.，O：Wittaker and Fernandez-Palacios, 2007. 
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図 3.2.－7 島の面積と両生類種数  

 

図 3.2.－8 両生類種数と固有種率  

1

10

100

1000

100 1000 10000 100000 1000000 10000000 

種
数

諸島（島）面積

種数 固有亜種

バブヤン諸島

セイシェル諸島

奄美・琉球

（推薦地4島）
台湾

カリブ海諸島

フィリピン諸島

ウォーレシア＃

スンダランド※

※ボルネオ島、

スマトラ島、ジャワ島、

マレー半島の一部を含む

＃スラウェシ島、

小スンダ列島、

マルク諸島を含む

◆：奄美・琉球（推薦地４島） ◆：大陸島 ＊：海洋島

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0 50 100 150 200 250

固
有
種
率

種数

両生類種数 両生種・亜種数

カリブ海諸島

フィリピン諸島

ウォーレシア＃

台湾

奄美・琉球（推薦地4島）

バブヤン諸島

ニューカレドニア諸島、ソコトラ諸島

その他の海洋島

スンダランド※

◆：奄美・琉球（推薦地４島） ◇：固有亜種（奄美・琉球） ◆：大陸島 ＊：海洋島

セイシェル諸島

※ボルネオ島、スマトラ島、ジャワ

島、マレー半島の一部を含む。

＃スラウェシ島、小スンダ列島、マ
ルク諸島を含む。



 

179 

 

 

引用文献 

 

Australian National Periodic Report Section II, Report on the State of Conservation of 

Lord Howe Island. 

Broad and Oliveros. 2005. Biodiversity and conservation priority setting in the 

Babuyan Islands, Philippines. The Technical Journal of Philippine Ecosystems and 

Natural Resources. 15(1&2): 1-30. 

Brooke, M. de L. et al., 2004. Henderson Island World Heritage Site: Management Plan 

2004-2009. Foreign and Commonwealth Office, London.  

Gonzalez 200?. Final Report: Batanes Islands Biodiversity Survey. Identifying 

conservation priorities for terrestrial vertebrate fauna within the Batanes Islands, 

Northern Philippines. 

 http://www.quantum-conservation.org/BatanesSurvey20082.htm 

Government of Australia. 2007. Lord Howe Island Biodiversity Management Plan. 

Government of Dominican Republic. 2001. Tentative List, Jaragua National Park. 

Government of French Republic. 2008. Les lagons de Nouvelle-Caledonie, diversite 

recifale et ecosystems associes. Dossier de presentation en vue de l ’inscription sur 

la liste du Patrimonie Mondial de l’UNESCO au titre d’un bien naturel. 

Government of Jamaica. 2006. Tentative List, Blue and John Crow Mountains 

National Park. 

Government of Malaysia. 2000. The Gunung Mulu National Park. Nomination for 

World Heritage Listing. 

Government of Malaysia. 2000. The Nomination of Kinabalu Park to the World 

Heritage List. 

Government of Republic of Cuba. 1998. Lista del Patrimonio Mundial. Parque Nacional 

Alejandro de Humboldt. 

Government of Republic of Cuba. 2003. Tentative List, Cienaga de Zapata National 

Park. 

Government of the Republic of Indonesia. 1998. Submission for Nomination of Lorentz 

National Park to be included in the World Heritage List.  

Government of Republic of Panama. 2005. Proposal for the Inscription of the Coiba 

National Park in the List of World Heritage Site of UNESCO. 

Government of Republic of Yemen. 2006. Socotra Archipelago, Proposal for Inclusion in 



 

180 

 

the World Heritage List, UNESCO. 

Government of Trinidad and Tobago. 2011. Tentative List, Tobago Main Ridge Forest 

Reserve. 

Government of United Mexican States. 2005. Serial Nomination Format for the Islands 

and Protected Areas of the Gulf of California, Mexico. For Inscription on the World 

Heritage List. 

Grandcolas et al., 2008, New Caledonia: a very old Darwinian island? Philosophical 

Transactions of the Royal Society B: Biological Sciences. 363, 3309–3317. 

Iturralde-Vinent M. A., 2006, Meso-Cenozoic Caribbean paleogeography: Implications 

for the Historical Biogeography of the Region. International Geology Review. 

Vol.48.p. 791-827. 

IUCN. 1992. World Heritage Nomination – IUCN Summary. 630: Fraser Island and the 

Great Sandy Region. 

IUCN. 1997. World Heritage Nomination- IUCN Technical Evaluation, Morne Trois 

Pitons National Park (Dominica). 

IUCN Red List of Threatened Species.  http://www.iucnredlist.org/  

環境省．2013．平成 25 年度第 2 回科学委員会参考資料 2－1．奄美・琉球の絶滅危惧種・

固有種のリスト（哺乳類）．  

環境省．2013．平成 25 年度第 2 回科学委員会参考資料 2－3．奄美・琉球の絶滅危惧種・

固有種のリスト（爬虫類）．  

環境省．2013．平成 25 年度第 2 回科学委員会参考資料 2－4．奄美・琉球の絶滅危惧種・

固有種のリスト（爬虫類）．  

国土地理院．2013．平成 25 年全国都道府県市区町村別面積調．  

林良恭．2008．台湾陸域哺乳類的多様性．In 台湾物種多様性－Ⅰ．研究現況．邵廣昭・

彭鏡毅・呉文哲（主編）．行政院農業委員会林務局．273－278． 

Nakamura, K., G. Kokubugata, R.R. Rubite, C.-Jr. Haung, Y. Kono, H.-An Yang, A. 

L.-Feliciano, M. L. Labuguen, M. Yokota and C.-I Peng. 2014. In situ glacial 

survival at the northern limit of tropical insular Asia by a lowland herb Begonia 

fenicis (Begoniaceae). Botanical Jouranal of the Linnean Society. 174: 305-325.  

Nature Protection Trust of Seychelles. 2014. Amphibians and Reptiles of Seychells. 

http://islandbiodiversity.com/herps.htm 

Norman Myers et. aｌ. 2000. Biodiversity hotspots for conservation priorities.  

中華民国．2008．台湾生物多様性Ⅱ．物種名録．邵廣昭・彭鏡毅・呉文哲（主編）．行政

院農業委員会林務局．pp.i-vii, pp.781－784． 



 

181 

 

Scotese C.R., 2001. Atlas of Earth History. PALEOMAP project. University of Texas at 

Arlington. 

Trewick et al., 2007, Hello New Zealand. Journal of Biogeography. 34, 1–6. 

UNEP Island Directory http://islands.unep.ch/isldir.htm 

UNEP/WCMC World Heritage Information Sheets April 2013. 

http://old.unep-wcmc.org/world-heritage-information-sheets_271.html 

Wittaker. R. j, and Fernandez-Palacios J. M. 2007. Island Biogeography. Ecology, 

Evolution, and Conservation. Second Edition. 

Wikipedia- List of mammals of Seychelles. 

http://en.wikipedia.org/wiki/List_of_mammals_of_Seychelles  

Wikipedia 台湾の地理   

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8F%B0%E6%B9%BE%E3%81%AE%E5%9C%B0

%E7%90%86 

 



 

182 

 

4. 保全状況と影響要因 

推薦地周辺を含む 4 地域の森林は、古くから島民の日常生活や製糖等の産業用の薪、建

築用材などに利用されてきた。奄美大島、徳之島、沖縄島北部では、第二次世界大戦直後

は住民生活や産業の復興のために多くの木材が伐り出され、食料の確保のために森林の開

墾も行われた。日本への復帰後は、本土との格差是正を目的に道路や河川・ダム、農地等

の各種社会資本整備が進み、地形や植生の改変があった。その後、燃料革命や木材需要の

変化に伴う林業の規模縮小等に伴い、近年は森林の回復が進んでいる。なお、西表島は長

年にわたり人の定住が困難で開発が遅れたため、過去に開発に伴う森林伐採や農地開発が

行われておらず、自然林が良好な状態で保たれてきた。  

また近年は、マングース等の外来種の侵入、道路網の整備や交通量の増加に伴う野生動

物の交通事故、動植物の違法採集者による希少種や固有種の採集圧等の影響によって、在

来種や固有種の生息・生育環境の悪化が課題となってきた。  

これに対し現在では、推薦地周辺を含む 4 地域の森林のうち保全上重要な地域が国内法

に基づく保護地域に指定されている。その中でも、推薦地は自然性が高く健全な状態が保

たれた森林は保護レベルの高い保護地域として、また、その周辺の回復が進んだ森林や回

復途上にある森林は緩衝地帯として自然資源の保全と持続可能な利用を確保する保護制度

または、地域の慣習的手法により保護が図られている。また、当該地域に生息・生育する

生物のうち特に重要なものは、国内法に基づき国内希少野生動植物種や天然記念物に指定

され、保護のための取組が講じられている（「4.b.影響要因」、「5.c.保護措置と実施方法」

参照）。さらに、関係機関の連携によって、マングースなどの外来種の大規模な防除事業等

が行われている。その結果、一部の固有種・絶滅危惧種では、生息状況に回復傾向が見ら

れる。 

 

4.a 現在の保全状況 

推薦地の顕著な普遍的価値をよく指標し、生態系や生物多様性の保全上重要な固有種や

絶滅危惧種の保全状況は以下の通りである。  

 

 

4.a.1. 植物  

4.a.1.1. 常緑広葉樹林（亜熱帯多雨林） 

 推薦区域とその周辺に広がる常緑広葉樹林は、奄美群島及び琉球諸島の過去の歴史にお

いて、住民の生活、産業、文化を支える材木や薪炭材の供給源として利用されてきた（詳

細は 2.b.2.2.林業を参照）。その中でも、推薦区域内の森林は自然性が高く比較的健全な状

態が保たれている。また、本地域の常緑広葉樹林の優占樹種であるスダジイは萌芽力・再
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生力が極めて高く、戦後の復興期に荒廃したものの現在は大きく回復している。  

 現在、常緑広葉樹林の分布面積は、奄美大島に 50,134ha（島面積の 61.7％）、徳之島に

7,111ha（28.7％）、沖縄島北部（やんばる地域）に 21,537ha（63.4％）、西表島に 21,666ha

（74.9％）である（2.a.3.2.各地域の植生  表●参照）。この森林が分布するほとんどの地域

が、保護地域に指定されており、アマミノクロウサギ、ヤンバルクイナ、イリオモテヤマ

ネコ等をはじめとした固有種の重要な生息場所となっている。  

 

 4.a.1.2. 固有の希少植物等 

 推薦地には奄美群島及び琉球諸島にのみ生育する固有な希少植物が多いが、現存する個

体数（野生株）が把握されている種は多くない。  

日本では「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」に基づき、人為の

影響等で存続に支障を来しており特に保護を図る必要がある種を「国内希少野生動植物種」

に指定して保護している。推薦地では 11 種が指定されており、個体数（野生株）が推定

され、増減傾向が整理されている（表●）。  

これらの固有な希少植物への脅威となる主な要因の 1 つに園芸採取が挙げられており、

国、県、市町村、地元関係機関、地元 NPO 等が連携して対策にあたっている（4.b.(i).1.

で詳述）。 

なお、2014 年以降、環境省では、国内希少野生動植物種として保護を図る動植物種を

2020 年までに 300 種追加指定することを目標としており、推薦地を含む奄美群島及び琉

球諸島等の島嶼地域に生息・生育する動植物については重点的に検討を進めている。  

環境省新宿御苑では、（公社）日本植物園協会の植物多様性保全拠点園として、また、

植物園自然保護国際機構（BGCI）が定める「植物園の保全活動に対する国際アジェンダ」

の登録園として、絶滅危惧種の生息域外保全に取組んでいる。推薦地に生育する国内希少

野生動植物種では、アマミデンダ、オキナワセッコクを栽培している。また、2008 年から

絶滅危惧種の種子保存を行っている。日本植物園協会及び各植物園などと連携して、全国

から種子とその自生地の情報を収集し、新宿御苑内の施設で長期保存を行っており、推薦

地に生育する絶滅危惧種も約 80 種が対象となっている。  

また、（一財）沖縄美ら島財団93は、沖縄県内の絶滅危惧種を中心に、自生地調査や保全

活動並びに育成方法の確立、増殖技術の開発等に取り組んでおり、日本植物園協会の植物

多様性保全拠点園として、国内希少野生動植物種のナガミカズラ、イリオモテトンボソウ、

オキナワセッコク、キバナノセッコクの 4 種をはじめ、沖縄県産で環境省レッドリスト

（2012）に掲載されている絶滅危惧種94118 種を収集・栽培している。 

 

                                                   
93 国営沖縄記念公園熱帯・亜熱帯都市緑化植物園を管理運営している。  
94 一部、準絶滅危惧種を含む。  
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表● 国内希少野生動植物種として推定個体数や増減傾向が概ね把握されている種※1 

種名  
推定個体数  

(野生株)※2 
増減傾向※3 

ヒメヨウラクヒバ  Lycopodium salvinioides －  変化なし  

アマミデンダ  Polystichum obae ＜100 変化なし  

ナガミカズラ  Aeschynanthus acuminatus ＜10 変化なし  

タカオオオスズムシラン  Cryptostylis arachnites ＜50 変化なし  

コゴメキノエラン  Liparis viridiflora ＜50 減少  

クニガミトンボソウ  Platanthera sonoharai ＜100 変化なし  

イリオモテトンボソウ  

Platanthera stenoglossa ssp. iriomotensis 
＜500 変化なし  

ミソボシラン  Vrvdagzvnea nuda. ＜500 減少  

リュウキュウキジノオ  Plagiogyria koidzumii －  －  

ヤドリコケモモ  Vaccinium amamianum ＜10 変化なし  

オキナワセッコク  Dendrobium okinawense ＜1000 変化なし  

※1：推薦書の公表に伴い分布情報が明かになると盗掘が懸念されるため、ここでは島別分布情報を非公

開とした。  

※2：環境省レッドリストレッドデータブック（20142）記載の「現存する株数別のメッシュ数」から個

体数を推定したもの。株数レベルを便宜的に次のように区間の最大値と最小値の相乗平均に読み替えて

合計値を算出した：10 株以下＝3 個体，50 株以下＝22，百株以下＝71，千株以下＝316，１万株以下＝

3162，1 万株以上＝31623。  

※3：環境省第 4 次（2012）レッドリスト（2012）の記載から、第 3 次（2007）レッドリスト時からの

増減傾向を記載。  
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日本の絶滅のおそれのある野生生物８．植物Ⅰ（維管束植物）．株式会社ぎょうせい．  

環境省新宿御苑ホームページ 絶滅危惧植物の保全．  
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4.a.2. 動物 

4.a.2.1. 哺乳類 

4.a.2.1.1. アマミノクロウサギ（Pentalagus furnessi） 

アマミノクロウサギは推薦地の奄美大島と徳之島にのみに分布する１属１種の固有種

である。本種は IUCN レッドリスト（2014）、環境省レッドリスト（2012）で EN（絶滅

危惧 IB 類）に掲載されている。1963 年に国指定特別天然記念物に、2004 年に国内希少

野生動植物種に指定されている。  

本種の生息地の一部は、1965 年に国指定湯湾岳鳥獣保護区に、1968 年に神屋・湯湾岳

天然記念物に、2013 年に奄美群島森林生態系保護地域に指定されている。  

本種は、主に原生的な森林内の斜面に巣穴を作り、これに隣接した草本類等の餌が多い

沢や二次林等を採食場所として利用している（環境省調査 2006～2013）。 

本種は、奄美大島に持ち込まれた外来種のフイリマングース（以下、「マングース」と

する）による捕食や、生息地の森林が開発されたことで、個体数が減少したと考えられて

いる。近年は、飼育放棄され野生化したノネコやノイヌによる捕食（4.b. (ii).1.2.で詳述）、

交通事故の増加などの問題も発生している。生息個体数は、奄美大島においては 2,000 頭

から 4,800 頭、徳之島においては 200 頭前後と推定されており（Sugimura and Yamada 

2004）、特に徳之島の個体群は危機的な状況にあると考えられる。  

本種は国内希少野生動植物種として、2004 年に保護増殖事業計画が策定されている。

2014 年には、今後 10 年の保護増殖事業を効果的に実施するため、達成すべき目標、活動

内容、成果、実施スケジュール等を明記した「保護増殖事業 10 ヶ年実施計画」を策定し

ている。こうした計画に基づき環境省では、2000 年に開設された奄美野生生物保護センタ

ーを拠点として、分布域や生息密度状況把握モニタリング、幼獣の糞塊調査による繁殖時

期の推定など生態情報の把握、交通事故防止対策等に取り組んでいる（4.b.(i).1.で詳述）。

また、環境省では、2000 年よりマングース防除に着手し、2005 年からは外来生物法に基

づく、マングース防除事業を実施している（4.b. (ii).1.1.で詳述）。 

奄美大島及び徳之島において、環境省が 2005 年から実施してきた沢沿いの糞塊調査の

結果、奄美大島では 2000 年に開始したマングース対策の成果等により、生息状況が近年

回復傾向にあるとみられる（Watari et al.，2013） 一方、徳之島では数年に渡り糞の確

認がない沢があるなど一部の地域で減少傾向が示唆されている（図●）。環境省では、徳之

島の生息状況を把握するため、2012 年より本格的にセンサーカメラによるモニタリングを

実施している。その他の調査や奄美大島におけるマングース防除事業における在来種モニ

タリング等から得られた生息情報をとりまとめ、本種の分布域を 1km あたりの出現密度の

メッシュデータで整理している（図●）。  

林野庁では国有林巡視業務として、奄美大島の金作原、神屋、八津野、湯湾岳国有林で

本種をはじめとした希少種のモニタリングを行っている（林野庁九州森林管理局，2014）。 
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図● 奄美大島及び徳之島におけるアマミノクロウサギの生息分布状況（凡例は、観察頻
度の高さを点数化した値を示す）（環境省資料より）  

図● 奄美大島のフン粒数 /100ｍの経年変化（アマミノクロウサギ保護増殖事業 10 カ年
実施計画より）  
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図● 徳之島のフン粒数/100ｍの経年変化（アマミノクロウサギ保護増殖事業 10 カ年実

施計画より）  
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4.a.2.1.2. イリオモテヤマネコ（Prionailurus bengalensis iriomotensis） 

イリオモテヤマネコは、1967 年に新種記載された、ベンガルヤマネコの西表島固有亜種

である。本種は IUCN レッドリスト（2014）、環境省レッドリスト（2012）で CR（絶滅

危惧 IA 類）に掲載されている。1977 年に国指定特別天然記念物に指定され、1994 年に

国内希少野生動植物種に指定されている。  

本種の生息地の一部は、1972 年に西表国立公園（現：西表石垣国立公園）に、1991 年

に西表島森林生態系保護地域に、1992 年に国指定西表鳥獣保護区に指定されている。  

推薦地の西表島は、90％以上が森林に覆われ、その大部分は常緑広葉樹の自然林と二次

林で、人工林（主としてリュウキュウマツ林）は 9.6％にすぎず、森林域の変化は少ない。

本種の内陸山地の生息地は大半がこれらの保護地域で保護されてきたが、好適生息地であ

る低地部については法的な保護措置がなされていなかったため、農地改良、観光開発、道

路整備が進められてきた（環境省 ,2014）。 

保護上の課題としては、海岸部における土地利用改変、道路建設、交通事故（4.b.(i).1.

で詳述）、外来種などが考えられている。外来種の影響としては、ノネコとの競合、猫免疫

不全ウイルス感染症等の感染症が懸念されている（環境省，2014；沖縄県，2005；岡村，

2007）（4.b. (ii).1.2.で詳述）他、外来種であるオオヒキガエルを捕食することにより毒で

死亡する可能性が指摘されている。また、近年はガイドツアーの増加により、これまでに

人がほとんど立ち入らなかった場所が利用されるようになり、イリオモテヤマネコの生息

環境に影響を及ぼすことが懸念されている。  

本種は国内希少野生動植物種として 1995 年に保護増殖事業計画が策定されている。こ

の計画に基づき環境省では、1995 年に開設した西表野生生物保護センターを拠点として、

調査研究や保全活動と、傷病個体の救護・リハビリテーションと野生復帰を実施している。

また、林野庁による保護管理事業として国有林内の巡視等でモニタリングが行われている。 

本種については、環境庁（現：環境省）により、第 1 次（1974～76 年）、第 2 次（1982

～84 年）、第 3 次（1992～93 年）、第 4 次（2005～2007 年）の特別調査が実施されてき

た。 

本種は単独性で、行動圏の大きさはオスが 1～10k ㎡ m2、メスが 1～5km2 ㎡であるが、

地域、季節、個体によって差が大きい。生息情報は沿岸側の標高 200m 以下の低地部に偏

り、山地部には少ないとされていたが、近年の研究では全島に広く分布することが示され

ている（伊澤ほか，2003）。近年における分布域の大きな変化は知られていない（環境省，

2014）。 

本種はこれまで、主に沿岸の低地部に高密度に分布すると考えられてきており、これを

前提として、その面積と生息密度から個体数は 100 頭前後（1994 年推定値：に 108～118

頭、と推定）で安定していると考えられていた。しかし、近年、低地部において定住個体
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数が減少傾向にあり、2008 年推定値：には 100～109 頭）と推定されてきたが、近年、林

野庁などが実施した内陸部の自動撮影カメラ調査の結果から、内陸側の山地部においても

低地部と同程度の生息密度で分布している可能性が示唆された。このため、実際の個体数

は、従来の推定個体数よりも多いものと推測される。  

、1994 年推定値から全体で約 7～8％、標高 200m 以下の低地部で約 9％の減少と推定

された（環境省，2014）。今後の研究課題として、山地部の個体群の把握が挙げられる。

従来は低地部で本種の生息密度が高いとされてきたが、山地部の生息密度とその低地部と

の差、山地部と低地部との移動の有無、利用環境、全島の個体数等、今後の保全を考える

上で必要な情報が不足している。林野庁などが実施した内陸部の自動撮影カメラ調査によ

って、沿岸側の低地部に高密度に生息しているとされていたヤマネコが島内全域に生息す

ることが確認された。内陸側の山地部においても低地部と同程度の生息密度であると予測

されている。  
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4.a.2.1.3.トゲネズミ属（Tokudaia 属） 

トゲネズミ属（Tokudaia 属）には、アマミトゲネズミ（Tokudaia osimensis）、トクノ

シマトゲネズミ（T. tokunoshimensis）、オキナワトゲネズミ（T. muenninki）の 3 種の

みが属し、それぞれ、奄美大島、徳之島、沖縄島にのみ生息する固有種である。  

 

①アマミトゲネズミ（Tokudaia osimensis） 

本種は、推薦地の奄美大島にのみ分布する。ウラジロガシやイジュなどを中心とした鬱

閉した常緑広葉樹林、あるいはスダジイなどの常緑広葉樹林に生息する。  

本種は IUCN レッドリスト（2014）及び環境省レッドリスト（2012）で EN（絶滅危惧

IB 類）に掲載されている。1972 年に国指定天然記念物に指定されている。  

本種の生息地の一部は、1965 年に国指定湯湾岳鳥獣保護区に、1968 年に神屋・湯湾岳

天然記念物に、2013 年に奄美群島森林生態系保護地域に指定されている。  

 本種は 1970 年代までは広範囲に生息していたが、1980 年以降は島の西部の湯湾岳から

南西部にある烏ヶ峰・烏帽子岳・油井岳周辺に限定されてきた（環境省，2014）。 

本種の保全上の課題として、1950 年代後半からの山地開発に伴うともなう大規模な皆伐

による森林伐採破壊、マングースやノネコ、ノイヌの捕食の影響が挙げられる。  

環境省では、2000 年よりマングース防除に着手し、2005 年からは、外来生物法に基づ

く、マングース防除事業を実施している。アマミトゲネズミ（奄美大島）は島内の 1km あ

たりの出現密度のメッシュデータが得られている。マングースが低密度化するとアマミト

ゲネズミの捕獲率と空間分布も増大し、地上生活者と考えられる本種の個体群の回復が少

しずつ示されている（Fukasawa et al.，2013；環境省，2014）。 

 

②トクノシマトゲネズミ（Tokudaia tokunoshimensis） 

本種は推薦地の徳之島にのみ分布し、スダジイ、ウラジロガシなどの常緑広葉樹林で、

大径木からなる自然林と過去に伐採を受けた二次林に生息する。 

本種は IUCN レッドリスト（2014）及び環境省レッドリスト（2012）で EN（絶滅危惧

IB 類）に掲載されている。1972 年に国指定天然記念物に指定されている。  

本種の生息地の一部は、2013 年に奄美群島森林生態系保護地域に指定されている。  

1975 年の最初の生息確認以降、全島的な分布の詳細は明らかにされていないが、分布は

天城岳と井之川岳を中心とした地域のみと考えられていた（環境省，2014）。そのような

中、2015 年５月に犬田布岳でも確認された。2004 年の調査では、捕獲率（100 わな日晩

に対する捕獲頭数）は 3％であった（環境省，2014）。 

本種の保全上の課題として、開発に伴う森林伐採による生息地の減少が考えられている。

また、近年はノネコによる捕食の影響が深刻である。環境省では 2014 年末より徳之島で
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ノネコの緊急捕獲実施、2015 年からは本格的な捕獲を開始している。  

 

③オキナワトゲネズミ（Tokudaia muenninki） 

本種は推薦地の沖縄島北部（やんばる地域）の国頭山地の西銘岳周辺のごく限られた範

囲－標高 300m 以上の林齢 30 年以上の林床植物の被度が高い森林－にのみ分布する（環

境省，2014；Kotaka et al.,2015）。 

本種は IUCN レッドリスト（2014）及び環境省レッドリスト（2012）で CR（絶滅危惧

IA 類）に掲載されている。1972 年に国指定天然記念物に指定されている。  

本種は 1939 年に名護市北部と国頭村で最初に採集されて以降、1988 年頃までは数年間

隔で採集や（死体等の）拾得の記録があったが、その後 1984 年および 1995～97 年の各

調査では捕獲できず、1988～97 年の 10 メッシュ調査範囲（1 メッシュ 1 ㎢）では、分布

確認は 3 メッシュ、痕跡確認、死体確認、撮影確認は各 1 メッシュであった。しかし、2007

～09 年の調査では西銘岳で捕獲され、現時点で生息域は約 16k ㎡ m2 と推定されている

（Kotaka et al.,2015）。生息密度の情報は少ないが、西銘岳周辺で最近実施された記号放

逐調査では、2012 年に 2.5 頭/100 わな日晩、2013 年には 1.7 頭/100 わな日晩の CPUE（100

わな日当たり捕獲数）が得られており、再捕獲率は 30～50％であった（城ヶ原ほか , 2013）。

こうした状況から、生息密度はそれほど高くないと考えられる。 

 本種の生息分布域が局限されている要因は、過去（1970 年代～90 年代）の開発に伴う

森林伐採や林道敷設、大型ダムの建設等による自然林の分断や生息地の狭小化、マングー

スやノネコなどの外来種の侵入と捕食等が考えられている（環境省，2014）。また、木戸

（2013）による、トゲネズミ属 3 種の mtDNA および核 DNA を用いた遺伝学的解析から、

アマミトゲネズミとトクノシマトゲネズミは遺伝的多様性が比較的保たれているのに対し、

オキナワトゲネズミは集団サイズが小さく遺伝的多様性が低く、絶滅の危険性が強く示唆

されている。トクノシマトゲネズミにおいても前述の生息状況から、オキナワトゲネズミ

と同様に、生息数減少や遺伝的多様性低下を起こしている可能性が高いと考えられている

（木戸ほか，2013）（図●）。  
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図● アマミトゲネズミ（奄美大島）、トクノシマトゲネズミ（徳之島）の生息分布状況（凡
例は、観察頻度の高さを点数化した値を示す）（環境省資料より）  

  

図● 近年におけるオキナワトゲネズミの分布情報（Kotaka et. al., 2015.より） 

 

図● トゲネズミ属 3 種の mtDNA の遺伝的多様性の比較（木戸，2013 より） 
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4.a.2.1.4. ケナガネズミ（Diplothrix legata） 

 本種は、推薦地である奄美大島、徳之島および沖縄島北部（やんばる地域）にのみ分布

する固有種である。奄美大島では標高 300～400m のアラカシ林、イタジイ林、伐採地で、

徳之島では森林率が 60％を超える標高 300～400m の地域で、沖縄島北部では中腹から山

頂にかけてのシイ・カシ天然林でよく確認されている（Odaichi et al.，2010）． 

本種は IUCN レッドリスト（2014）及び環境省レッドリスト（2012）で EN（絶滅危惧

IB 類）に掲載されている。1972 年に国指定天然記念物に指定されている。  

本種の保全上の課題として、3 島に共通して自然林の減少、道路敷設にともなう森林の

分断や交通事故（4.b.(i).1.で詳述）、ノネコやノイヌによる捕食（4.b. (ii).1.2.で詳述）が

挙げられ、奄美大島と沖縄島北部ではさらにマングースによる捕食（4.b. (ii).1.1.で詳述）

が挙げられる。  

本種は近年、環境省及び沖縄県により、1km あたりの出現密度のメッシュデータが得ら

れている。 

本種は、奄美大島では 1960 年代までは広範囲に分布したが、1980 年以降は島の中央部

から南西部に限定された。しかし、マングース防除事業でマングースが低密度化したため、

2000 年以降には本種の分布は拡大し、2008 年では南西部の広い範囲と北東部に分布がみ

られている（Fukasawa et al.，2013；環境省，2014）。徳之島では、北部と中央部に限定

され、森林が残された山地の天城岳、井之川岳、および犬田布岳に集中する。沖縄島では、

1929～80 年には塩屋地峡（大宜味村の塩屋湾と東村の平良を結んだ地域）以北のほぼ全

域で情報が得られていた。しかし、1988～97 年の国頭村での調査では分布や死体の確認

が 20 メッシュであった。近年は、2009 年以降に得た推定分布域は少しずつ広がっている

（環境省，2014）。 
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図● 奄美大島、徳之島、沖縄島北部（やんばる地域）のケナガネズミの生息分布状況（凡
例は、観察頻度の高さを点数化した値を示す95）（環境省資料より）  

 

                                                   
95 沖縄島北部の東側のピンク色で囲まれた区域は、米軍北部訓練場として使用されているため、調査が

十分ではないことに留意。  
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4.a.2.2. 鳥類 

4.a.2.2.1. アマミヤマシギ（Scolopax mira） 

アマミヤマシギは、奄美群島と沖縄諸島のみで生息が確認されているシギ科の固有種で

ある。本種は IUCN レッドリスト（2014）、環境省レッドリスト（2012）で VU（絶滅危

惧 II 類）に掲載されている。本種は、1993 年に国内希少野生動植物種に指定されている。  

本種の生息地の一部は、1965 年に国指定湯湾岳鳥獣保護区に、1968 年に神屋・湯湾岳

天然記念物に、2013 年に奄美群島森林生態系保護地域に指定されている。  

本種は、スダジイ等の優占する森林に生息するが、生息に適した環境の悪化等により、

現在個体数、生息地とも限られている。推薦地の奄美大島とその属島の加計呂麻島及び、

推薦地の徳之島にまとまった個体数が生息・繁殖している。喜界島、請島、与論島及び沖

縄島でも観察されているが、繁殖は確認されていない。生息個体数は 3,500～15,000 羽と

推定されている（BirdLife International， 2012）。 

保全上の課題として、地上に営巣するためマングースやノネコ、ノイヌの影響を受けや

すいと考えられる。また、交通事故や道路の舗装、拡幅、豪雨による崖崩れ、ヤギによる

海岸風衝林の一部の崩壊などが、本種の生息に影響を与えている可能性がある（環境省，

2014；Mizuta,2014）。 

本種は国内希少野生動植物種として、1999 年に保護増殖事業計画が策定されており、

2014 年には、今後 10 年の保護増殖事業を効果的に実施するため、達成すべき目標、活動

内容、成果、実施スケジュール等を明記した「保護増殖事業 10 ヶ年実施計画」を策定し

ている。こうした計画に基づき環境省では、2000 年に開設された奄美野生生物保護センタ

ーを拠点に、生息状況の把握・モニタリング、生息地における生息環境の維持・改善等に

取り組んでいる。  

生息状況については、2000 年より奄美大島、加計呂麻島及び徳之島で、繁殖期・育雛期

の夜間ルートセンサス調査を実施している。その結果、奄美大島では大きな変化は見られ

ないが、近年マングースの生息密度が比較的高い名瀬付近でも確認されるなど回復の兆し

が確認されている（図●、●）。そのため、徳之島では 2012 年から、加計呂麻島では 2013

年から、センサーカメラによるモニタリング調査を実施している。  

奄美大島では 2001 年より、標識の装着による個体識別やラジオトラッキング、センサ

ーカメラによる調査等を実施し、本種の行動や行動圏等を把握している。調査は奄美大島

北部地域で二次的環境の広がる地域と森林地域の異なる環境で実施し、年周行動や行動圏

等が明らかになってきた。繁殖期の利用環境として、耕作地から森林まであらゆる環境を

利用していることが確認された。  

また、本種は捕獲個体の計測により、性差、年齢差等の形態的特徴、野外での寿命など

基礎的な情報が蓄積されている。尾羽等のサンプルを用いて遺伝的解析を実施し、奄美大

島と徳之島の個体群、また奄美大島北部と南部（加計呂麻島を含む）の個体群で有意な遺
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伝的相違が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図●：全島ルートセンサスによる確認頻度の経年変化 
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図● アマミヤマシギの生息分布状況（凡例は、観察頻度の高さを点数化した値を示す）

（環境省資料より）  
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4.a.2.2.2. オオトラツグミ（Zoothera dauma major） 

 オオトラツグミは推薦地の奄美大島にのみ生息する、ヒタキ科のトラツグミ（Z. dauma）

の固有亜種である。環境省レッドリスト（2012）では VU（絶滅危惧 II 類）として記載さ

れている。本種は 1971 年に国指定天然記念物に指定されている。1993 年には国内希少野

生動植物種に指定されている。  

本種の生息地の一部は、1965 年に国指定湯湾岳鳥獣保護区に、1968 年に神屋・湯湾岳

天然記念物に、2013 年に奄美群島森林生態系保護地域に指定されている。  

本種は、樹冠が密閉し林床湿度の高い壮齢の常緑広葉樹林に主に生息する。1960～80

年代にこのような壮齢の常緑広葉樹林の減少と分断が急激に進んだが、1990 年代以降に伐

採量が減少し、森林は回復しつつある（環境省，2014）。 

本種の保全上の課題として、開発に伴う森林伐採等による森林の乾燥化・分断化、外来

動物の捕食による生息への影響が懸念されている。  

本種は国内希少野生動植物種として、1999 年に保護増殖事業計画が策定されており、

2014 年には、今後 10 年の保護増殖事業を効果的に実施するため、達成すべき目標、活動

内容、成果、実施スケジュール等を明記した「保護増殖事業 10 ヶ年実施計画」を策定し

ている。 

1994 年から特定非営利活動法人 NPO 法人奄美野鳥の会が本種の繁殖期のさえずり個体

数カウント調査を行っている。それによると、さえずり個体数は 500 個体前後である（特

定非営利活動法人 NPO 法人奄美野鳥の会，2013）。分布域は近年拡大しており、それに伴

い個体数も増加傾向が見られ、生息個体数は 1,572～5,180 個体程度と推定されている（環

境省那覇自然環境事務所，2014）。 

また、本種の繁殖に関する情報を収集するため、営巣場所の探索や繁殖行動等を観察し

ている。これまでの調査で営巣環境として標高の高い壮齢の広葉樹林が選好されている傾

向を確認している。繁殖行動の観察では、本種の産卵数（2～3 個）や抱卵・育雛の期間（そ

れぞれ 16 日間程度）・方法等を把握している。雛への給餌物はほとんどがミミズであるこ

とが確認され、本種の繁殖時期が餌となるミミズの発生時期と関係することが示唆されて

いる（Mizuta,2014）。 
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図● 奄美中央林道におけるさえずり個体の経年変化（NPO 法人奄美野鳥の会）  

 

図● オオトラツグミの生息分布状況（凡例は、観察頻度の高さを点数化した値を示す）

（環境省資料より） 
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4.a.2.2.3. ノグチゲラ（Sapheopipo noguchii） 

ノグチゲラは、沖縄島のみで生息が確認されているキツツキ科の固有種である。推薦地

の沖縄島北部（やんばる地域）の常緑広葉樹林に分布し、営巣地の南限は、名護市源河地

域周辺である。  

本種は IUCN レッドリスト（2014）、環境省レッドリスト（2012）で CR（絶滅危惧 IA

類）に掲載されている。本種は、1997 年に国指定特別天然記念物に指定され、1993 年に

国内希少野生動植物種に指定されている。本種の生息地の一部は、1972 年に与那覇岳天然

保護区域に指定され、2009 年に国指定やんばる（安田）鳥獣保護区及び、やんばる（安波）

鳥獣保護区に指定されている。東村では、営巣地への立ち入り制限を含む「ノグチゲラ保

護条例」が 2010 年に施行されている。  

本種の主要な生息地は、スダジイの優占する常緑広葉樹の老齢林である。主に胸高直径

約 20cm 以上の心材が腐朽した大径木や立枯れ木で営巣する。明治以前は沖縄島中部の恩

納村まで生息したとされるが、明確な記録はない。第二次世界大戦以降の大規模な開発に

伴う森林伐採や、道路整備・林道敷設農地開発、ダム建設などで老齢の常緑広葉樹林の面

積が激減したことに伴い、現在の本種の繁殖分布域は沖縄島北部の国頭村および、大宜味

村、東村の一部である（環境省，2014）。近年は、外来（ノネコ）・在来（ハシブトガラス）

種の捕食圧が増加していると考えられる（環境省，2014）。 

本種は 1993 年に国内希少野生動植物種として保護増殖事業計画が策定され、1999 年か

ら環境省による標識個体の追跡調査が実施され、成鳥の定住性、行動圏の広さ、つがい関

係の継続、産卵数、巣立ちヒナ数などの生態が調べられている。また、DNA 分析により、

捕獲個体の性別、系統関係及び遺伝的多様性の程度を調査している。  

本種は 1980 年代までに急速に個体数が減少し、その後は少ない底の状態で安定してい

ると推定される（環境省，2014）。1990 年代の調査では、個体数は約 320～390 羽 と推定

されている96（安座間・石田、1997）。近年、主要生息地周辺の二次林においても営巣が確

認されるようになってきており、現在、個体数推定手法の検討を行っている（環境省，2014）。

2015 年 5 月に、従来の分布南限よりも南の名護市で本種の営巣とヒナの巣立ちが確認さ

れた（環境省，2015）。 

 
引用文献 
安座間安史，石田健．1997．ノグチゲラとやんばるの森．Birder．11(6): 32-36. 
環境省自然環境局野生生物課希少種保全推進室（編）．2014．レッドデータブック 2014－

日本の絶滅のおそれのある野生生物－２ 鳥類．株式会社ぎょうせい．  
環境省那覇自然環境事務所ホームページ 管内の希少野生生物保護事業  

http://kyushu.env.go.jp/naha/wildlife/kisyou.html 
環境省那覇自然環境事務所．2015．報道発表（2015 年 5 月 15 日）：名護市におけるノグ

チゲラの営巣と巣立ちの確認について（お知らせ）   
環境省やんばる野生生物保護センターホームページ http://www.ufugi-yambaru.com/ 

                                                   
96 環境省 RDB2014 では、「1990 年前後に行われた調査結果から、200 つがい未満の営巣数と、最大 500

羽程度の生息個体がいる可能性が示唆されている」と記述しているが、元文献が不明。  
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4.a.2.2.4. ヤンバルクイナ（Gallirallus okinawae Hypotaenidia okinawae） 

（日本鳥類目録改訂第 7 版では Gallirallus okinawae） 

 ヤンバルクイナは 1981 年に新種記載されたほぼ無飛力のクイナで、推薦地の沖縄島北

部（やんばる地域）にのみ分布する固有種である。常緑広葉樹林の林床や周辺の草原に留

鳥として周年生息し、繁殖期は主に 4〜7 月で地上に営巣する（環境省，2014）。 

 本種は IUCNレッドリスト（2014）では EN（絶滅危惧 IB類）、環境省レッドリスト（2012）

では CR（絶滅危惧 IA 類）に記載されている。1982 年に国指定天然記念物に指定され、

1993 年に国内希少野生動植物種に指定されている。  

本種の生息地の一部は、1972 年に与那覇岳天然保護区域に指定され、2009 年に国指定

やんばる（安田）鳥獣保護区及び、やんばる（安波）鳥獣保護区に指定されている。  

本種の保全上の課題として、マングースやノネコ、ノイヌなどによる捕食が個体数減少

の主な原因と考えられているが（4.b. (ii).1.1.及び 4.b. (ii).1.2.で詳述）、近年は、交通事故

等による死亡確認例も増加している（4.b.(i).1.で詳述）。 

2000 年から沖縄県によるマングース防除事業が開始された。環境省では 1999 年に開設

したやんばる野生生物保護センターを拠点に、2001 年からマングース・ノネコの防除事業

を実施している。さらに、2004 年には国内希少野生動植物種として保護増殖事業計画が策

定された。これに基づき、環境省による生息状況及び生態の把握が進められている。  

その結果、1985 年の分布域の面積は約 320 ㎢で、南限は大宜味村塩屋湾の南側、推定個体

数 1,500〜2,100 羽とされていたが、その後次第に減少し 1990 年頃から南限付近で生息が確認

されなくなり、1997 年頃には南限はさらに謝名城～福地ダムのラインまで北上し、2000 年に

は大宜味村で見られなくなり、2005 年には東村でもほぼ見られなくなり国頭村のみの分布と

なった（図●）（尾崎ほか，2002；環境省，2014）。生息可能範囲は 20 年間で約 34％減少と

推定され、個体数は 580〜930 羽と約 60％の減少となった（環境省，2014）。2006 年以降はや

や回復傾向が見られ、2010 年には 1,050 羽とされ、近年生息が確認できなかった大宜味村北

部の山中や、東村高江での生息が確認されてきている（図●）（環境省那覇自然環境事務所，

2014；環境省やんばる野生生物保護センターホームページ）。2011 年度以降の推定個体数は約

1,500 羽で推移している。これはマングース防除事業の成果と考えられる。  

本種は生息域の縮小が著しかったことから、繁殖技術の確立と飼育下における生態的知

見の把握及び一定の個体数の維持を図るため、NPO 法人どうぶつたちの病院沖縄により

2005 年にヤンバルクイナ救命救急センターが設置され飼育下繁殖の取組が開始され、

2007 年に本種で初めて飼育下繁殖に成功した。その後、保護増殖事業計画に基づいて 2008

年に環境省が「ヤンバルクイナの飼育下繁殖に関する基本方針」を策定し、2009 年には飼

育繁殖施設を開設し、ファウンダーの確保と飼育繁殖技術の開発が行われている（環境省，

2014）。2013 年には国頭村ヤンバルクイナ生態展示学習施設が開所し、人工孵化個体１羽

が飼育展示され、本種の保全のための普及啓発に活用されている。  
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図● ヤンバルクイナの 1985 年～2001 年にかけての分布南限の変遷（a）及び、2000 年

のマングースの分布状況（ｂ）．  

 

 

図● ヤンバルクイナの生息確認調査結果（左：2014 年、右：2009 年） 

 

引用文献 

尾崎清明・馬場孝雄・米田重玄・金城道男・渡久地豊・原戸鉄二郎．2002．ヤンバルクイ

ナの生息域の減少．山科鳥類研究所研究報告．34:136-144．公益財団法人山科鳥類研

究所． 

環境省自然環境局野生生物課希少種保全推進室（編）．2014．レッドデータブック 2014－

日本の絶滅のおそれのある野生生物－２ 鳥類．株式会社ぎょうせい．  

環境省那覇自然環境事務所．2015．報道発表（2015 年 8 月 24 日）：平成 26 年度沖縄島北

部地域におけるマングース防除事業の実施結果及び 267 年度計画について（お知らせ） 

環境省那覇自然環境事務所ホームページ 管内の希少野生生物保護事業  

http://kyushu.env.go.jp/naha/wildlife/kisyou.html 

環境省やんばる野生生物保護センターホームページ http://www.ufugi-yambaru.com/ 

  

図５．ヤンバルクイナの生息確認調査結果 （左：平成 26 年度、右：平成 21 年度） 
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4.a.2.2.3. カンムリワシ（Spilornis cheela perplexus） 

種カンムリワシ（Spilornis cheela）は、インドから中国南部、インドシナ半島、マレー

半島、スリランカ、ジャワ、中国、台湾、八重山諸島などのアジア大陸南部とその周辺の

島々に分布し、21 亜種に分けられる。日本では推薦地の西表島を含む八重山列島（西表島、

石垣島、与那国島）に周年生息し、種カンムリワシの中では北限に分布する亜種である。  

IUCN レッドリスト（2014）では LC（軽度懸念）、環境省レッドリスト（2012）では

CR（絶滅危惧 IA 類）。1972 年に国指定天然記念物に、1977 年に国指定特別天然記念物に

指定され、1993 年に国内希少野生動植物種に指定されている。  

本種の生息地の一部は、1972 年に西表国立公園（現：西表石垣国立公園）に、1991 年

に西表島森林生態系保護地域に、1992 年に国指定西表鳥獣保護区に指定されている。また、

近隣の与那国島の中央部にも 1981 年に国指定与那国鳥獣保護区が指定されている。  

 本種の保全上の課題として、主な採餌環境である森林に接した湿地や水田が畑や牧場な

どに変わり、生息環境が悪化しつつある。交通事故の事例が増加していることが挙げられ

る（環境省，2014）。 

 本種は森林に接した開けた場所で採餌し、森林をねぐらや休息地、営巣場所として利用

する。西表島、石垣島ともに林縁と湿地や水田、休耕田、草地での出現頻度が高く、主要

な生息環境は隣接して湿地や草地を持つ森林と言える。西表島では、冬期には森林の周辺

部にほとんどの個体が移動する（環境省，2014）。 

環境省では 2003 年から本種の生息数の把握、行動追跡調査及び交通事故発生要因の調

査等を実施している。また、民間団体と協力しながら交通事故対策を実施している

（4.b.(i).1. 道路整備、で詳述）。  

日本野鳥の会八重山支部が 1998 年に実施した調査では、西表島で 104 羽、石垣島では

91 羽を記録した。環境省那覇自然環境事務所とカンムリワシ・リサーチが 2012 年に実施

した調査では、西表島では 76 羽、石垣島では 110 羽の生息が確認された。生息数は 200

羽以上と推定される（カンムリワシ・リサーチ，2012）。 

  

引用文献 

環境省自然環境局野生生物課希少種保全推進室（編）．2014．レッドデータブック 2014－

日本の絶滅のおそれのある野生生物－２ 鳥類．株式会社ぎょうせい．  

環境省那覇自然環境事務所ホームページ 管内の希少野生生物保護事業  

http://kyushu.env.go.jp/naha/wildlife/kisyou.html 

日本野鳥の会八重山支部．1998．カンムリワシ生息実態調査検討報告書．66pp. 

カンムリワシ・リサーチ．2012．平成 21 年度カンムリワシ生息状況等調査報告書．環境

省沖縄奄美地区自然保護事務所．  
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4.a.2.2.4. ルリカケス（Garrulus lidthi） 

本種は、推薦地の奄美大島（周辺離島の加計呂麻島、請島、枝手久島を含む）のみに生

息する固有種である。自然性の高い常緑広葉樹林のほか、リュウキュウマツの多い若齢二

次林内でも活動しており、海岸や市街地に隣接する樹林、そうした樹林に隣接する畑地に

も飛来する。  

本種は 1921 年に国指定天然記念物に指定されている。  

本種の生息地の一部は、1965 年に国指定湯湾岳鳥獣保護区に、1968 年に神屋・湯湾岳

天然記念物に、2013 年に奄美群島森林生態系保護地域に指定されている。  

本種は IUCN のレッドリスト（2014）では VU（絶滅危惧Ⅱ類）として記載されている。

環境省レッドリストでは絶滅危惧Ⅱ類（VU）として記載されていたが、森林等の生息地の

回復や 1990 年代から森林伐採は減少低下し、気候に恵まれて森林の更新が活発なこと、

2000 年から実施されたマングース防除事業が成果をあげていること、任意観察とセンサ

ス調査の結果から生息域全体で常時生息と繁殖が確認されることなどから、すぐに絶滅が

懸念され、緊急対策が必要な状態ではなくなったと判断され（環境省，2010）、2007 年

のレッドリスト改訂時にランク外となり、種の保存法に基づく国内希少野生動植物種の指

定も 2008 年に解除された（環境省，2008）。 

現在得られる情報や調査・研究体制から、本種の正確な生息個体数とその変動を推定す

ることはできないが、石田（2008）は環境省の第 5 回自然環境保全基礎調査の植生調査結

果（生息 4 島で本種が生息可能な二次林を含む森林面積 687k ㎡ m2）、本種の群れ構成（繁

殖つがい、巣立ちヒナ、ヘルパーから成る 2～7 個体程度）、野外調査結果や近縁種の行

動圏面積を参考にした概数値推定生息密度（1 群れ／1k ㎡ m2）から、きわめておおざっ

ぱな推定値として、各島の生息数は、最低の推定値として奄美大島が 600 群れ程度、加計

呂麻島が 70 群れ程度、枝手久島が 6 群れ程度、請島が 12 群れ程度と考えられ、それよ

りも多く生息していると思われるとしている。  

本種は、2006 年以降、オオトラツグミ保護増殖事業で実施したでルリカケスのコールバ

ック調査、アマミヤマシギ保護増殖事業で実施した自動車による夜間林道センサス調査、

マングース防除事業でマングースバスターズが実施した希少種調査、奄美野生生物保護セ

ンターの生きもの情報により、1km あたりの出現密度のメッシュデータが整理されている。

その結果、奄美大島北部の笠利半島は出現密度が低いものの、島のほぼ全域にわたって出

現し、島南西部の山地と北東部の山地で出現密度が高い（図●）。  

石田（2008）は、本種の個体群は、好適な生息環境である照葉樹林の伐採、捕食者とし

て本種にへ与える影響の大きいマングース、ノネコ等の外来種及びハシブトガラス等の在

来種、冬の生存率と翌春の繁殖成績に影響を与えているらしいスダジイ等の堅果の豊凶に

より変動することが示唆されるとしている。また、奄美大島や加計呂麻島で大発生してい
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るマツ枯れ（マツ材線虫病）により、リュウキュウマツの更新は盛んで若木が成長してい

るが、広い範囲の森林が若齢二次林の状態により長く留まるため、本種の生息により好適

と考えられる照葉樹林への遷移が遅れる可能性があるとしている。  

林野庁鹿児島森林管理署、東京大学、NPO 法人奄美野鳥の会は、奄美市の金作原国有林

内や龍郷町一里原に本種の巣箱を設置して生態観察を実施している（石田，2008）。  

東京都恩賜上野動物園では、ルリカケスの域外保全個体群の形成を目的として 2012 年現在

飼育や繁殖を試みるとともに、東京大学、奄美野鳥の会と協力して生態調査を行っている（上

野動物園，2012）。  

 

 

図● 奄美大島におけるルリカケスの生息分布状況（凡例は、観察頻度の高さを点数化した値

を示す）（環境省資料より）  

 

引用文献 

石田健．2008．ルリカケスが日本のレッドリスト（環境省）からはずれるにあたっての生

息状況報告書． 

http://forester.uf.a.u-tokyo.ac.jp/~ishiken/japanese/amami/ruri2008.pdf 

環境省．2008．報道発表資料（平成 20 年 7 月 18 日）「絶滅のおそれのある野生動植物の

種の保存に関する法律施行令の一部を改正する政令」について．  

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=10002 

環境省自然環境局野生生物課．2010．改訂レッドリスト付属説明資料  鳥類．p.12． 

上野動物園．2012．上野動物園見学会資料ルリカケス Garrulus lidthi の域外保全．日本

鳥学会創立 100 周年/上野動物園創設 130 周年共同企画．  
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4.a.2.2.5. アカヒゲ（Erithacus komadori） 

種アカヒゲ（Erithacus komadori）は、南西諸島と男女群島の森林に生息する日本固有

種である。徳之島以北に分布する本亜種（基亜種アカヒゲ（E. k. komadori）と沖縄島に

分布する亜種ホントウアカヒゲ（E. k. namiyei）とは形態的にも遺伝的にも明確に異なる。 

種アカヒゲとしては、IUCN レッドリスト（2014）で NT（準絶滅危惧種）に記載され

ており、1970 年に国指定天然記念物に指定されている。  

 

① 亜種アカヒゲ（Erithacus komadori komadori） 

本亜種は推薦地の奄美大島（周辺島嶼を含む）と徳之島のほか、九州の男女群島、トカ

ラ列島で繁殖する（関，2012）。環境省レッドリスト（2012）で VU（絶滅危惧 II 類）に

記載されている。1993 年に国内希少野生動植物種に指定されている。  

本亜種は下層植生の発達した常緑広葉樹林で生息密度が高いが、二次林や社寺林、屋敷

林にも生息する（関，2012）。トカラ列島では高密度に生息している地域もあるが、その

他の地域の生息密度は高くない。1980 年には、さえずり個体密度と生息地面積から個体数

推定が試みられた（環境庁，1981）。推薦地の奄美大島では約 21,000〜37,500 羽、徳之島

では約 18,800〜21,300 羽と報告されているが、信頼性は必ずしも高くない。近年の個体

数は調べられていないが、さえずり個体の密度は 1980年の記録ほど高くない地域が多い。  

奄美大島ではマングースが本亜種の捕食者となっているが（亘，2013）、近年ではマン

グース防除事業が継続的に行われており、捕食圧の低減が期待される。奄美群島・トカラ

列島の一部では、野生化したヤギの採食により、本亜種の生息環境となる下層植生の衰退

が懸念される。開発に伴う森林伐採等の拡大は、生息地面積の減少につながる可能性があ

る。 

 

②亜種ホントウアカヒゲ（Erithacus komadori namiyei） 

 沖縄島北部（やんばる地域）の森林にのみ留鳥として生息する固有亜種である。環境省

レッドリスト（2012）で EN（絶滅危惧 IB 類）に記載されている。1993 年に国内希少野

生動植物種に指定されている。  

常緑広葉樹林で、シダなどの下層植生の茂った場所や谷地形の場所に多い。二次林にも

生息する。マングースの分布拡大に伴って、沖縄島中部では繁殖する個体がほとんど見ら

れなくなった（沖縄県文化環境部自然保護課，2003；小高ら，2009）。 

沖縄島北部地域の一部では高密度に生息しているが、その他の地域の生息密度は高くな

い。1980 年には、さえずり個体密度と生息地面積から個体数推定が試みられ、沖縄島北部

で約 25,900〜36,000 羽、中部で約 2,000〜3,450 羽と報告されているが、過大評価であっ

た可能性も指摘されている（環境庁  1981）。近年の個体数は調べられていないが、沖縄県
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が実施するマングース防除事業で実施したコールバック調査、環境省・沖縄県が実施する

事業での CPUE、やんばる野生生物保護センターの生きもの情報で、地域内の確認頭数・

頻度のデータがとられている。  

 

 

図● 沖縄島北部（やんばる地域）のホントウアカヒゲの生息分布状況（凡例は、観察頻度

の高さを点数化した値を示す97）（環境省資料より）  

 

引用文献 

環境省自然環境局野生生物課希少種保全推進室（編）．2014．レッドデータブック 2014－

日本の絶滅のおそれのある野生生物－２ 鳥類．株式会社ぎょうせい．  

環境庁．1981．昭和 55 年度特殊鳥類調査報告書．131pp. 

小高信彦・久高将和・嵩原建二・佐藤大樹，2009．沖縄島北部やんばる地域における森林

性動物の地上利用パターンとジャワマングース Herpestes javanicus の侵入に対する

脆弱性について．日本鳥学会誌，58: 28-45. 

関伸一．2012．生態図鑑アカヒゲ．バードリサーチニュース．9(1): 4-5. 

亘悠哉．2008．外来種ジャワマングースが奄美大島の在来生物群集に及ぼす影響とその機

構の解明．東京大学大学院農学生命科学研究科博士論文．  

                                                   
97 沖縄島北部の東側のピンク色で囲まれた区域は、米軍北部訓練場として使用されているため、調査が

十分ではないことに留意。  
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4.a.2.3. 爬虫類 

4.a.2.3.1.トカゲモドキ種群 

 中琉球に分布するクロイワトカゲモドキ種群は、同属の近縁群が近隣の島嶼には分布せ

ず、中国南部やベトナムに離れて分布している遺存固有の種群である。また、近年の系統

解析により、中琉球の中でも島・地域ごとに高度に多様化していることが判明している。 

 

① オビトカゲモドキ（Goniurosaurus splendens）98 

オビトカゲモドキは、推薦地の徳之島にのみ分布する固有種である。以前はクロイワト

カゲモドキの亜種とされていたが、Honda et al.（2014）による分子系統解析により独立

種とされた。IUCN レッドリスト（2014）及び、環境省レッドリスト（2012）ではクロイ

ワトカゲモドキの亜種（G. kuroiwae splendens）として EN（絶滅危惧 IB 類）として掲

載されている。  

本種は主に常緑広葉樹の自然林や回復の進んだ二次林に生息するが、森林に隣接した農

耕地や住宅地周辺などにも出現する（環境省，2014）。 

本種は 2003 年に鹿児島県指定の天然記念物、2004 年に鹿児島県指定希少野生動植物種、

2015 年に国内希少野生動植物種に指定されており、捕獲、殺傷、譲渡等が禁じられている。  

本種の保全上の課題として、農業用の土地改良、道路の建設、開発に伴う森林伐採によ

る生息地の縮小のほか、愛好家者等による捕獲も行われている可能性が高く、個体群への

影響が懸念されている（環境省，2014）。 

本種の分布域や個体数については資料が少なく、経時的な変化は詳しく分からないが、徳

之島の中部や南部で土地改良が進み、分布域は狭まっていると考えられ、それに伴い個体

数も減少傾向にあると考えられる（環境省，2014）。本種は、2009 年より、アマミヤマシ

ギ保護増殖事業で実施した自動車による夜間林道センサス調査および、奄美野生生物保護

センターの生きもの情報で、島内の１km あたりの出現密度のメッシュデータで整理して

いる。 

 

② クロイワトカゲモドキ（Goniurosaurus kuroiwae） 

種クロイワトカゲモドキ（G. kuroiwae）は、沖縄諸島の固有種である。推薦地のやん

ばる地域沖縄島北部を含む沖縄島と周辺属島（古宇利島、瀬底島、屋我地島）に分布する

基亜種クロイワトカゲモドキ（G. kuroiwae kuroiwae，環境省レッドリスト（2012）で

VU）、久米島の亜種クメトカゲモドキ（G. k. yamashinae，同 CR）、伊平屋島の亜種イヘ

ヤトカゲモドキ（G. k. toyamai，同 CR）、渡名喜島、渡嘉敷島、伊江島の亜種マダラトカ

ゲモドキ（G. k. orientalis，同 EN）の 4 固有亜種が知られている。  

                                                   
98 IUCN レッドリストや環境省レッドリスト、種の保存法では亜種（G. kuroiwae splendens）で表記

されているが、最新の知見に基づいて独立種（Goniurosaurus splendens）として表記した。  
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種クロイワトカゲモドキは 1978年に沖縄県指定の天然記念物に指定されている。また、

本亜種を含む 4 亜種は各々、2015 年に国内希少野生動植物種に指定され、捕獲、殺傷、

損傷、譲渡等が禁じられている。このうち亜種クロイワトカゲモドキは、常緑広葉樹の自

然林や回復の進んだ二次林に生息し、これらの植生をともなう石灰岩地域でよく見られる。

沖縄島では北部から南部に至る広い範囲に分布しているが、中南部では生息条件を満たす

森林は限られ断片化が進み、分布も不連続である。資料が不足しており、個体数やその減

少率を具体的に推定するのは不可能だが、沖縄島中南部と古宇利島では生息適地やその周

辺の環境改変で個体数は減少していると考えられ、瀬底島と屋我地島では生息確認地点が

限られ（環境省 ,2014）、推薦地の沖縄島北部（やんばる地域）が主要な生息地と考えられ

る。 

開発に伴う森林伐採、宅地造成、道路整備など、さまざまな人間活動にともなう環境改

変により生息地が消失している。また、愛好家者等による捕獲も圧迫要因になっていると

考えられる。外来性の食肉類による捕食の影響も懸念される（環境省 ,2014）。 

沖縄島北部（やんばる地域）においては、2008 年より沖縄県及び環境省のマングース防

除事業で実施した夜間林道センサス調査および、やんばる野生生物保護センターの生きも

の情報で、地域内の１km あたりの出現密度のメッシュデータで整理している。  

 環境省では 2015 年より、オビトカゲモドキ及びクロイワトカゲモドキ（全亜種）の生

息状況把握と保全対策を検討するための調査を開始している。  

種クロイワトカゲモドキは 1978 年に沖縄県の天然記念物に指定されている。また、本

亜種を含む 4 亜種は各々、2015 年に国内希少野生動植物種に指定され、捕獲、殺傷、損

傷、譲渡等が禁じられている。  
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4.a.2.3.2.リュウキュウヤマガメ（Geoemyda japonica） 

リュウキュウヤマガメは、推薦地を含む沖縄島、渡嘉敷島、久米島に分布する沖縄諸島

の固有種である。常緑広葉樹の自然林、ならびに回復の進んだ二次林に生息する。とくに

渓流に隣接した場所を好む傾向がある（環境省 ,2014）。 

本種は 1972 年に沖縄県指定の天然記念物、1975 年に国指定天然記念物に指定され、以

後、捕獲が禁止されている。また 2013 年にワシントン条約の附属書 II に記載され、国際

的な商取引が制限され、とくに商業目的での日本からの持ち出しが禁止されている。本種

の分布現況として、久米島では、1990 年代にはすでに生息地が北部の宇江城岳周辺と南東

部のアーラ岳周辺に限られており、現在もこのような島内分布の分断状態は継続している。

渡嘉敷島での分布の詳細は不明である。沖縄島では、2000 年代以降の分布は名護市北部か

ら大宜味村以北の地域に限られ、1970～80 年代に目撃記録のあった名護市南部や本部半

島では見られず、分布範囲は明らかに縮小しており（環境省，2014）、推薦地の沖縄島北

部（やんばる地域）が主要な生息地となっている。個体数に関する直接的なデータはない

が、近年の目撃頻度の激減、目撃範囲の顕著な縮小から考えて、個体数が減少傾向にある

（環境省，2014）。 

沖縄島北部や久米島では開発に伴う森林伐採、また、沖縄島北部と渡嘉敷島ではダム建

設や河川改修による生息地の縮小が懸念される。さらに本種が分布する 3 島すべてで、道

路や側溝の整備も進められており、生息地の分断、そしてとくに沖縄島における道路を利

用したノネコ、マングースなどの外来種、本種との交雑能を有する外来種のミナミイシガ

メ（Mauremys mutica）、セマルハコガメ（Cuora flavomarginata）の侵入も懸念されて

いる（環境省，2014）。 

推薦地を含む沖縄島北部（やんばる地域）では、2008 年より環境省、沖縄県が実施する

事業での CPUE（1000 わな日当たり捕獲数）及びおよび、やんばる野生生物保護センタ

ーの生きもの情報で、地域内の１km あたりの出現密度のメッシュデータで整理している。 

本種は 1972 年に沖縄県の天然記念物、1975 年に国指定天然記念物に指定され、以後、捕獲

が禁止されている。また 2013 年にワシントン条約の附属書 II に記載され、国際的な商取引が

制限され、とくに商業目的での日本からの持ち出しが禁止されている。  

 

引用文献 

環境省自然環境局野生生物課希少種保全推進室（編）．2014．レッドデータブック 2014－

日本の絶滅のおそれのある野生生物－３ 爬虫類・両生類．株式会社ぎょうせい．  
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4.a.2.4. 両生類 

4.a.2.4.1. イシカワガエル種群 

中琉球に分布するイシカワガエル種群は、アマミイシカワガエルが奄美大島に、オキナ

ワイシカワガエルが沖縄島にそれぞれ分布している。中国から東南アジアに広く分布する

ニオイガエル種群に含まれるが、分子系統解析により、中新世の中期から後期に他群から

分岐し、その後、鮮新世から更新世に、奄美大島集団と沖縄島集団が分岐したと考えられ

ている。 

 

① アマミイシカワガエル（Odorrana splendida） 

本種は、推薦地の奄美大島にのみ分布する固有種である。以前は沖縄島の集団とともに

イシカワガエルとされていたが、Kuramoto et al.（2011）による分子系統解析により独立

種とされた。環境省レッドリスト（2012）では独立種として EN（絶滅危惧 IB 類）に掲

載されている。IUCN レッドリスト（20142015）では沖縄島の集団とともにイシカワガエ

ル（O. ishikawae）として EN（絶滅危惧 IB 類）に掲載されてい EN（絶滅危惧 IB 類）

に掲載されている。2003 年に鹿児島県指定の天然記念物に、2004 年に鹿児島県指定希少

野生動植物種に指定され、捕獲や殺傷が禁止されている。  

本種は 生息地は山地に限定され、平坦な笠利半島からの記録はない。常緑広葉樹の自

然林に覆われた河川の源流域の渓流に生息する（環境省，2014）。分布面積は 150km2 ㎡

未満と思われる（環境省，2014）。 

本種の保全上の課題として、開発に伴う森林伐採等による生息地の分断、ダム建設、マ

ングースによる捕食、林道での交通事故等が挙げられる（環境省，2014）。 

本種は、アマミヤマシギ保護増殖事業で自動車による夜間林道センサス調査や、マング

ース防除事業でマングースバスターズが実施した在来動物モニタリング、奄美野生生物保

護センターの生きもの情報で、2009 年以降の奄美大島島内の 1km あたりの出現密度のメ

ッシュデータで整理している。その結果、環境省が 2000 年に開始したマングース防除事

業の成果等により、生息状況が近年回復傾向にあるとみられている（Watari et al.，2013）。 

 

② オキナワイシカワガエル（Odorrana ishikawae） 

本種は、推薦地の沖縄島北部にのみ分布する固有種である。以前は奄美大島の集団とと

もにイシカワガエルとされていたが、Kuramoto et al.（2011）による分子系統解析により

奄美大島集団とは別種とされた。環境省レッドリスト（2012）では EN（絶滅危惧 IB 類）

に掲載されている。IUCN レッドリスト（20152014）では奄美大島の集団とともにイシカ

ワガエル（O. ishikawae）として EN（絶滅危惧 IB 類）に掲載されている EN（絶滅危惧

IB 類）に掲載されている。1985 年に沖縄県指定の天然記念物に指定され、捕獲、殺傷が
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禁止されている。  

本種は、常緑広葉樹に覆われた山地の河川の源流域、上流域に生息する。本種の保全上

の課題として、開発に伴う森林伐採、ダム建設、道路工事などによる生息地の消失、劣化

が本種の生息を圧迫する主要因と考えられる。また、道路上で轢死体をみる機会も多くな

っており、交通事故これも生息を脅かす一因となっていると考えられる（環境省，2014）。 

本種は、1970 年代には名護市の渓流でも確認されていたが、1993 年の確認を最後に記

録がない。また、かつては本部半島にも少数が生息していたが、現在では確認できなくな

っており（環境省，2014）、現在は推薦地の沖縄島北部（やんばる地域）が主要な生息地

となっており、いる。千木良(2003)は、このような分布縮小の原因としてマングースやノ

ネコによる捕食の影響が考えられるとしているとの指摘もある。（千木良，2003） 

本種は、沖縄県及び環境省のマングース防除事業で実施した夜間林道センサス調査及び

やんばる野生生物保護センターの生きもの情報により、2008 年以降の 1km あたりの出現

密度のメッシュデータで整理している。その結果、大宜味村北東部や東村北西部、国頭村

の山間部においての大部分、特に 3 村の村境から国頭村中央の山岳脊梁部に沿って、出現

密度の高いメッシュが多く見られる。  
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4.a.2.4.2. Babina 属（オットンガエル、ホルストガエル） 

オットンガエルとホルストガエルは、ともに成体で体長 10cm を超えるアカガエル科

Babina 属の大型のカエルである。この 2 種の最も大きな特徴が前肢の指は 5 本ある（拇

指を有する）ことである。遺存性の高い系統群を構成している。  

 

① オットンガエル（Babina subaspera） 

本種は、推薦地の奄美大島とその属島の加計呂麻島にのみ分布する固有種である。常緑

広葉樹の自然林、よく回復した二次林に生息する。成体は農地や公園などの人為的な環境

も含め、比較的幅広い環境下で見られる。しかし、変態後の幼体の生育には、湿潤で小型

の無脊椎動物に富んだ常緑広葉樹の自然林や、よく回復した二次林が必要と思われる（環

境省，2014）。IUCN レッドリスト（2014）、環境省レッドリスト（2012）で EN（絶滅危

惧 IB 類）に掲載されている。2005 年に鹿児島県指定天然記念物に指定され、2013 年に

奄美大島５市町村指定希少野生動植物種に指定され、捕獲や殺傷採集が禁止されている。  

本種が分布する 2 島では、海岸近くの平地や市街地、畑地を除く比較的広い範囲に見ら

れるが、それでも分布面積は合わせて 500k ㎡ m2 未満と思われる（環境省，2014）。奄美

大島北東部および加計呂麻島の集団が遺伝的に分化していることが報告されている（Iwai 

et al.，2012 )。 

本種の保全上の課題として、主要な生息地である奄美大島では、1980 年代初頭から継続

している開発に伴う森林伐採等による繁殖適地の減少が懸念される。加えて生息域へのマ

ングース侵入の影響が挙げられる。  

本種は、アマミヤマシギ保護増殖事業で自動車による夜間林道センサス調査や、マング

ース防除事業でマングースバスターズが実施した在来動物モニタリング、奄美野生生物保

護センターの生きもの情報で、2009 年以降の奄美大島島内の 1km あたりの出現密度のメ

ッシュデータで整理している。その結果、環境省が 2000 年に開始したマングース防除事

業の成果等により、生息状況が近年回復傾向にあるとみられている（Watari et al.，2013）。 

 

② ホルストガエル（Babina holsti） 

本種は、推薦地の沖縄島北部（やんばる地域）のほか、慶良間諸島列島の渡嘉敷島に分

布する固有種である。沖縄島北部の山地に生息する大型のカエル類のなかでは例外的に渡

嘉敷島にも見られることから、この地域の生物相の成り立ちや、古環境を知るためにも重

要な種といえる。DNA 情報を用いた最近の研究により、沖縄島と渡嘉敷島の集団は遺伝

的に明瞭に分化していることが示されている（Tominaga et al.，2014）。 

本種は、常緑広葉樹の自然林、良く回復した二次林に生息する。河川の上流域や、森林

内の湿地の近くで見られ、幼生の生育場所として清冽な水場を必要とする（環境省，2014）。
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IUCN レッドリスト（2014）、環境省レッドリスト（2012）で EN（絶滅危惧 IB 類）に掲

載されている。1985 年に沖縄県指定天然記念物に指定されている。  

本種の保全上の課題として、開発に伴う森林伐採、ダム建設、道路工事などによる生息

地の消失、生息環境の劣化、また、マングースやノネコ、ノイヌなどの外来種による食害

の影響も指摘されている。沖縄島では 1970 年代かそれ以前には、名護市東部や本部半島

の本部町、今帰仁村の一部からも報告されていたが、1990 年代以降、名護市や本部半島か

らは確認されていない（環境省，2014）。現在は推薦地を含む沖縄島北部（やんばる地域）

の森林が主要な分布域である。渡嘉敷島では北部から南部にかけて広がる森林に分布して

いるが、数は多くない（環境省，2014）。 

沖縄島北部（やんばる地域）については、沖縄県及び環境省のマングース防除事業で実

施している夜間林道センサス調査及びやんばる野生生物保護センターの生きもの情報が、

2008 年以降から 1km あたりの出現密度のメッシュデータで整理されている。  

その結果、大宜味村北西部から国頭村でを中心に確認メッシュ数が多くみられたかった。

国頭村では、北部ほど確認メッシュ数が多く、出現密度の高いメッシュが多く見られる。

国頭村の南西側は確認メッシュが少ないものの、出現密度の高いメッシュが多い。  
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4.a.2.4.3.ナミエガエル（Limnonectes namiyei） 

 本種は、推薦地の沖縄島北部（やんばる地域）にのみ分布する固有種である。常緑広葉

樹の自然林内を流れる河川の源流域に生息する。繁殖に必要な、砂泥底質の源流域をもつ

清冽な渓流の存在が、生息の必要条件と思われる（環境省，2014）。 

IUCN レッドリスト（2014）、環境省レッドリスト（2012）で EN（絶滅危惧 IB 類）に

掲載されている。1985 年に沖縄県指定天然記念物に指定されている。 

本種は 1970 年代初頭までは本部半島を含む名護市以北の広い範囲に生息していた。し

かし、その後 30 年弱の間に名護市や本部半島内のすべての河川、さらにはそれより北の

多くの河川からも姿を消した（環境省，2014）。現在確実に繁殖集団が存続しているのは

推薦地を含む沖縄島北部（やんばる地域）だけになっている。千木良(2003)は、このよう

な分布縮小の原因としてマングースやノネコによる捕食の影響が考えられるとしている

（千木良，2003)。 

本種の保全上の課題として、開発に伴う森林伐採や、道路、ダムの建設による生息地の

消失と、それにともなう河川への土砂の流入が挙げられる（環境省，2014）。 

本種の生息状況については、沖縄県及び環境省のマングース防除事業で実施している夜

間林道センサス調査及びやんばる野生生物保護センターの生きもの情報が、2008 年以降か

ら 1km あたりの出現密度のメッシュデータで整理されている。それによると、大宜味村北

東部から国頭村の中央山地より北西側部分に確認メッシュのほとんどが見られる。特に与

那覇岳北側と西銘岳北側に出現密度の高いメッシュが集中して見られる（図●）。  
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4.a.2.4.4.ハナサキガエル種群 

ハナサキガエル種群においては、奄美大島と徳之島にアマミハナサキガエル、沖縄島に

ハナサキガエル、西表島と石垣島にはコガタハナサキガエルとオオハナサキガエルが分布

している。 

 

①アマミハナサキガエル（Odorrana amamiensis） 

本種は推薦地の奄美大島及び徳之島の固有種である。常緑広葉樹の自然林や回復の進ん

だ二次林内を流れる河川の上流域、およびその周辺の林床に生息する。平地の流れや山間

部でも疎林域には見られない。山間部の森林に覆われた清流の存在が、生息に必要な条件

と考えられる（環境省，2014）。 

IUCN レッドリスト（2014）では EN（絶滅危惧 IB 類）に、環境省レッドリスト（2012）

では VU（絶滅危惧 II 類）として記載されている。2011 年に鹿児島県指定天然記念物に指

定され、2013 年に奄美大島５市町村指定希少野生動植物種に指定され、捕獲や殺傷採集が

禁止されている。  

分布域は山地に限定される。奄美大島では南西部の山地を中心に比較的大きな河川の上

流域などに見られる一方、平坦な笠利半島からは記録がない。徳之島では島北部の天城岳

周辺と島中部の井之川岳周辺の山地で確認されている。 

分布面積は奄美大島で 300k ㎡ m2 未満、徳之島は 50k ㎡ m2 未満、合わせても 350k ㎡

m2 未満と思われる。徳之島の生息域のうち、天城岳周辺の山地と井之川岳周辺の山地との

間に道路が貫く地域があり、ここで分布域の分断が生じていると思われる。  

本種の保全上の課題として、奄美大島、徳之島ともに過去 20 年間の開発に伴う森林伐

採等による生息可能な地域の縮小や、道路の敷設に伴う河川源流域の裸出と水の汚濁等に

よる生息環境の悪化が挙げられ、この傾向はとくに徳之島で著しい（環境省，2014）。ま

た、奄美大島においては、マングースによる捕食例が報告されており、本種の侵入による

影響も懸念される（環境省，2014）。 

本種は、アマミヤマシギ保護増殖事業で実施している自動車による夜間林道センサス調

査や、マングース防除事業で環境省が実施した在来動物モニタリング、奄美野生生物保護

センターの生きもの情報で、2009 年以降の奄美大島島内の 1km あたりの出現密度のメッ

シュデータで整理している。その結果、環境省が 2000 年に開始したマングース防除事業

の成果等により、生息状況が近年回復傾向にあるとみられている（Watari et al.，2013）。 

 

②ハナサキガエル（Odorrana narina） 

 本種は推薦地の沖縄島北部（やんばる地域）の固有種である。常緑広葉樹の自然林およ

び回復の進んだ二次林内の渓流とその周辺の林床に生息する。本種の生息にはある程度の
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流量と流速のある清冽な渓流の存在が不可欠である（環境省，2014）。 

IUCN レッドリスト（2014）では EN（絶滅危惧 IB 類）に、環境省レッドリスト（2012）

では VU（絶滅危惧 II 類）として記載されている。  

本種の現在の分布域は推薦区域を含む塩屋地峡の北部にほぼ限定されている。1980 年代

前半には本部半島でも観察されているが、1990 年代に入って確認記録がなく、個体群が消

滅した可能性が高い。また、かつては名護市にも生息しており、分布域は明らかに狭まっ

ている（環境省，2014）。 

本種の保全上の課題として、開発に伴う森林伐採や、道路、ダムの建設のほか、山岳地

のなかで行われている農業用の土地改良が挙げられる。また、これらの環境改変に伴う河

川への土砂の流入も健全な繁殖場所の維持に負の影響を与えている（環境省，2014） 

本種の生息状況については、沖縄県及び環境省のマングース防除事業で実施している夜

間林道センサス調査及びやんばる野生生物保護センターの生きもの情報が、2008 年以降か

ら 1km あたりの出現密度のメッシュデータで整理されており、高い密度での出現が確認さ

れている。いる。それによると、脊梁山地沿いに出現密度が高く、特に与那覇岳西側に出

現密度の高いメッシュが集中して見られる。  

 

③ コガタハナサキガエル（Odorrana utsunomiyaorum） 

本種は、推薦地の西表島とその隣の石垣島の固有種である。山地や丘陵地を流れる河川

の上流域で、周囲を常緑広葉樹の自然林に囲まれた場所にのみ生息する。同じ河川でも、

中流域以下や周辺の植生が貧弱な場所には見られない（環境省，2014）。 

IUCN レッドリスト（2014）及び環境省レッドリスト（2012）で EN（絶滅危惧 IB 類）

として記載されている。 

推薦地の西表島では、島内の海岸沿いの低平地や湿地、河川の下流域などでは本種は全

く見られず、ある程度標高のある河川の源流域周辺に限って見られる。隣の石垣島では名

蔵川上流域がほとんど唯一の生息地となっている（環境省，2014）。 

本種の保全上の課題として、侵略的外来種オオヒキガエルの侵入（4.b. (ii).1.4.で詳述）、

近年の大型台風の直撃による残された生息環境の悪化が挙げられる。また残された生息地

周辺における道路整備に伴う伐採や源流域を含む渓流からの取水も、生息環境の悪化を招

き存続を脅かしていると思われる。  

推薦地の西表島では近年、山林の乾燥化が進んでおり、本種の個体群の生息範囲はかな

り狭まったと考えられる。外来種オオヒキガエルは隣の石垣島のほぼ全域に生息している

一方、西表島へはかつて侵入したが定着はしていない。特に過去 10 年程は、南琉球への

大型台風の来襲が多く、西表島では近年、山林の乾燥化が進んでおり、本種の個体群の生

息範囲はかなり狭まったと思われるが、具体的な個体数や減少率は不明である（環境省，
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2014）。 

 

 

④オオハナサキガエル（Odorrana supranarina） 

本種は、推薦地の西表島とその隣の石垣島の固有種である（環境省，2014）。 

IUCN レッドリスト（2014）では EN（絶滅危惧 IB 類）、環境省レッドリスト（2012）

で NT（準絶滅危惧種）として記載されている。  

本種の生息環境は、同属種のコガタハナサキガエルよりも広く、より多くの流れやその

周辺で見られる。また両種がともに生息する河川では、本種の方がより下流に多く、山地

と平地の境界近くや、場所によっては海岸のすぐ近くにまで現れる。しかし裸出した土砂

で汚濁された流れには見られず、ある程度森林植生に覆われ、水の澄んだ流れのあること

が、生息の条件と思われる。  
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4.a.2.4.5.イボイモリ（Echinotriton andersoni） 

本種は、推薦地の奄美大島（周辺離島の請島を含む）と徳之島、沖縄島（周辺離島の瀬

底島を含む）、慶良間列島諸島の渡嘉敷島のみに分布する固有種である。常緑広葉樹の自然

林、二次林、草原、池沼などに生息する。一年を通してある程度の湿度が保たれ、餌とな

る小型無脊椎動物が豊富なこと、繁殖のための水場があることが、生息のための必要条件

と考えられる（環境省，2014）。 

IUCN レッドリスト（2014）では EN（絶滅危惧 IB 類）、環境省レッドリスト（2012）

で VU（絶滅危惧Ⅱ類）として記載されている。1978 年に沖縄県、2003 年に鹿児島県指

定の天然記念物に指定されている。  

分布範囲の面積は、奄美大島 500km2 未満、請島 2km2 未満、徳之島 200km2 未満、沖

縄諸島は全て合わせて 800km2 未満、以上を全て合わせても、最大で 1,500km2 未満と考

えられる（環境省，2014）。 

本種の保全上の課題として、開発に伴う森林伐採等や土地造成に伴う生息地の縮小や好

適生息地の喪失（土壌の乾燥化、産卵場所の埋め立て、安定した水場の喪失）が挙げられ

る（環境省，2014；鹿児島県､2003；沖縄県，2005）。沖縄島では、知られている繁殖地

間に耕作地、住宅地、乾燥した二次林などが広がっており、少なくとも北部・本部半島、

中部、南部それぞれの間で個体群の分断が生じていると考えられる（環境省，2014）。分

布の縮小に伴い個体数が減少しているのは確実であるが、具体的な個体数は不明である（環

境省，2014）。奄美大島では多くの場所で従来から生息密度はそれほど高くなかったとさ

れる。徳之島では、比較的高密度で見られたものの、1980 年代以降、島内の多くの場所で

生息密度が低下している（鹿児島県，2003）。沖縄島南部では従来確認された場所でも絶

滅した可能性が高く、残存してもきわめて局所的と考えられ、沖縄島中部でも森林の消失

に加えて産卵場所となる止水域の消失等により分布域は減少しつつある（沖縄県，2005）。

沖縄島では推薦地である北部（やんばる地域）が主要な生息地と考えられる。  

その他に、舗装道路の整備に伴う礫死や側溝への墜落・乾燥死、マングースやティラピ

ア類、アメリカザリガニ等の外来種による捕食が課題として挙げられている（環境省，

2014；鹿児島県､2003；沖縄県，2005）。 
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4.a.2.5. 昆虫類 

4.a.2.5.1. ヤンバルテナガコガネ（Cheirotonous jambar） 

本種は 1982 年に発見、1983 年に新種記載された日本最大の甲虫であり、推薦地である

沖縄島北部（やんばる地域）の原生的自然林が残るごく限られた地域のみに生息する固有

種である。幼虫の餌となる腐植物が十分に堆積した樹洞内に生息する。本種の保全上の課

題として、森林伐採や密猟により絶滅が危惧されている。  

本種は、IUCN レッドリスト（2015）では EN（絶滅危惧 IB 類）、環境省レッドリスト

（2012）では、EN（絶滅危惧 IB 類）に記載されている。1985 年に国指定天然記念物に

指定されている。1996 年には国内希少野生動植物種に指定され、1997 年に保護増殖事業

計画が策定されている。 

 これに基づき、環境省やんばる野生生物保護センターでは、九州大学や琉球大学等の研

究者等で組織されたと「ヤンバルテナガコガネ研究会」と連携しを組織し、生息状況、生

態及び遺伝的多様性等の把握をすすめている。また、2001 年以降ヤンバルテナガコガネ密

猟防止協議会（国頭村、大宜味村、東村、県、名護市、警察、地元関係機関、国など）を

設置し、密猟防止活動とパトロールを展開している。  
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4.b 影響要因 

 

4.b.(i) 開発圧力 

 推薦地の全ての地域は保護地域として適切に保護され、開発行為は厳しく規制されてい

る。各種法的規制状況については、「5．保護管理」の章で詳しく述べる。  

 ここでは、推薦地周辺における開発行為のうち主なものについて述べる。  

 

4.b.(i).1. 道路整備（林道を含む）  

１）奄美大島 

 奄美大島99では、島を南北に縦断する国道 58 号線が 1 路線（実延長 73.0km）100、これ

に接続するように主に海岸部を周回して県道が 14 路線（実延長 286.3km）整備され、集

落居住地域を中心に市町村道（実延長 1,093.1km）が整備されている（鹿児島県大島支庁，

2015）。島面積に対する公道の道路密度は 1.8km／km2 となっている。また、県営・市町

村営あわせて総延長 364.5km の林道網101が整備されており（鹿児島県大島支庁，2015）、

島面積に対する林道密度は 0.4km／km2（森林面積に対する林道密度は 0.5km）となって

いる。 

２）徳之島 

 徳之島では、海岸部を周回し、また、島の東西を横断するように県道が 6 路線（実延長

98.6km）整備され、集落居住地域を中心に町道（実延長 918.8km）が整備されている（鹿

児島県大島支庁，2015）、島面積に対する公道の道路密度は 4.1km／km2 となっている。

また、総延長 35.6km の林道網が整備されており（鹿児島県大島支庁，2015）、島面積に

対する林道密度は 0.1km／km2（森林面積に対する林道密度 0.3km／km2）となっている。  

 

３）沖縄島北部102 

 沖縄島北部（やんばる地域103）では、国道は那覇市から西海岸を縦断する国道 58 号と、

名護市の東海岸から北上して塩屋地峡を横断する国道 331 号の 2 路線（実延長 60.6km）

が整備され、これに接続するように、県道は国頭村を東西に横断する県道 2 号及び、東海

岸を縦断する県道 70 号等の 22 路線（実延長 75.8km）、そして集落居住地域を中心に村道

（実延長 212.0km）が整備されており（沖縄県土木建築部，2014；内閣府沖縄総合事務局，

2015）、地域面積に対する公道の道路密度は 1.0km／k m2 となっている104。また、県営・

                                                   
99 奄美大島には加計呂麻島、請島、与路島を含む。  
100 道路法の規定に基づき供用開始の公示がなされている区間のうち、総延長から重用延長、未供用延

長、渡船延長を除いた延長。  
101 ここでいう「林道」は、林野庁の林道規定に基づくものを対象とし、作業道や作業路は含まない。  
102 国頭村、大宜味村、東村の 3 村。  
103 実延長距離等は、対象道路のうち国頭村、大宜味村、東村の 3 村内の距離。  
104 実延長距離等は、対象道路のうち国頭村、大宜味村、東村の 3 村内の距離。  
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村営あわせて総延長 155.5km の林道網が整備されており（沖縄県，2012）、地域面積に対

する林道密度は 0.5km／km2（森林面積に対する林道密度 0.6km／k m2）となっている。 

 

４）西表島 

 西表島では、県道は島の北側の海岸を東西に結ぶ白浜南風見線の 1 路線（実延長 54.2km）

と、その沿線に点在する集落居住地を中心に町道（実延長 43.9km）が整備されており（沖

縄県総務部八重山事務所，2013）、島面積に対する公道の道路密度は 0.3km／k m2 となっ

ている。島の南側の海岸及び内陸部には道路や林道は整備されていない。西表島の森林は

大部分が森林生態系保護地域に指定された国有林で、森林施業をともなう林業は行われて

おらず、林道については未計画で整備されていない。は、東部地区に国営 1 路線、西部地

区に私営 1 路線が整備されている。  

 

 一般的には、道路整備による地形等の環境改変、動物の交通事故や生息地の分断等の影

響、施工時の土砂流出に伴う水質汚濁（4.b.(i).5. で詳述）、外来種（4.b. (ii).2.で詳述）や

希少動植物の違法採取者が侵入しやすくなることが懸念される。  

 

4.b.(i).1.1．道路整備による地形等の環境改変への対応 

推薦地のうち、奄美大島と徳之島については、奄美群島振興開発特別措置法に基づく、

奄美群島振興開発計画において、「公共事業の実施に当たっては、自然環境配慮型の公共事

業の取組を推進するとともに、自然再生型公共事業 105の検討・採用に努める」こととし、

鹿児島県が奄美地域の公共工事における、統一した環境配慮ガイドラインの策定に取り組

んでいる。林道等の路網については、鹿児島県が 2012 年に策定した「奄美大島地域森林

計画書（奄美大島森林計画区）」を策定し、で「傾斜等の自然条件、事業量のまとまり等地

域特性に応じて、環境負荷の低減に配慮し、木材の搬出や天然林施業など多様な森林への

誘導に必要な森林施業を効果的かつ効率的に実施するための基準を示す」として、林道等

の種類別に整備の基本的考え方を示すとともに、「開設にあたっては、自然環境の保全等に

留意した工法を採用するなど、奄美特有の希少動植物の生息環境にも十分配慮した計画と

する」とし、奄美群島特有の自然環境や地形・地質、森林の状態等の自然条件等に配慮し、

路網密度を抑えた架線集材方式等に対応した整備を行うこととしている。（鹿児島県，

2012）。 

推薦地のうち沖縄島北部（やんばる地域）と西表島については、沖縄県が 2013 年に策

定した「生物多様性おきなわ戦略」において、「道路、街路事業の実施に際しては、地形や

地質等の状況を勘案して、自然の改変量を抑制する工法を選定し、自然環境の保全を図る。

                                                   
105 自然の保持、修復、創出に主眼を置いた公共事業。  
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今後、緑化に用いる植物種については、島嶼個体群の遺伝的変異性に配慮しながら、潜在

自然植生を踏まえて調査研究を行うことを検討すること」としている。林道については、

沖縄県農林水産部森林緑地課が 2013 年に公表した、環境に配慮した森林利用の構築を目

指す「やんばる型森林業の推進」施策方針で、林道・作業道新設の抑制や、整備を実施す

る場合の地形改変の抑制を掲げている。なお、沖縄島北部においては、自然環境保護の機

運の高まりを背景に「沖縄県公共事業評価監視委員会」から工事休止の答申をうけて、林

業活動と自然環境の保全との両立を図るため 2009 年以降は新たな林道の敷設は行われて

いない（沖縄県，2015）。 

 

4.b.(i).1.2．動物の交通事故や生息地の分断等への対応 

推薦地とその周辺では道路の整備に伴って、アマミノクロウサギ、ケナガネズミ、ヤン

バルクイナ、イリオモテヤマネコやカンムリワシなど固有種・希少種の交通事故、また、

例えばヤンバルクイナの雛やイボイモリ、リュウキュウヤマガメ、ヤエヤマセマルハコガ

メ等の小動物の道路側溝への転落等が生じている。このような状況に対し、推薦地の４地

域で関係機関の連携の下で各種の対策が取られている。  

 

アマミノクロウサギの交通事故は、データを取り始めた 2000 年以降、多い年（2009 年）

では奄美大島で年間 24 件が確認され、2014 年までの累計では奄美大島で 126 件、徳之島

で 10 件が確認されている106。アマミノクロウサギの交通事故は、奄美大島では島の南部

の国道 58 号線やそこから宇検村や瀬戸内町を結ぶ県道、また、島の北部の龍郷町と奄美

市を結ぶ県道などで多く確認されている。徳之島では島の北部ので徳之島町と天城町を東

西に結ぶ県道で多く確認されている。いずれも観光活動や生活道路として利用され、交通

量も多い道路である。これに対し、奄美大島および徳之島では、環境省や地元自治体など

16 の関係機関で構成される「奄美群島希少野生生物保護対策協議会」（16 機関）や 14 機

関で構成される「奄美自然体験活動推進協議会」（14 機関）が、2009 年から島民や観光客

等に対するアマミノクロウサギ等の交通事故防止キャンペーンを実施し、交通事故の発生

が多い地点等に、事故防止看板を設置すしている等、緩衝地帯や住民の生活圏においても

対策を行っている。その結果、2009 年以降、交通事故による死体発見数は減少傾向にある

（図●）。今後はアマミノクロウサギ保護増殖事業 10 ヶカ年実施計画により、傷病個体の

救護と野生復帰の体制構築を進めることとしている。  

                                                   
106 事故報告件数の増加要因として、事故の増加だけでなく、地域住民などの協力により通報件数が増

加していることも要因の１つである。 
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図● アマミノクロウサギの交通事故発生件数の推移（2000 年 1 月～2014 年 7 月末現在）

（環境省 2014 年 8 月 27 日報道発表資料より）  

 

ヤンバルクイナの交通事故は、データを取り始めた 1995 年以降、多い年（2012 年，2014

年）では年間 47 件が確認され、累計確認件数は 311 件となっている107。ヤンバルクイナ

の交通事故は、地域の東海岸側を南北に縦貫する県道 70 号線と、東西に横断する県道 2

号線で多く確認されている。これらはヤンバルクイナの主要な生息地や確認頻度の高い地

域を通過する一方で、観光活動や生活道路として利用されている。特に県道 2 号線は東海

岸と西海岸を結ぶ基幹道路として交通量も比較的多い。そのため、沖縄島北部（やんばる

地域）では、環境省や地元自治体など関係する 25 の関係機関で構成される「やんばる地

域ロードキル発生防止に関する連絡会議」により、事故情報の収集・分析、事故多発路線

の注意看板の設置、ヤンバルクイナ道路侵入防止フェンスやアンダーパスの設置等の道路

構造の改良（仲松・金城，2014）とともに、島民や観光客等に対する交通事故防止キャン

ペーン等、緩衝地帯や住民の生活圏においても対策を行ってが実施されている。また、環

境省と NPO どうぶつたちの病院の連携による事故個体の救護や治療が行われている。  

                                                   
107 事故報告件数の増加要因として、事故の増加だけでなく、地域住民などの協力により通報件数が増

加していることも要因の１つである。 
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図● ヤンバルクイナの交通事故発生件数の推移（1995 年～2015 年）（環境省やんばる野

生生物保護センターホームページより）  

 

イリオモテヤマネコの交通事故は、1978 年から 2015 年（4 月 23 日時点）までの期間

に 68 件（1.80 件／年）が報告され、うち 65 件が死亡事故である。2010 年から 2015 年

（4 月 23 日時点）までに 21 件（3.5 件／年）が報告されており、交通事故の報告数は増

加傾向にある108（環境省，2015）。 

イリオモテヤマネコの交通事故は、島を南東から北西へ半周する県道で確認されている。

これは島唯一の幹線道路であり、そのほとんどが推薦区域外に位置する。一方、イリオモ

テヤマネコは推薦区域の山麓部の森林が農地等と接する低地部、住民の生活圏や観光宿泊

施設の立地する海岸部まで幅広い行動圏生活圏を有しており、イリオモテヤマネコの行動

圏に道路が通っている。これに対し、そのため西表島では、環境省や地元自治体など 23

の関係機関で構成するされる「イリオモテヤマネコの交通事故発生防止に関する連絡会議」

（23 機関）により、自然保護、道路管理、道路利用等に関連する関係機関等が実施する対

策を効果的に遂行できるよう情報共有と連携を図りっており、イリオモテヤマネコの交通

事故防止のための道路標識設置、幹線道路へのアンダーパスや振動舗装の設置等の道路構

造の工夫、観光客や住民等に対する交通事故防止キャンペーン等、緩衝地帯や住民の生活

圏においても対策が行っわれて行われている。また、環境省と民間団体により、カンムリ

ワシの交通事故発生要因の調査や普及啓発活動を展開している。また、イリオモテヤマネ

コやカンムリワシの傷病個体の収容から野生復帰・モニタリングまでの事業を実施してい

る。 

                                                   
108 事故報告件数の増加要因として、事故の増加だけでなく、地域住民などの協力により通報件数が増

加していることも要因の１つである。  
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図● イリオモテヤマネコの年別交通事故発生件数（環境省西表野生生物保護センター

Web サイトより）
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4.b.(i).1.3．違法採集者の侵入への対応 

 推薦地を含む奄美群島及び琉球諸島は、この地域にのみ分布する固有種が多く、さらに

島嶼間で種・亜種に分化していることから、愛好家等（飼育・栽培、標本収集）による採

集が行われている。の間では人気が高い。また、近年ではインターネット上で、本地域で

採集された希少な動植物が高値で取引されることも生じている。道路網の整備が森林地域

まで進んだことで、固有種・希少種の生息・生育地へ違法採集者がアクセスすることが容

易になっている。  

 これに対して、推薦地を、「自然公園法」に基づく国立公園の特別保護地区及び第 1 種

特別地域、「国有林野の管理経営に基関する法律」に基づく森林生態系保護地域の保存地区

等として動植物の採取の規制や生息・生育環境の厳正な保護を行うとともに厳正な保護が

図られている地域であり、動植物の採取は規制されている。さらに、採集による影響が特

に懸念される種を「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」に基づく「国

内希少野生動植物種」に指定してされている動植物については、その捕獲、殺傷、採取、

損傷、譲渡等を規制して保護を図っが禁止されている（規制内容の詳細は、「5.C. 保護措

置と実施方法」で詳述）。 

上記に加えて、推薦地の奄美大島と徳之島では、鹿児島県、奄美大島内の 5 市町村、徳

之島内の 3 町がそれぞれ「希少野生動植物の保護に関する条例」を制定し、特に重要な種

を「指定希少野生動植物種」に指定してその採取を禁止している（鹿児島県指定：26 種，

奄美大島 5 市町村指定：57 種，徳之島 3 町指定：31 種）。また、「奄美群島希少野生生物

保護対策協議会」が設置され、環境省、林野庁、鹿児島県、市町村、地元関係機関、地元

NPO 等の連携の下、監視員の配置や監視カメラの設置、盗採防止キャンペーンや合同パト

ロール、普及啓発ガイドブックの作成等が行われている。  

推薦地の沖縄島北部（やんばる地域）では、希少な動植物の密猟・盗掘等を防止するた

め、地域住民及び地元林業者、環境省の協働による林道のパトロールを実施している。パ

トロールと併せて希少野生生物及び外来種の情報収集を行っている。また、「ヤンバルテナ

ガコガネ密猟防止協議会」が設置され、環境省、林野庁、沖縄県、地元 3 村、名護市、警

察、地元関係機関などの連携の下、ヤンバルテナガコガネの繁殖時期に、密猟防止のため

の林道パトロールや、普及啓発ポスター作成などを毎年実施している。  

推薦地の西表島では、絶滅危惧種等の具体的な分布箇所などが関係する行政機関でほと

んど把握されていない状況にあったことから、林野庁では木本類を主体に希少植物の分布

情報の収集を、環境省では西表石垣国立公園の特別地域指定植物の点検調査を行っている。

また、現在、竹富町自然保護条例の改正の検討中で、希少野生動植物や外来種の規制等が

行われる予定である。  
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4.b.(i).2. 河川・ダム整備 

 推薦地周辺を含めむ 4 地域は湿潤な亜熱帯気候の下で、年間 2,000mm を超える降水

量がある。しかし、河川規模が小さく、島に降った雨は比較的短時間で海に流出する。こ

うした特徴をもつ島嶼地域の特徴として水の確保は極めて重要である。西表島には大型の

ダムは無いものの、島内の 5 つの水源地（河川）に堰を設けて取水しているが、4.b. (iii).1.

で述べたように干ばつに晒されることも多く、逼迫する水供給に答えるために新たな水源

地開発が計画されることがあるため、その際には計画（対象地選定や規模）や工法等にお

いて、推薦区域やそこに生息・生育する動植物へ影響が無いよう配慮が必要用である。 
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4.b.(i).3. 農地整備 

 

4.b.(i).34. 森林施業 

 推薦地周辺を含め 4 地域はいずれも山林が多く、島の面積に対する森林率は、奄美大

島が 83％、徳之島が 43％、沖縄島北部で 80％、西表島を含む竹富町では 73％である（2. 

b. 2. 2.参照）。西表島は森林の 92％が国有林で、うち 93％が林野庁の森林生態系保護地域

に指定され、林業は行われていない。また、徳之島は素材生産（一般用材）が林業生産額

に占める割合が 8％で、林業は現在ほとんど行われていない。奄美大島と沖縄島北部では、

それぞれ、チップ用材、木炭原木等の原材料などの生産を目的とした林業が行われている。

ただし、現在は、4 地域とも推薦区域内において収穫伐採は行われていない。  

推薦地に隣接する緩衝地帯では、国立公園等の法的保護担保による木竹の伐採の許可制

度とともに、鹿児島県が 2012 年に策定した「奄美大島地域森林計画書（奄美大島森林計

画区）」（改訂作業中）の考え方や、沖縄県（2013）による「やんばる型森林業の推進  施

策方針」の考え方（詳細は推薦書付属資料参照）に基づき、持続可能な林業利用を図りつ

つ、林業活動に伴う推薦地への人為的影響を排除する。  
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4.b. (ii) 環境圧力 

4.b. (ii).1. 外来動物の侵入 

一般に島嶼地域は、独自の生物種によって構成された生態系を有する。推薦地を含むみ

奄美群島及び琉球諸島は、ユーラシア大陸東端に生息・生育した陸棲生物が、海洋に隔て

られた島嶼群として成立する過程で、西表島を除いては、高次捕食者としての食肉性哺乳

類や定住性大型猛禽類などを欠く特異な生態系が形成されているため、外来種、特に捕食

性の強い種に対しては非常に脆弱である。  

推薦地を含む奄美群島及び琉球諸島には、特定外来生物による生態系等に係る被害の防

止に関する法律（以下、「外来生物法」とする）で特定外来生物 109に指定されている種だ

けでも少なくとも 14 種の定着が確認されており、国内由来の外来種も多く見られる。こ

れらの外来種には、マングースやノネコのように在来種の食害を引き起こすもの、シロア

ゴガエルやオオキンケイギクのように在来種と餌や生息環境を巡って競合するもの、イノ

シシのように遺伝子レベルで攪乱を引き起こすものなどがあり、推薦地の生態系および生

物多様性への影響の種類や程度はさまざまである。  

これらの問題に対して、関係省庁をはじめ地方自治体、研究者・研究機関、地元の NPO・

各種団体などさまざまな主体が、それぞれの立場から、外来種に対する調査、研究、普及

啓発、対策事業等を実施してきた。  

ここでは、推薦地の奄美・琉球の固有種・希少種や、奄美・琉球の生態系に重大な影響

を及ぼす外来種について、その影響の状況と対策の状況を種別に説明する。  

 

4.b. (ii).1.1. フイリマングース（Herpestes auropunctatus）110 

 中東から南アジア、中国南部にかけ広く自然分布する。外来生物法に基づく特定外来生

物に指定されている。、推薦地の４地域のうち、奄美大島と沖縄島に侵入している。  

マングースは、ハブや野ネズミ駆除の目的で 1910 年に沖縄島に導入され、次いで 1979

年頃には奄美大島で放された導入された。導入時にはハブやそれ以外の在来種への影響は

十分に検討されておらず、期待した効果が得られないだけでなく、両島・地域の固有種・

希少種に深刻な影響を与えてきた。  

現在、両島・地域では、外来生物法に基づき、世界的にも類を見ない大規模な捕獲体制

で根絶に向けた防除事業が実施されている。  

 

                                                   
109 特定外来生物とは、特定外来生物とは、外来生物法に基づき指定される外来種（法律上は、「国外起

源の外来種」に限る。）であって、生態系、人の生命又は身体、農林水産業へ被害を及ぼすもの、又は及

ぼすおそれがあるものの個体（卵、種子なども含まれる。）及び器官（政令で別途定める場合）で、生き

ているものに限られる。 
110 かつては、ジャワマングース（H. javanicus）と同種として分類されていたが、Veron et al. (2007)

による DNA 解析で別種であることが判明した。そのため、これ以前の行政計画や引用文献では、種名

としてジャワマングースが用いられていることに留意。  



 

234 

 

１）奄美大島 

①経緯 

奄美大島では 1979 年頃に、沖縄島から持ち込まれた 30 頭が、奄美市赤崎地域に放獣さ

れたと言われている。その後、生息数と分布域を広げ、1990 年代に農作物や養鶏等への被

害が拡大したため、1993 年から市町村による有害鳥獣捕獲が開始された。環境省は 1996

年度から 1999 年度の 4 年間のモデル事業でマングースの生態調査や在来種への影響調査

を実施した。その結果、本種の森林地域への分布拡大に伴い、アマミノクロウサギをはじ

め、鳥類や両生・爬虫類で在来種（その多くは固有種）の著しい減少や地域的な消滅が明

らかになった。2000 年頃には最大約 10,000 頭が生息し、自然増加率は 40％程度と推定さ

れ、2000 年度より環境省による防除事業が開始された。  

 

②マングース防除事業  

2005 年の外来生物法施行と、マングースの特定外来生物の指定に伴い、2005 年度から

2014 年度までの 10 年間で本種を根絶する防除実施計画が策定され、これに基づき環境省

によるく防除事業が開始された。本事業によりマングース密度の大幅な低下が見られてい

るが、根絶には至っていないため、最終的に島内からマングースを完全に排除することを

目標として、2013 年度から 10 年間の第 2 期防除実施計画を策定し、防除事業を実施して

いる。 

捕獲体制は、2000 年度の防除事業開始当時は、報奨金制度に基づく一般島民による捕獲

が行われたが、作業が容易で捕獲効率の高い市街地近くに捕獲が集中し、山間地では捕獲

が十分に行われなかったため、根絶に向けた実施体制として問題があった。2003 年度から

山間部で重点的に作業を実施する作業員を雇用し、一般島民による捕獲の補完を図ったも

のの、捕獲作業が計画的に実施できない等の問題が生じた。そのため 2005 年度からの防

除事業では、防除作業専従の職業集団として組織された「奄美マングースバスターズ

（AMB）」にによる捕獲に全面的に移行し、科学的・計画的な捕獲スケジュールに基づい

て、全島で網羅的に防除事業を実施している。AMB は事業開始時には 12 名であったが

20154 年度には 44 名体制となっている。また、2008 年からは奄美大島中南部の社有林内

でも、山林所有者の雇用によって 7 名が AMB と同様の捕獲作業に従事している。  

マングースの捕獲は、奄美大島島内にわなを 50m 間隔で計 3 万地点以上に設置して行

っていわれる。捕殺式の筒わなと生捕式の籠わなを在来生物（主にケナガネズミ、アマミ

トゲネズミ）の生息状況や季節に応じて使い分けるとともに、延長筒わなの導入等、混獲

回避のための改良を重ねている。また、2008 年からは専門の訓練を受けたマングース探索

犬及びハンドラーによる捕獲も行っており、低密度下の探索に大きな効果を上げつつある。

ヘアトラップや自動撮影カメラを用いたマングースの残存状況や在来種の回復状況のモニ
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タリング調査等も同時に実施している。  

 

③防除事業の効果  

 2000 年度のマングース防除開始以降、2014 年度末（2015 年 3 月末）までに 20,809 頭

が捕獲されている。防除事業開始直後の 2006年度は、約 105万わな日の捕獲努力量で 2,713

頭を捕獲し、相対的なマングース生息密度を表す捕獲効率を示す CPUE（1000 わな日当

たり捕獲数。相対的にマングース生息密度を表す）は 2.581 であったが、2014 年度にはわ

なによる捕獲は約 260 万わな日の捕獲努力量に対して 39 頭で、CPUE は 0.015 まで激減

しており、マングースの生息密度は着実に低下している。  

また、探索犬及びハンドラーにより 2008 年度から 2014 年度末までに 83 頭が捕獲され

ている。2014 年度のは探索犬及びハンドラーによる捕獲頭数はで 32 頭となりが捕獲され、

総捕獲頭数（71 頭）のに対するこれらの割合が約半数を占めた。筒わな等による作業でマ

ングースが低密度化かつ生息域が分断化した現在、探索犬及びハンドラーは残存個体排除

のための重要な捕獲手段となっている。  

マングースが定着した 1979 年以降の生息数を、階層ベイズモデルを用いて推定した結

果では、2000 年度のピーク時の 2000 年度に 6,1306,137 頭（中央値。95％CI：5,3765,461

－6,779  

6,816）であった生息数は、20142011 年度には 46163 頭（95％CI：3040－72390）と

推定され、95%信用区間の上限値でも 100 頭以下となった。2000 年度時の 3／100 にまで

縮小している。  

これに伴い、近年は、アマミノクロウサギやアマミトゲネズミ、アマミイシカワガエル

など固有種の回復傾向が確認されている（Fukasawa et al.，2013；Watari et al.，2013）。 

 

④今後の計画  

 今後は、奄美大島を 60k ㎡各 60km2 ㎡程度の 13 区域に区分し、各区域単位で地域根絶

のための作業として、①低密度化区域、②重点区域、③モニタリング区域の 3 段階に分け、

各段階の実施内容に応じて、段階的にわな捕獲、探索犬、センサーカメラ、ヘアトラップ

等の作業を行い、区域からの排除を進め、順次、地域根絶の区域を北から拡大していき、

最終的には 2023年までに 2022年度までに奄美大島からの完全排除を達成する計画である。 

  



 

236 

 

 

 

図 奄美大島におけるマングースのわなによる捕獲頭数及び捕獲努力量、捕獲効率の経年

変化（左上・下。探索犬及びハンドラーによる捕獲数を含まない）、マングース捕獲メッシ

ュの経年変化（右。探索犬及びハンドラーによる捕獲数を含む）  

 

平成 19 年度                       平成 20 年度 

 

平成 21 年度                       平成 22 年度 

 

平成 23 年度                       平成 24 年度 

 

平成 25 年度                       平成 26 年度 

捕獲数（頭）
捕獲努力量

（わな日*1）
CPUE*2

平成26 39 2,597,407 0.015 32 71

平成25 110 2,482,528 0.044 20 130

平成24 179 2,263,076 0.079 18 197

平成23 261 2,032,811 0.128 11 272

平成22 311 2,101,116 0.148 1 312

平成21 598 2,173,790 0.275 0 598

平成20 947 1,899,238 0.499 1 948

平成19 783 1,379,410 0.568 - 783

平成18 2,713 1,051,026 2.581 - 2,713

平成17 2,591 630,822 4.107 - 2,591

*１　わな日：のべわな日数＝わなの数×わな有効日数

*２　CPUE：わなによるマングース捕獲数／1,000わな日

年度

わな捕獲 探索犬及びハンド

ラーによる捕獲数

（頭）

合計捕獲数（頭）
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２）沖縄島北部（やんばる地域） 

①経緯 

 沖縄島には 1910 年に、ハブや野ネズミ駆除の目的で沖縄島に持ち込まれ、17 頭が同島

南部の那覇市郊外に放獣され定着した。その後、次第に生息数と分布域を拡大しつつ同島

を北上し、推薦地を含む、同島北部の大宜味村塩屋－東村福地ダムを結ぶ線（S－F ライ

ン）以北に侵入したのは 1990 年代に入ってからと考えられている。内閣府沖縄総合事務

局北部ダム事務所111では、1993 年度から環境調査としてダム周辺での小規模なマングー

ス捕獲を実施していた。沖縄県では 1999 年度にマングースの生息状況の調査を実施し、

ヤンバルクイナをはじめとした固有かつ希少な野生動物の分布域の縮小や生息数の減少が

明らかになった。そのため、2000 年度から沖縄県が、2001 年度から環境省がマングース

防除事業を開始した。  

 

②マングース防除事業  

2005 年の外来生物法施行と、マングースの特定外来生物の指定に伴い、2014 年度まで

の 10年間で S－Fライン以北からのマングースの完全排除と及び当該地域へのマングース

の再侵入の防止することを目標とした本種を根絶する防除実施計画が策定され、これに基

づき、環境省と沖縄県による防除事業が開始された。沖縄県はマングースが多い南側部を

中心に、環境省は固有種・希少種の多いやんばる地域北側部を中心に、分担・協力して防

除を進めてきた。本事業により、マングース密度の大幅な低下が見られたているが、それ

までの防除実施成果を踏まえて計画の見直しを行い、根絶には至っていないため、2013

年度から 10 年間の第 2 期防除実施計画を策定し、防除事業を実施している。  

沖縄県と内閣府沖縄総合事務局北部ダム事務所では、2005 年度～2006 年度に S－F ラ

インにマングースの往来を抑止するための北上防止柵を設置した。さらに、沖縄県では、

2011 年度～2012 年度に大宜味村塩屋から東村平良を結ぶ線（S－T ライン）に新たに外来

ヘビ類の侵入阻止も兼ねた北上防止柵を設置した。防除実施計画では S－F ライン以北の

地域を対象に、この二重のフェンスで南側沖縄島南部からのマングースの再侵入を阻止す

ることとしている。 

捕獲については、2008 年度から、沖縄県と環境省のそれぞれで雇用する専属捕獲者によ

る「やんばるマングースバスターズ（YMB）」を組織し、沖縄県と環境省の事業従事者間

の連携を深めている。20142015 年度時点では 4139 名（沖縄県雇用 16 名、環境省雇用 2523

名）体制で捕獲作業等を実施している。  

マングースの捕獲は、S－F ライン以北の約 300km2 の地域で、林道沿い、林内を合わせ

                                                   
111 内閣府沖縄総合事務局北部ダム事務所は、1972 年に設置され沖縄島北部で 10 カ所のダム建設事業

を実施してきたが、最後の事業となる金武町の億首ダムが 2014 年 2 月 1 日に完成したことから、その

役目を終えて閉所され、ダムの維持管理が北部ダム統合管理事務所に引き継がれている。  
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約 20,000 地点に 30,000 個のわなを配置している。わなは、捕殺式の筒わなと生捕式の籠

わなを在来生物（主にケナガネズミ、オキナワトゲネズミ）の生息状況や季節に応じて使

い分けるとともに、混獲回避のための改良を重ねている。2009 年度からは、マングース生

息密度が低下した地域での生息状況の正確な把握と効果的な捕獲のため、マングース探索

犬及びハンドラーを導入し、低密度下の探索に大きな効果を上げつつある。ヘアトラップ

や自動撮影カメラを用いたマングースの残存状況や在来種の回復状況のモニタリング調査

等も同時に実施している。  

 

③防除事業の効果  

 2000 年度のマングース防除開始以降、20143 年度末（20154 年 3 月末）までに S－F ラ

イン以北で、5,3795,252 頭が捕獲されている。2000 年の防除事業開始から数年間はわな

設置数の増加に伴い捕獲数も増加した。2003 年度～2008 年度は、毎年の捕獲努力量が

119,734 わな日（2003 年度）から 914,842 わな日（2008 年度）まで増えたものの、毎年

500～600 頭の捕獲となり、相対的なマングース生息密度を表す CPUE（1000 わな日当た

り捕獲数）は 4.3430.434（2003 年度）から 0.6120.061（2008 年度）へと激減し、以降

CPUE は減少を続け、20132014 年度末は、捕獲努力量 1,675,8561,761,816 わな日に対し、

捕獲数は 127172 頭、CPUE は 0.0760.010 と、マングースの生息密度は着実に低下してい

る。また、探索犬及びハンドラーにより、2012 年度から 20143 年度末までに 5628 頭が捕

獲されている。  

 環境省がマングース防除事業を開始した 2001年度以降の S－Fライン以北のマングース

の生息数を、階層ベイズモデルで推定した結果では、2001 年には 500 頭（中央値。95％

CI：377-1,148）であった生息数は、2004 年度までに増加して 990 頭（中央値。95％CI：

854-1,210）となったが、その後減少して 2010 年度には 155 頭（中央値。95％CI：131-181）

となった112。生息数はピーク時の 1／5 程度に縮小した。分布域も縮小していると考えら

れる。 

 これに伴い、固有種のヤンバルクイナの生息状況に回復が見られている。ヤンバルクイ

ナは発見当初の 1980 年代には S－T ライン以南でも生息が確認されていたが、マングース

の北上に伴い分布が縮小し、環境省の 2009 年度調査では、S－F ライン以北の国頭村と東

村の一部でのみ生息が確認されていた。その後、マングース防除の進展によりヤンバルク

イナの分布域、生息数が回復する傾向が見られ始めた。2013 年度は S－F ライン以南の大

宜味村や東村の一部でも生息が確認されている。  

 

                                                   
112 2008 年以降は、年当初の生息数よりも捕獲数が上回る状態が続いた。モデルの構造上、捕獲数が自

然増加後の生息数を上回ることは起こりえないが、2008 年以降は生息個体のうち大半を捕獲してい

たことを示唆する結果となった。  
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④今後の計画  

 今後は、S－F ライン以北の完全排除地域を各 40km2 程度の 8 つの根絶作業区域に分割

し、各区域単位で地域根絶のための作業として、①低密度化、②残存個体の排除、③根絶

確認、④フォローアップ、⑤根絶状態の維持、の 5 つの段階に分けて、各段階の実施内容

に応じて、段階的にわな捕獲、探索犬、センサーカメラ、ヘアトラップ等の作業を行い、

区域からの排除を進め、地域根絶の区域をマングースの生息密度の低い北北側の区域から

順次、区域内のマングースを地域根絶の区域を拡大していき、最終的には、2022 年度まで

に沖縄島北部やんばる地域からの完全排除を達成する計画である。  

図 沖縄島北部（やんばる地域）におけるマングース防除事業実施区域（左）、マングース

平成 19 年度  平成 20 年度  

平成 21 年度  平成 22 年度  
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捕獲数（頭）
捕獲努力量

（わな日*1）
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*2

平成26 127 1,675,856 0.076 28 155

平成25 172 1,761,816 0.098 27 199

平成24 202 1,421,164 0.142 1 203

平成23 255 1,611,065 0.158 - 255

平成22 230 1,303,149 0.176 - 230

平成21 396 1,198,354 0.330 - 396

平成20 560 914,842 0.612 - 560

平成19 619 362,553 1.707 - 619

平成18 565 298,920 1.890 - 565

平成17 575 279,896 2.054 - 575

*１　わな日：のべわな日数＝わなの数×わな有効日数

*２　CPUE：わなによるマングース捕獲数／1,000わな日

年度

わな捕獲
探索犬及びハンド

ラーによる捕獲数

（頭）

合計捕獲数（頭）

平成 19 年度  平成 20 年度  

平成 21 年度  平成 22 年度  

平成 23 年度  平成 24 年度  

平成 25 年度  平成 26 年度  
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侵入防止フェンス（右） 

 

図 沖縄島北部におけるマングースのわなによる捕獲頭数及び捕獲努力量、捕獲効率の経

年変化（左上・下。探索犬及びハンドラーによる捕獲数を含まない）、マングース捕獲メッ

シュの経年変化（右。探索犬及びハンドラーによる捕獲数を含む）  
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4.b. (ii).1.2. ノイヌ、ノネコ 

 推薦地の４地域では、本来ペットや猟犬などとして飼育されていたイヌやネコが、飼い

主に捨てられる等によって野生化している。また、集落周辺のノラネコが野生化するケー

スもある。奄美大島や徳之島、沖縄島北部（やんばる地域）では、人里から遠く離れた山

中でノイヌやノネコが確認されている。糞等の分析、自動撮影調査の結果、アマミノクロ

ウサギやケナガネズミ、トゲネズミ類、ヤンバルクイナなどの固有かつ希少な動物を捕食

する被害も生じていることが把握されている。 

 

１）ノイヌ（およびノライヌ）113 

ノイヌ及びノライヌについては狂犬病の発生・蔓延を予防するため、狂犬病予防法第 6

条に基づいて各自治体の保健所等によって保護（捕獲）され、捕獲した地区の市役所・町

村役場等に当該犬を収容している旨の文書を掲示し、一定期間内に引き取り手が現れない

場合は基本的に処分される。定期的に開催する里親説明会等で飼い主を募集する・希望者

が保護施設から気に入った個体を引き取るなどにも応じている。  

 

２）ノネコ（およびノラネコ）114 

ノネコは、一般に昆虫や両生類等の小動物から、鳥類、ネズミやウサギ等の小・中型の

哺乳類など何でも捕食し、樹木などの高所にも身軽に上って餌を捕える優秀なハンターと

いえる。奄美大島、徳之島、沖縄島の在来生物は中大型の肉食性哺乳類を欠く生態系に適

応して進化してきているため、ノネコが生態系へ与える影響が大きいと考えられる。また、

西表島では、イリオモテヤマネコとノネコ、ノラネコの競合、猫免疫不全ウイルス感染症

等の感染症が懸念されている。このように、ノネコは生態系へ与える影響が大きいことか

ら、関係機関の協力の下、各島で希少種生息域におけるノネコ（およびノラネコ）の捕獲・

排除対策や、及び発生源対策としての飼い猫ネコの適正飼養推進を図る行うことによって

総合的に対策が進められている。に対する住民の理解と意識向上のため普及啓発が行われ

ている。 

 

①奄美大島 

 奄美大島及び徳之島の森林部に分布するネコは、2014 年の推定調査の結果、奄美大島

600～1,200 頭、徳之島 150～200 頭と推定される（環境省，2014）。 

                                                   
113 ノイヌは直接人間の助けを借りずに自然界で自活し、かつ繁殖しているものを指す。法令上は、野

生動物として狩猟獣に指定されている。ノライヌは一時的に人間から離れて生活している個体を指す。 
114 ノネコは常時山野等において、専ら野生生物を捕食し生息しているネコ。直接人間の助けを借りず

に自然界で自活し、かつ繁殖しているものを指す。法令上は、野生動物として狩猟獣に指定されてい

る。ノラネコは人間の生活圏に生活する（人間活動に依存して生活する）ネコのうち、特定の飼い主

が存在せず、屋外で生活するネコ一時的に人間から離れて生活している個体を指す。 
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奄美大島内の 5 市町村では 2011 年に、徳之島の 3 町では 2014 年に「飼い猫の適正な飼

養及び管理に関する条例」が制定され、飼い猫の登録が義務づけられているとともに不妊

化手術、室内飼育がを推奨されしている。奄美大島と徳之島では、2008 年より環境省と大

島地区獣医師会の協力により、飼い犬・飼い猫等への無料でのマイクロチップ装着事業が

を開始されしており、20154 年度 11 月末までに飼い猫 939883 頭に装着されした（装着率

約 26％）。徳之島では、環境省が 2014 年末よりノネコの緊急捕獲を実施し約 20 頭を捕獲

した。2015 年からは島内の NPO 法人徳之島虹の会、徳之島 3 町が運営するネコ収容施設、

県獣医師会や島内の動物病院、フェリー会社等と連携し、天城岳や井之川岳など固有種・

希少種の主要な生息地で本格的な捕獲と、その後の避妊・去勢と順化、島内外での譲渡先

の募集等を開始している。奄美大島では、2009 年度よりノネコ捕獲を開始したものの、

2013 年 12 月より捕獲を中断、現在は捕獲したノネコの収容施設の設置をはじめ、環境省・

鹿児島県・市町村・関係機関が連携した同様の体制づくりが課題となっている。について

調整を進めている。（目標、捕獲体制等は地域で整理した後に追記。）  

 

②徳之島 

 徳之島の森林部に分布する猫は 2014年の推定調査の結果、150～200頭と推定される（環

境省，2014）。 

徳之島の 3 町では 2014 年に「飼い猫の適正な飼養及び管理に関する条例」が制定され、

飼い猫の登録が義務づけられるとともに不妊化手術、室内飼育が推奨されている。徳之島

では、2008 年より環境省と大島地区獣医師会の協力により、飼い犬・飼い猫等への無料で

のマイクロチップ装着事業が開始されており、2015 年末までに飼い猫 82 頭に装着された

（装着率約 15%）。 

 徳之島では、希少哺乳類の生息域からの徹底排除及び新規侵入防止を目標に、環境省が

2014 年末よりノネコの捕獲を開始し、2015 年からは島内の NPO 法人徳之島虹の会、徳

之島 3 町が運営するネコ収容施設、鹿児島県獣医師会や島内の動物病院、フェリー会社等

と連携し、天城岳や井之川岳など固有種・希少種の主要な生息地で本格的な捕獲と、その

後の避妊・去勢と順化、島内外での譲渡先の募集等を開始している。2015 年 11 月末まで

に捕獲頭数は約 70 頭となった。希少種の確認頻度の増加、ノネコによる希少種の死亡件

数の減少などが確認されており、対策の効果が一部現れ始めていることが推測される。  

 

③沖縄島北部  

本地域では先進的な取組として、国頭村の安田区が 2002 年に区独自の「ネコ飼養に関

する規則」を作り、飼い猫の登録や遺棄の禁止、マイクロチップの装着と区への飼養登録

を義務づけた。この取り組みを知った県内の獣医師有志が 2002 年に「ヤンバルクイナた
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ちを守る獣医師の会」を発足させ、マイクロチップ装着や不妊去勢手術のための臨時手術

室の公民館への設置や、住民への啓発活動等を通じて、安田区の取り組みを支援していっ

た。環境省はこの事例を参考に、国頭村、大宜味村、東村の 3 村で飼い猫への避妊手術と

マイクロチップの装着埋め込みや、獣医師会等とも協力したノネコの捕獲・搬送・順化・

譲渡体制を作るモデル事業を展開した。これらの取り組みを経て 2004 年に 3 村が「ネコ

の愛護及び管理に関する条例」を施行し、飼い猫の登録とマイクロチップの装着埋め込み

を義務づけるとともに、適正飼養に対する住民の理解と意識向上のため普及啓発を行って

いる。 

ノネコについては、沖縄島北部（やんばる地域）では、環境省が 2001 年から、沖縄県

が 2002 年からノネコの捕獲等を実施し、これまでに 438 頭を捕獲しているている。捕獲

数は年々減少しているが、集落周辺の飼い主不明のネコはまだ多く、引き続き対策が必要

である。い状況である。本地域では先進的な事例として、国頭村の安田区が 2002 年に区

独自の「ネコ飼養に関する規則」を作り、飼い猫の登録や遺棄の禁止、マイクロチップの

埋め込みと区への飼養登録を義務づけた。この取り組みを知った県内の獣医師有志が 2002

年に「ヤンバルクイナたちを守る獣医師の会」を発足させ、マイクロチップ埋め込みや不

妊去勢手術のための臨時手術室の公民館への設置や、住民への啓発活動等を通じて、安田

区の取り組みを支援していった。環境省はこの事例を参考に、国頭村、大宜味村、東村の

3 村で飼い猫への避妊手術とマイクロチップの埋め込みや、獣医師会等とも協力したノネ

コの捕獲・搬送・順化・譲渡体制を作るモデル事業を展開した。これらの取り組みを経て

2004 年に 3 村が「ネコの愛護及び管理に関する条例」を施行し、飼い猫の登録とマイク

ロチップの埋め込みを義務づけるとともに、適正飼養に対する住民の理解と意識向上のた

め普及啓発を行っている。  

 

④西表島 

イリオモテヤマネコ生息地の西表島を擁する竹富町では、2001 年に「竹富町ねこ飼養条

例」を制定し、飼い猫の登録を義務づけている。同条例は 2008 年に改訂され、飼い猫の

ウイルス検査や予防接種、マイクロチップの埋め込みの義務化と、避妊・去勢手術、飼養

頭数の制限を努力義務として定めている。これに対し、NPO 法人どうぶつたちの病院沖縄、

九州地区獣医師会連合会が、飼い猫の登録作業と合わせて、ウイルス検査、ワクチン接種、

マイクロチップの埋め込み、不妊化手術の支援と適正飼養の指導を行っている（岡村，

2007）。その結果、2015 年 12 月現在において、飼い猫へのワクチン接種率は 96.4％、ウ

イルス検査実施率は 99.5％、飼い猫へのマイクロチップ装着率は 96.4%、また、ワクチン

接種、ウイルス検査、不妊化手術もこれを上回る割合で実施されている実施個体が 97.9％

となっている。また、環境省は 2004 年度から～2005 年に島内のノラネコを捕獲して島外
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に搬出する事業を行い、158 頭が島外に引き取られている（岡村，2007）。2012 年度以降

は竹富町の事業として引き継がれ、「竹富町ペット適正飼養推進事業」としてノラネコの捕

獲及び譲渡が実施されており、いる。これらのこれらの事業によって NPO 法人どうぶつ

たちの病院沖縄が 2004 年から 2015 年までの約 11 年間に西表島から搬出し、沖縄島で同

NPO が運営するネコ収容施設にネコシェルターに収容したノラネコの合計頭数は 347 頭、

譲渡数は 292 頭となっている。平成 24 年度から 26 年度に計 55 頭のノラネコの島外搬出

を実施した。  

 なお、西表島では森林内のノネコは確認されていない。  
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4.b. (ii).1.3. ノヤギ（Capera hircus） 

推薦地を含む奄美群島や琉球諸島の島々では、家畜のヤギは重要なタンパク源として家

庭等で飼育されてきた。しかし、食生活の変化とともに飼育されなくなり、その一部は野

生化している。ノヤギは繁殖力が強く、餌となる植物の葉や芽を食べ尽くすと、樹皮や樹

根もたべるため、植物が再生できず、植生崩壊や土壌流出とそれに伴う海域の赤土汚染が

懸念される。  

推薦地の４地域では、特に奄美大島でノヤギの影響が問題視されている。奄美大島や、

周辺離島の加計呂麻島等では、海岸沿いの崖地を中心に生息しており、奄美大島では、ノ

ヤギ食害に伴う植生崩壊と土壌流出が進み、急傾斜の斜面や外海に接する岬等で多数の土

壌流出が生じている。  

奄美大島では地元 5 市町村が、奄美群島振興開発特別措置法に基づく奄美群島振興開発

事業を活用したヤギ被害防除対策事業を実施しており、2008 年度から 20142013 年度にか

けて 1,4151,205 頭が捕獲されている。2010 年には、地域を限って規制緩和する構造改革

特区内で、肉又は毛皮を利用する目的、生態系等に係る被害を防止する目的等でノヤギが

捕獲の対象となる場合には、鳥獣保護法の特例措置として狩猟鳥獣とすることが決定され、

奄美大島内の 5 市町村が「ノヤギ特区」として認定されている。  
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4.b. (ii).1.4. その他の外来動物 

推薦地を含む奄美大島、徳之島、沖縄島北部（やんばる地域）、西表島の周辺島嶼や、

沖縄島の中南部にも外来動物が侵入している。以下の種は、現状では推薦地への侵入・定

着が顕著ではないが、将来的に影響を及ぼす可能性があるため注意が必要である。環境省

では周辺島嶼や沖縄島中南部でもこれらの外来動物への対策を実施している。  

 

１）グリーンアノール（Anolis carolinensis） 

 北米の南東部が原産。外来生物法による特定外来生物に指定されている。沖縄県南部の

那覇市及び隣接した豊見城市、慶良間諸島列島の座間味島で定着が確認されており、南城

市や宜野湾市、沖縄市で目撃情報がある。国内の他の遺産地域である小笠原諸島では本種

の侵入により在来昆虫の一部が島から絶滅しており、沖縄島でも今後の分布拡大、捕食さ

れる昆虫類の減少や在来のトカゲとの競合による影響が懸念される。さまざまな資材等に

張り付いて、推薦地の沖縄島北部（やんばる地域）や他の島へ運ばれる危険があるため、

注意が必要である。  

環境省では定着域での粘着トラップを使った防除事業のほか、分布情報があった地域で

の分布確認や、拡散防止のための普及啓発を実施している。  

 

２）タイワンスジオ（Elaphe taeniura friesi） 

 本種は八重山列島に生息するサキシマスジオ（E. t. schmackeri）の台湾産の別亜種で

ある。大きいものでは全町 2m を超える。外来生物法による特定外来生物に指定されてい

る。 

革製品の原料や観光の見せ物として人為的に持ち込まれたものが逃げ出したり廃棄さ

れて沖縄島中部（嘉手納町、読谷村、恩納村、沖縄市、うるま市など）に定着している。

哺乳類、鳥類を中心に多くの生物を捕食すると考えられ、島の生態系への影響が懸念され

る。 

環境省では、沖縄島における本種の生息状況の把握、捕獲用のわなの開発・試行等によ

り今後の対策を検討している。  

 

３）オオヒキガエル（Bufo marinus） 

 中南米原産の大型のカエルである。外来生物法による特定外来生物に指定されている。  

戦前、農業害虫駆除の目的で台湾から南大東島に導入された。1978 年に南大東島から八

重山列島の石垣島に、石垣島から鳩間島に持ち込まれた。鳩間島では根絶したが、石垣島

ではほぼ全域に生息し、最も普通に見るカエルの 1 種になっている。貨物や建材等に随伴

して持ち込まれた個体が、推薦地の西表島や、周辺の波照間島、与那国島で発見されるこ
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とがあるが、定着はしていない。毒腺を持つことから、イリオモテヤマネコやカンムリワ

シへの影響が懸念されている。  

 環境省では「沖縄八重山地域におけるオオヒキガエル防除実施計画」を策定し、防除事

業として石垣島での本種の生息密度低減と、推薦地の西表島を含む八重山列島の他の島へ

の侵入阻止を目指した監視を実施している。  

 

４）シロアゴガエル（Polypedates leucomystax） 

 東南アジア原産の中型のカエルである。外来生物法による特定外来生物に指定されてい

る。 

1964 年に沖縄島中部に持ち込まれて定着した後、沖縄諸島、宮古列島の多くの島々に侵入

し蔓延している。推薦地の沖縄島北部（やんばる地域）でも侵入が確認されている。指先

の吸盤でどこにでも貼り付いて貨物等とともに別の地域や島に容易に移動するため、定着

している島では島外への持ち出し、未定着の島では他の島からの侵入に注意が必要である。 

2007 年に八重山列島で初めて、石垣島で定着が確認された。石垣島と推薦地の西表島の

固有種で生活様式が似ているヤエヤマアオガエルとの食物や産卵場所を巡る競争が懸念さ

れている。環境省では、石垣島から、推薦地の西表島を含む八重山列島の他の島への蔓延

を防ぐため、初期侵入時の対策や防除手法の検討及び拡散防止のための普及啓発を行い、

2001 年度から西表島において本種とオオヒキガエルの侵入防止を目的とした監視モニタ

リング調査を実施してってきたが、2015 年 8 月に西表島で初めて侵入が確認された（環

境省，2015）。そのため、西表島に侵入したシロアゴガエルの根絶及び拡散を防止するた

め、捕獲や卵塊の除去等を行っている。また、専門家の意見等もふまえ、今後さらなる防

除策を進めることとしているいる。 

 

５）インドクジャク（Pavo cristatus） 

インド、パキスタン、バングラデシュ等の南アジア原産。1960 年代に八重山列島の新城

島に観賞用として持ち込まれて以来、近隣の島（小浜島，石垣島，黒島，与那国島，宮古

島，伊良部島）にも持ち込まれ、台風時の飼育施設の破損などにより逃げ出したものが野

外に定着し、在来トカゲ類など小動物の捕食による生態系被害や、農林水産業に悪影響を

与えている。推薦地の西表島にも、小浜島から飛来する個体がある。  

環境省では 2003 年から生息実態調査、生態系への影響調査、捕獲方法の検証等を実施

するとともに、2006 年度から新城島で防除事業を実施している。竹富町では推薦地の西表

島への侵入防止のため、2014 年から生息域や産卵場所の特定の基礎調査を実施し、2015

年から駆除事業を実施している。  
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６）グリーンイグアナ（Iguana iguana） 

中南米原産の大型トカゲ類。本種は植物食の傾向が強いが幼体時には昆虫類も摂食する

ため、生態系への影響が懸念される。  

西表島の隣の石垣島では平久保半島を中心に定着が確認され、近年、周辺での目撃情報

が増えていることから、環境省では生息状況把握や試行的防除、効果的な捕獲方法の検討

を実施している。  

本種は日本国内でペット用として幼体が多数流通している。極めて大型になるため、持

て余されて遺棄されていると考えられる。推薦地での遺棄が生じないよう普及啓発等の予

防措置も重要と考えられる。  

 

 

７）カエルツボカビ 

両生類に感染し、致死的な影響を与えるカエルツボカビが、輸入された観賞用のカエル

等とともに国内に持ち込まれていることが 2006 年に明らかになった。その後、日本や韓

国で両生類のカエルツボカビ保有状況の調査が実施され、この地域に多様なカエルツボカ

ビの系統があることが明らかになった。このことから、アジアのカエルは元々カエルツボ

カビを保菌していて、菌に対する抵抗性がある可能性もある。推薦地を含む奄美群島や琉

球諸島の両生類からもカエルツボカビが検出されていることから、菌の侵入に対する脅威

は大きくない可能性もある。八重山列島では本菌は発見されていないが、推薦地の西表島

では、島内外への人の移動拠点となる港で、予防的措置として靴底の消毒を行っている。

カエルツボカビについては研究途上だが、環境省では、両生類の適正な飼養等に関する普

及啓発などを実施している。  
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4.b. (ii).2. 外来植物の侵入 

推薦地を含む奄美群島及び琉球諸島の外来植物は、有史以前にイネに随伴して導入され

水田やその周辺で多く見られる史前帰化植物群、大陸との国交開始から江戸時代にかけて

導入された畑地雑草が多い旧帰化植物群、江戸時代末期から現代にかけて導入された新帰

化植物群に大きく分けられる。  

現在、外来植物と呼ばれるほとんどが新帰化植物群に含まれる。新帰化植物群は、第 2

次世界大戦終戦後のアメリカ統治時代に移駐した米軍関係の物資等を介した侵入、日本復

帰後の道路建設やダム建設等の土木事業の増加や旅行者の増加に伴う侵入等が、主な侵入

経路と考えられている（池原 ,2015）。このうち、推薦地の４地域に侵入し、今後生態系へ

の影響が懸念されている主なものとして以下が挙げられる。  

奄美大島及び徳之島では毎年、地元の環境 NPO や企業、地域住民や学校生徒等の有志、

鹿児島県大島支庁職員、奄美群島広域事務組合などが、住民への啓発活動を兼ねたオオキ

ンケイギクやアメリカハマグルマの駆除作業を行っている。  

 

１）アメリカハマグルマ（Sphagneticola trilobata） 

 南アメリカ北部原産の多年草。道路の法面緑化用に導入されたものが広がっている。在

来のハマグルマやキダチハマグルマとの交雑が懸念されるほか、繁茂すると在来植物を被

覆し、生育できなくする等の影響がある。推薦地の４地域で確認されており、特に西表島

では、古見岳登山道や星立の天然保護区域等の近辺まで侵入しており、西表島固有の新種

と考えられるミミモチシダの群落への影響が懸念されている（横田私信，2014）。 

 

２）オオキンケイギク（Coreopsis lanceolata） 

 北アメリカ原産の多年草。道路の法面緑化などに利用されたり、園芸用に流通すること

で日本全国に広がった。外来生物法による特定外来生物に指定されている。推薦地の４地

域のうち、奄美大島と徳之島では定着が確認されている。沖縄島では定着していないが過

去に確認された記録がある。西表島を含む八重山列島では現状では確認されていない。一

旦定着すると、在来種と競合して駆逐してしまうため、固有種・希少種への影響が懸念さ

れる。 

 

３）ツルヒヨドリ（Mikania micrantha） 

 南北アメリカ原産。これまで、日本への導入記録はない（(財)自然環境研究センター，

2008）とされていたが、推薦地の４地域のうち、沖縄島と西表島で侵入が確認されている

（環境省那覇自然環境事務所，横田私信）。一旦定着すると、在来種と競合して駆逐する。

沖縄島では、中南部の沖縄市や恩納村、北谷町にしか侵入していなかったが、現在は名護

市や大宜見村の田嘉里川にも侵入しており、数年後には沖縄島北部地域一帯に侵入するこ

とが懸念される（横田私信，2014）。 
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4.b. (ii).3. 遺伝的子攪乱 

 推薦地を含む奄美群島及び琉球諸島は、ユーラシア大陸東端に生息・生育した陸棲生物

が、海洋に隔てられた島嶼群として成立する過程でこの地域に隔離されて固有化が進んだ

ことで遺存固有種が多いことに加え、島嶼間の種分化が現在も進行中であり、各島嶼の形

成過程で分布が細分化され、地理的に異なる集団に隔離されたことで遺伝的分化が生じた

結果、島ごとに固有種や固有亜種に分化している事例が豊富なことが特徴である。  

そのため、本土の近縁種、奄美群島及び琉球諸島内の異なる島の在来種（国内由来の外

来種）や同種・亜種でも遺伝的形質の異なる集団を持ちこむことで、交雑による遺伝的子

攪乱が生じることが懸念される。  

例えば、徳之島、沖縄島北部及び、西表島では、本地域の固有亜種リュウキュウイノシ

シ（Sus scrofa riukiuanus）と、家畜のブタや本土のニホンイノシシ（S. scrofa leucomystax）

の間で交雑が生じ、遺伝的攪乱が生じている（Murakami et al.，2014；太田私信，2013、

2014）。また、八重山列島に自然分布するセマルハコガメ（Cuora flavomarginata evelynae）

やヤエヤマイシガメ（Mauremys mutica kami）が沖縄島やその周辺島嶼に持ち込まれて

いる。沖縄島北部の固有種リュウキュウヤマガメ（Geoemyda japonica）とセマルハコガ

メの交雑個体（大谷，1995）や、ヤエヤマイシガメとの交雑個体（太田・濱口，2003）が

推薦地の沖縄島北部で発見されており、リュウキュウヤマガメ個体群に遺伝的子攪乱が生

じている可能性がある。交雑個体や外来種が発見された場合には、防除を行っている。  

このほか、近年では生物多様性の保全への配慮から、公共工事等に伴う植栽や法面緑化

等で在来植物が利用される傾向にあるが、国内の他産地から持ち込まれたものである場合、

地域個体群レベルでの遺伝的多様性を損なうおそれも指摘されている。  
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4.b. (iii) 自然災害と予防策 

4.b. (iii).1. 気候変動 

１）地球温暖化 

 推薦地の奄美・琉球は湿潤な亜熱帯地域の島嶼群であり、気候変動、特に地球温暖化に

伴い、生物の生活史や、分布域や生息・生育環境等の島嶼生態系へ、今後さまざまな影響

が生じる可能性がある。例えば動植物相では、推薦地を分布の南限とする種の生息・生育

適地の減少や分布の北上、南方系の動物の進出（外来種が定着しやすくなる等）による新

たな競争関係が生じると考えられ、特に、固有種や分布が限定されている種への影響が大

きいことが予想される。海域では 1998 年の高水温で生じたサンゴの白化現象は、推薦地

を含む奄美群島及び琉球諸島のサンゴ群集に短期間で広範囲に大規模な影響を与えている。 

気候変動については、気温の上昇による影響のほか、以下の影響も考えられる。  

 

２）台風・集中豪雨 

2.a.2.3.で述べたように、推薦地を含む奄美群島及び琉球諸島は、世界的にも強い勢力の

熱帯低気圧（強い台風=typhoon）の常襲地帯の 1 つであり、過去約 60 年間では、年間平

均 7.6 件（最大 15、最小 3 件）と、毎年高頻度で台風の来襲に晒されている。「2.a.遺産の

説明」で述べたように、本地域の生物や生態系は、例えば増水時と減水時の流量差の大き

な渓流域に適応した植物や、台風の攪乱によって樹種の多様性が高い等、常襲する台風や

大雨に長い時間をかけて適応してきたと考えられるが、今後の気候変動に伴い、強い台風

やそれに伴う集中豪雨等の頻度が増すことにより、森林やサンゴ礁の攪乱が大規模化する

可能性があると予想される。  

 

３）少雨と干ばつ等の傾向の変化 

推薦地を含む奄美群島及び琉球諸島は、年間降水量が 2,000mm を超える多雨地域であ

るにも関わらず、少雨による干ばつの発生が多いことが特徴である（沖縄気象台 (編)，1998）。

その要因として、年間降水量の約 60％を占める梅雨期（5～6 月）と台風期（7～10 月）

に降雨が少ないと干ばつが発生しやすいこと、河川の流路延長が短く急峻で流域面積が狭

いなどの地形的制約から安定した水量が確保しにくいこと、地面や植生からの蒸発散が多

いこと、年による降水量の変動が大きいこと等が挙げられる（山崎ほか (編)，1989：沖縄

気象台(編)，1998））。 

このような少雨や干ばつは、過去に間接的には、人間活動（例えば、農業や観光活動等）

による水需要の増加とも相まって、過去にはダム建設等（推薦地外）により生物の生息・

生育地の減少にもつながったと考えられる（ダム建設については、「4.b.(i).2.河川・ダム整

備」で詳述）。  
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今後、気候変動に伴い、このような少雨と干ばつの発生頻度が高くなった場合、陸水域

を生息場所とする固有な両生類、渓流帯に適応した固有な渓流植物等にとって、直接的に

生息を脅かす要因となりうると考えられる。  

 

今後予想される気候変動による島嶼生態系の変化を予測するために、気象データの蓄

積・解析は重要な課題となる。気象庁は、世界気象機関（WMO）をはじめ国内外の関係

機関と協力して高い精度で長期間にわたって観測を継続し、データの蓄積・分析により気

候変動の監視を行っている。推薦地を含む奄美群島及び琉球諸島では、気象庁が 17 島に 4

気象台・測候所（名瀬、那覇、宮古島、石垣島）のほか 38 の観測所を設け、自動気象観

測装置を設置し継続的な気象観測を実施している。  

環境省では、全国に約 1,000 カ所のモニタリングサイトを設置し、基礎的な環境情報の

収集を長期にわたって継続し、日本の自然環境の質的・量的な劣化を早期に把握する取り

組み（モニタリングサイト 1000 事業）を行っている。推薦地を含む奄美大島、徳之島、

沖縄島北部、西表島では、森林（6 サイト）、里地・里山（1 サイト）、砂浜：ウミガメ上

陸地（5 サイト）、干潟：シギ・チドリ類（1 サイト）、サンゴ礁（3 サイト）、小島嶼：海

鳥繁殖地（2 サイト）のモニタリングサイトが設けられている（環境省生物多様性センタ

ーホームページ）。  

 

4.b. (iii).2. 地震・津波 

推薦地を含む奄美群島及び琉球諸島を震源とした大きな地震と津波には、1771 年に発生

した「八重地震津波」（震源：石垣島近海。M7.4 と推定）、1911 年に発生した「喜界島地

震による津波」（震源：喜界島近海。M8.0）、1995 年に発生した「奄美大島近海で発生し

た地震による津波」（震源：奄美大島近海。M6.9）が挙げられる。特に八重地震津波は通

称「明和の大津波」と呼ばれ、石垣島南東沖を震源とする地震で発生し、最大遡上高は石

垣島南東海岸で約 30 m まで達したと推定され、約 12,000 人の犠牲者を出した大災害であ

る。このほかに、1960 年に南米のチリ地震による津波が日本各地に来襲し、奄美大島の名

瀬港では 4.4m の津波を記録した。  

 Goto ら（2013）は、奄美群島及び琉球諸島のサンゴ礁上や沿岸部に分布する「津波石」

と呼ばれる巨礫の有無を地質学的に調べ、巨大地震と津波の発生頻度や規模の特徴を評価

している。その結果、台風の高波に由来する巨礫は奄美群島及び琉球諸島全域に存在する

のに対し、津波石は先島諸島にしか分布せず、奄美大島や沖縄諸島では直径 1m 以上の津

波石を海岸に打ち上げる規模の巨大津波が少なくとも過去 2,300 年間は発生した形跡がな

いこと、先島諸島では直径 1m 以上の津波石を海岸に打ち上げる規模の大津波が繰り返し

発生し、その再来周期は 150～400 年周期（Araoka et al., 2013）であることが示唆され

たとしている。  
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4.b. (iv) 世界遺産地域への責任ある訪問 

 

4.b. (iv)．1 過去数年の観光統計と主要な利用形態  

推薦地は、亜熱帯気候のもとで豊かな自然を利用した観光業が営まれているが、奄美群

島（奄美大島、徳之島）と琉球諸島（やんばる地域沖縄島北部、西表島）ではその経緯や

状況は異なっている。  

 

1）奄美群島（奄美大島、徳之島） 

奄美群島は 1960年代半ばの高度経済成長と離島ブームで脚光を浴び、入り込み人数は、

1974 年には年間 70 万人台に達したが、沖縄の本土復帰、景気の低迷や国民の観光需要の

変化、海外旅行ブームなどから 1987 年には 66 万人台まで減少した。1988 年には奄美空

港へのジェット機就航による時間短縮と輸送力の増大等が図られ、1995 年には 79 万人に

達したものの、近年は 67～68 万人台で推移している（鹿児島県大島支庁 ,2014）。ただし、

奄美群島の入り込み客の主力は、地元関係者やビジネス客で、観光客は 2 割程度と見られ

ている（日本政策投資銀行 ,2014）。 

近年、奄美群島では、豊かな自然や固有の文化などの資源を生かしたエコツーリズムな

どの体験滞在型観光が、民間事業者や地元行政機関（奄美群島広域事務組合）等によって

推進されている。奄美大島および徳之島の主な利用状況は以下のとおりである。  

 

①奄美大島 

奄美大島への入り込み人数（2013 年は約 37 万人）に対する観光客の割合は 2 割程度と

大きくないものの、観光客の多くは、サンゴの海・砂浜や原生的な森林と動植物といった、

亜熱帯性の自然や、そこで育まれてきた伝統的な芸能・文化・産業等に期待して奄美大島

に訪れていると考えられる。  

近年、奄美大島では、エコツアーを実施するガイド事業者が増加し、下記のような利用

が増加しつつある（環境省那覇自然環境事務所 ,2008）。2008 年には「奄美大島エコツアー

ガイド連絡協議会」が設立され、自主ルールの策定等に取り組んでいる。また、2012 年に

は「奄美大島エコツーリズム推進協議会」が組織され、市町村、観光関係者、エコツアー

ガイド等により、人材育成、ルール・ガイドラインの設定等の取り組みが進められている

（環境省,2013）。 

また、徳之島とも共通するが、群島の自然環境を基盤とした奄美独自の地域づくり方策

のひとつの柱である「持続的な観光利用」を進めるための「奄美群島持続的観光マスター

プラン」の策定の検討も進められている。  

 



 

257 

 

 

○森の動植物観察トレッキング  

 奄美市と大和村の境界に位置する金作原原生林が、最もよく利用されている。このほか、

大和村と宇検村の境界に位置する湯湾岳や、龍郷町の奄美自然観察の森などが利用されて

いる。 

○マングローブ林観察ツアー  

 奄美市南東部の住用川河口には西表島に次ぐ日本で 2 番目の規模のマングローブ林が発

達しており、カヌーによるマングローブ林や干潟の生物を観察するツアーが行われている。

おり、奄美大島では前述の金作原原生林とともに、エコツアーの 2 大利用場所となってい

る。 

○林道のナイトウォッチング  

 林道で自動車を低速度で走行しながら、アマミノクロウサギやアマミヤマシギなど主に

夜間に活動する動物を観察する。金作原原生国有林や奄美自然観察の森の周辺の林道が主

に利用されている。  

 

 

龍郷自然観察の森 

湯湾岳 

住用川河口 

龍郷自然観察の森 

金作原国有原生林 
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図● 奄美大島における主なエコツアー利用場所115 

 

 

②徳之島 

 徳之島への入り込み人数（2013 年は約 12 万 6 千人）に対する観光客の割合は大きくな

い（奄美大島と同様に入り込み数の 2 割程度として 2 万 5 千人）。徳之島では、2012 年に

「徳之島エコツーリズム推進協議会」および「徳之島エコツアーガイド連絡協議会が組織」

され、自然と共生してきた生活文化を体験する集落散策のプログラム作りや人材育成を進

めるなど、エコツーリズムの草創期にある（環境省 ,2013）。 

 

2）沖縄島北部（やんばる地域）および西表島 

 沖縄県は日本の中でも観光立県として知られ、観光は県の基幹産業に位置づけられてい

る。本土復帰直後の 1972 年度の沖縄県への入域観光客数は 56 万人、観光収入は 324 億円

であったが、2013 年度には 658 万人、観光収入は 4,479 億円と、約 40 年間で観光客数、

観光収入ともに 10 倍以上に成長している（沖縄県 ,2014）。 

 この間、1970 年代は沖縄国際海洋博覧会（1975 年）を契機に、那覇市周辺や中南部の

史跡を巡る団体・周遊型観光を中心に、沖縄が観光地として定着した。1987 年に施行され

た総合保養地域整備法により、沖縄島中部の海岸を中心にリゾートホテルが次々と建設さ

れ、滞在型の観光客が飛躍的に増大した。1990 年代には航空運賃の自由化や旅行商品の低

価格化が進み、観光客数が急増した（沖縄県 ,2014）。このような動向に伴い、従来の那覇

市周辺の周遊型観光から、沖縄島中部や北部（やんばる）、離島（西表島など）への観光客

の分散、リピーターの増大、多目的で個人ベースの観光スタイルの定着が進んだ。  

こうした背景をもとに近年、沖縄県内では、豊かな自然や固有の文化を生かしたエコツ

ーリズムなどの体験滞在型観光が、民間事業者や地元行政機関等によって推進されている。

2002 年改訂の沖縄振興特別措置法の中では、環境保全型自然体験活動（エコツーリズム）

の推進と保全利用協定の認定制度が盛り込まれた。2004 年には沖縄県におけるエコツーリ

ズムのマスタープランとして「沖縄県エコツーリズム推進計画」が策定された。民間レベ

ルでは、2006 年に NPO 法人沖縄エコツーリズム推進協議会が設立され、県内各地のエコ

ツーリズム関連団体・事業者、関係行政機関と連携して、エコツーリズムの推進が図られ

ている。 

 やんばる地域沖縄島北部及び西表島の主な利用状況は以下のとおりである。  

 

①やんばる地域沖縄島北部 

                                                   
115（編注）地図は仮のものを使用。他の項目で同様に示す場合、同じ基図を用いるよう作図予定。  
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沖縄島全体からみれば、やんばる地域沖縄島北部を訪れる県外からの観光客の割合は、

立地やアクセス条件から多くなく、約 47 万人（沖縄振興開発金融公庫 ,2014）から約 54

万人（沖縄県環境生活部ほか，2015）（県外観光客の約 8％程度）と推定されている。こ

のほか統計資料には現れないが、週末にドライブやレクリエーションで訪れる沖縄県民も

少なくないと考えられる。  

利用形態は、沖縄島中南部に滞在し、西海岸の国道 58 号線を利用して辺戸岬や比地大

滝などを訪れる日帰りの観光地・施設巡りが中心となっている。このほか、国頭村には大

手企業によるリゾート施設が立地し、宿泊滞在が年間約 14 万人とされている（環境省那

覇自然環境事務所 , 2007,2008）。 

やんばる地域沖縄島北部では、1999 年に東村エコツーリズム協会、2001 年に NPO 法

人国頭村ツーリズム協会、2008 年に NPO 法人おおぎみまるごとツーリズム協会が設立さ

れ、資源調査や人材育成等、ルール・ガイドラインの設定など、各地域の実情にあった取

り組みが進められている。観光客に対する割合はまだ低いが、近年は下記のようなエコツ

ーリズムによる利用も増えつつある。  

 

○森の動植物観察トレッキング  

国頭村の比地大滝や与那覇岳などが森の動植物観察に利用されている。また、2007 年に

村立の環境教育センター「やんばる学びの森」が整備され、ここを拠点に国頭村ツーリズ

ム協会が周辺の森林で動植物観察のプログラムを提供し、修学旅行の受け入れなども行わ

れている。国頭村の伊部岳では、トレッキングツアーを行う 1 事業者と安田集落の間で、

適正なツアー人数規模の設定、事業運営上の地域ルール（集落規則）の遵守、環境協力金

の集落への寄付等を盛り込んだ「伊部岳地区保全利用協定」116を締結し、自然環境や地元

集落への配慮に取り組んでいる。また大宜味村のネクマチヂ岳や塩屋富士などが森の動植

物観察に利用されている。大宜味村と東村の境に位置する玉辻山は利用者の集中による自

然環境への影響が懸念され、現在は大宜味村によって入山禁止の措置がとられている。  

 

○カヌーツアー  

 東村の慶佐次川河口のマングローブ林では、カヌーを用いたマングローブ林や干潟の生

物観察ツアーが行われており、個人客だけでなく、修学旅行で多くの学校が訪れている。  

また、国頭村の安波ダムや安波川、大宜味村の大保ダムや塩屋湾などでもカヌー体験が

行われている。  

                                                   
116 「保全利用協定」とは、沖縄県内で環境保全型自然体験活動（いわゆる「エコツアー」）に携わる事

業者が、環境保全型自然体験活動を行う場所（エコツアーサイト）の適正な保全と利用を目的として、

地域住民・関係者からの意見を適正に反映しつつ、事業者間で自主的にルールを策定・締結し、その内

容が適切なものであれば、沖縄県知事が認定する、沖縄振興特別措置法に基づく制度である。  
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○ナイトウォッチング  

 国頭村の「やんばる学びの森」や国頭村森林公園などでナイトハイクによる動物観察が

行われている。  

○島人の生活体験ツアー 

 トレッキングやカヌーツアーに比べると少ないものの、島民が自然と共生してきた生活

文化を体験するプログラムが集落や周辺の農地、海岸などで提供されている。  

 

図● 沖縄島北部（やんばる）における主なエコツアー等の利用場所  

 

②西表島 

西表島の入域観光客は 1975 年には約 4 万人であったが、その後は沖縄県の観光客数の

増加に伴い 1995 年には 20 万人を越え、2007 年には約 40 万人に達した。その後は、国内

外の社会情勢の影響で一時的に減少したが、2013 年には新石垣空港の開港もあり、約 35

万人となっている（竹富町 ,2014；沖縄振興開発金融公庫 ,2014）。 

 西表島の観光の特徴として、冬場（2～4 月）の団体旅行が多いこと、また、八重山の各

島々を回る周遊型の旅行が中心であることが挙げられる（沖縄振興開発金融公庫 ,2014；

沖縄県環境生活部ほか，2015）。これら周遊型観光は石垣島を宿泊拠点とし、日帰りで西

表島を訪れ、島内をバスで移動し、仲間川や浦内川を遊覧船で観光周遊した後、他の島へ
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移動する形態となっている。沖縄県生活環境部ほか（2015）は、このような利用形態は島

の東部地区への入込客に多くみられ、東部地区の利用者の 80％以上を占めるとしている。 

 西表島の観光客数全体に占める割合は少ないものの、1990 年代半ばからエコツアーを実

施するガイド事業者が増えており、下記のような利用が行われている。いずれも半日～1

日程度のものが多く、周遊型観光と同様に、石垣島を宿泊拠点として日帰りで西表島を訪

れてエコツアーに参加する利用形態も見られる。沖縄県生活環境部ほか（2015）は、この

ような利用形態は島の西部地区への入込客に多くみられ、年間約 5 万人前後としている。 

なお、1996 年に、日本で初めての最初の住民主体のエコツーリズム推進組織協会として、

西表島エコツーリズム協会が発足し（愛知・盛山編，2008）、人材育成やプログラム作り

のほか、環境保全や伝統文化の継承などの活動に取り組んでいる。  

 

○カヌーツアー  

 沖縄県最長の浦内川、日本で最大のマングローブ林を有する仲間川、沖縄県最大落差

（55m）のピナイサーラの滝を有するヒナイ川をはじめ、その他の小河川も含め、カヌー

によるマングローブ林や干潟の生物を観察するツアーが行われている。また、浦内川と仲

間川では遊覧船も運航されている。  

 仲間川では、カヌーツアーや遊覧船事業を行う 5 事業者が、「仲間川地区保全利用協定」

を締結し、マングローブ林保護のための遊覧船の運航速度規制やカヌー利用者数の制限等

の自然環境への配慮を行っている。またヒナイ川では、カヌーツアーを行う 35 事業者が

「西表島カヌー組合」を組織し、自然環境への負担軽減を図るため、1 事業者が 1 日あた

りに扱う利用客数を取り決めている。  

○森の動植物観察トレッキング  

 西表島はピナイサーラの滝をはじめ大小の滝が多く、森林内をトレッキングで動植物を

観察しながら、それらの滝を訪れるトレッキングツアーが行われている。  

○島人の生活体験ツアー 

トレッキングやカヌーツアーに比べると少ないものの、島民が自然と共生してきた生活

文化を体験するプログラムが集落や周辺の農地、海岸などで提供されている。  
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図● 西表島における主なエコツアー等の利用場所 

 

 

4.b. (iv)．2 想定環境容量及び来訪者管理の計画 

 推薦地の４地域の想定環境容量は、現時点では明確に算出されていない。  

沖縄県環境生活部ほか（2015）は、それぞれの地域が世界自然遺産への登録を契機とし

てどの程度の入込需要の増加を想定するかの数値的な予測は困難であるが、一つの目安と

して現状の約 1.5 倍程度117の需要増加の可能性（やんばる地域沖縄島北部で約 80 万人、

西表島で約 50 万人）を想定して様々な対応を検討しておく必要があると考えられる、と

している。 

奄美・琉球では、世界遺産登録による知名度向上に伴う観光利用の増加とそれに対する

利用の適正化は、遺産価値の保全と持続的利用における重要課題の 1 つと考えられる（鹿

児島県，2015；沖縄県，2015）。 

世界遺産登録後の想定環境容量や来訪者管理の計画については、鹿児島県による「奄美

群島世界自然遺産登録推進事業」や沖縄県による「奄美・琉球世界自然遺産登録に向けた

自然環境の利用と保全の現状及び将来の利用予測調査」等において、利用現況の把握や、

保全と利用にかかる課題の整理、将来の利用予測、必要な取り組み等が具体的に検討され

ているところである。今後、これらの成果を踏まえて、科学委員会奄美ワーキンググルー

プ／琉球ワーキンググループの助言を受け、各地域で管理計画の検討が進められることと

                                                   
117 やんばる地域の一般観光客の立ち寄り拠点利用について、既登録資産「琉球王国のグスク及び関連

遺産群」の各地域の利用の変化状況を踏まえ、やんばる地域と同程度の立地条件（島内各地のリゾート

地区や那覇市からのアクセス性等）にある今帰仁城の利用形態や登録翌年の利用者数（前年比 173％）

等から、今帰仁城と同程度の増加（1.4～2 倍程度）とした概算に基づくと考えられる。  

仲間川 

ヒナイ川 

浦内川 
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なっており、ここで詳細が検討される予定である。  
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4.b. (v)遺産地域及びバッファーゾーン内の居住者数 

○島別の人口（推薦地域内、バッファーゾーン内を含む）を記述。  

※具体的推薦区域とバッファーゾーンが決まってから記述  

 

 


